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１．計画の趣旨 

（１）趣 旨 

第五次甲府市総合計画は、総合的かつ計画的な行政運営の指針となるものであり、時代の潮流や市民意識

の変化に的確に対応しながら、まちづくりの目標を明らかにし、これを達成するための施策や実施事業を示

すものです。 

実施計画は、基本構想に掲げる｢都市像｣と｢基本目標｣の実現に向け、施策の基本的考え方を明らかにし、

具体化していくための主要な事業を示すものです。 

    

（２）構成と位置づけ 

■ 甲府市の総合計画は、基本構想、実施計画の２層により構成しています。 

■ 実施計画は、基本目標に基づく施策の着実な執行を確保するために定める事業計画です。 

■ 社会経済情勢等の変化などを勘案し、基本的に３か年ローリング方式＊で毎年度策定します。 

 

２．計画の期間 

■ 第10次実施計画は、第五次甲府市総合計画の最終年度のため単年度の計画としております。 

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

 
   

 
     

 

 

  

 

  

 

  

基本構想 

実施計画 
 

10か年 



 

＊のついた用語は用語解説をご参照ください。 2 

３．計画の基本的な考え方 

■ 実施計画は、市民と行政とが情報を共有し社会経済情勢に的確に対応するため、毎年度公表します。 

■ 本計画は、｢都市像｣や｢基本目標｣の実現のため、｢市民と行政の役割の明確化｣、｢自己決定・自己責任｣

を推進し適正な｢受益と負担｣を求めるなかで、｢協働型社会｣の実現を目指した事業展開を行います。 

■ 外部評価を含めた行政評価を加味したマネジメントサイクル＊の導入を推進することにより、事業の取捨

選択を行い限られた財源のなかで、より効率的で効果的な行政運営を図ります。 

■ 本計画は甲府市の行財政運営の基本となる計画であり、財政計画に基づく対象年度の予算編成の指針と

します。 

■ 中長期の新規事業については、基本方針が決定し予算化が計画された時点で明示します。 

■ 時代の要請に的確に応えられるよう施策体系にとらわれない考え方を「推進の視点」において明示します。 

 

４．推進の視点 

｢都市像｣や｢基本目標｣の実現のため、実施計画の「推進の視点」として、時代の潮流や市民ニーズを考慮

し次の項目を位置づけます。 

この、「推進の視点」は、甲府市が取り組むべき重要な課題の解決に向けて、各々の課題ごとに、基本目標

の施策体系を超えて横断的な考え方を示すものです。 

 

■ 「少子化への対応」 

少子化を抑制するための取り組み、少子化による人口構造の変化に対応した行政サービスの推進のため

の取り組みを実施します。 

■ 「高齢化への対応」 

高齢者が地域のなかで健康で生きがいをもって安心して暮らすための取り組み、高齢化によるサービス

量の増大に対応するための取り組みを実施します。 

■ 「安全･安心への対応」 

防災対策、防犯対策、交通安全など市民が地域のなかで安心して安全に暮らすための取り組みを実施し

ます。 

■ 「地域再生への対応」 

都市基盤＊整備や中心市街地の活性化、産業の振興など活力溢れる地域を形成するための取り組みを実

施します。 

■ 「循環型社会への対応」 

森林・河川・湖沼などの自然環境の保全や廃棄物対策など生活環境の保全により、持続可能な循環型社

会＊を形成するための取り組みを実施します。 

■ 「人づくりへの対応」 

未来を担う子どもたちを健全に育成するとともに、生涯学習＊、生涯スポーツの推進や、地域文化の創

造、伝統文化の継承など、あらゆる分野で地域を支える人づくりに向けての取り組みを実施します。 
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■ 「高度情報化への対応」 

高度情報化時代に対応し、地域情報化、行政情報化推進のための取り組みを実施します。 

■ 「人口問題への対応」 

少子化対策と並行しながら、産業の振興による就業の場の拡大や、市外からの定住・交流促進策など、

本市人口の安定・維持を目指す取り組みを実施します。 

■ 「住民参加･参画への対応」 

地域コミュニティ＊の活性化、ボランティアの育成・支援、NPO＊活動の育成・支援、まちづくりへの住

民参加・参画を促進するための取り組みを実施します。 

 

５．まち形成の取り組み 
まち形成の取り組みについては、「推進の視点」や次の項目を踏まえる中で、活気のある都心や快適な

市民生活に向けた市街地の整備、また良好な郊外の形成を基調とし、総合計画と連動して都市計画マスタ

ープラン＊などにより基本方針を示します。 

 

■ 歴史・風土のなかで築かれてきた個性や資源、また将来動向をも見据えて取り組むこととします。 

■ 人口減少時代の到来や少子・高齢化の進展などの「時代の潮流」を視点として取り組むこととします。 

■ 地域活力の回復のための都市再生や中心市街地活性化に向けた「まちづくり三法＊（改正都市計画

法、中心市街地活性化法、大規模小売店舗立地法）」など、新たな国の政策動向にも留意しながら

取り組むこととします。 

 

 

※第五次甲府市総合計画は、地方自治法第２条第４項の規定に基づき策定されましたが、平成２３年８

月１日施行の地方自治法の一部改正により、今後は、甲府市自治基本条例第２２条が策定の根拠法令と

なりました。 



 

＊のついた用語は用語解説をご参照ください。 4 

 

 

 

 

構想推進の考え方 都市像 基本目標 

市民と行政の

役割の明確化 

協働型社会 

の構築 

行財政改革 

の強化 

公平・透明な 

行政運営 

「構想推進の考え方」は、
甲府市が、第五次甲府
市総合計画を推進してい
くための取り組み姿勢を
示すものです。 

「都市像」は、「構想
推進の考え方」を踏
まえ、市民とともに実
現を目指す甲府市
の将来の姿です。 

「基本目標」は、「都市像」を実現するための部門別の目標です。この 5 つの
「基本目標」に基づき、本市のすべての施策が推進されます。 

互いに支え合い健やかに暮らせるまち 

－福祉・健康への支援－ 

夢にあふれ心豊かに人と文化が輝くまち 

－教育・文化の振興－ 

次代に引き継ぐ快適で美しい安らぎのまち 

－生活・自然環境の向上－ 

にぎわいと豊かさを創りだす風格のあるまち 

－産業の振興－ 

魅力と活気のあるだれもが住みたい楽しいまち  

－都市基盤の整備－ 

人
が
つ
ど
い 

心
が
か
よ
う 
笑
顔
あ
ふ
れ
る
ま
ち
・甲
府 

基   本   構   想 
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施策の基本区分 

社会福祉 ／ 子育て支援 ／ 高齢者支援 ／ 障害者支援 ／ 健康づくり 

医療・救急・救助 ／ 国民健康保険 ／ 介護保険 ／ 国民年金 

義務教育等 ／ 高等学校教育 ／ 大学教育等 ／ 生涯学習  

スポーツ・レクリエーション ／ 文化・芸術 ／ 青少年 ／ 男女共同参画 

国際化への対応 

自然環境保全 ／ 公園･緑地緑化の推進 ／ 景観形成 ／ 住宅・住環境・ 

定住環境 ／ 上水道 ／ 下水道 ／ 河川・水路 ／ 循環型社会の構築 

環境保全 ／ 防災対策 ／ 消防 ／ 防犯対策 ／ 消費生活 ／ 交通安全対策 

商業 ／ 工業 ／ 農業 ／ 林業 ／ 観光 ／ 生鮮食料品流通機構  

山間地域 ／ 勤労者 

都市拠点整備・再開発 ／ 市街地の整備 ／ 交通 ／ 幹線道路  

生活道路 ／ 地籍調査 ／ 地域情報化の推進 

協働の推進 ／ 持続可能な行財政運営 ／ 地方分権への対応 

 

 

 
実    

施 

計 

画 

事 

業 

事業 

「施策の基本区分」は、「基本目標」に対応し、甲府市が推進する施策の区分を示すものです。「施策の基本
区分」の下に具体的な「施策」が位置づけられます。 

 

施策を実現するため
の主要な事業です。 

実   施   計   画 
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１．財政計画  

 

歳歳入入                                   (単位:百万円) 

項   目 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

１ 地 方 税＊ 28,096   

２ 地 方 譲 与 税＊ 384   

３ 各 種 交 付 金＊ 4,826   

４ 地 方 交 付 税＊ 8,545   

５ 国 庫 支 出 金 12,503   

６ 県 支 出 金 4,985   

７ 市 債＊ 7,812   

８ 繰 入 金 1,027   

９ そ の 他 5,233   

歳 入 合 計 73,411   

その他は、分担金・負担金、使用料･手数料、財産収入、寄附金、繰越金、諸収入の合計額。 

 

歳歳出出                                   (単位:百万円) 

項   目 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

１ 義 務 的 経 費＊ 16,455   

 (１) 人 件 費＊ 9,466   

 (２) 公 債 費＊ 6,577   

 (３) 債務負担行為償還金＊ 412   

２ 経 常 事 業 経 費＊ 33,019   

３ 実 施 計 画 事 業＊ 13,768   

４ 他 会 計 繰 出 金＊ 10,169   

歳 出 合 計 73,411   



 

＊のついた用語は用語解説をご参照ください。 8  

２．財政比較分析 － 平成25年度普通会計決算 － 

財 

政 

力 

 
 

財政力指数＊ 
値が高いほど財政力が強く、1を超えると普通交付税の不交付団体。 

 

（基準財政収入額÷基準財政需要額）の3年間の平均値 

【分析】 
標準的な行政活動を行う上で、8 割方は自

前資金等が確保できる状況となっています。 
類似都市平均との比較では 0.151 ﾎﾟｲﾝﾄ低

いが、県内市平均及び全都市平均との比較で
は、どちらの数値よりも上回っています。 

 

  

 

類似都市 
甲府市 順位 

県内市 

平均 

全都市 

平均 最大値 最小値 平均 

1.470 0.620 0.906 0.755 24/31 0.590 0.490 
 

 

   

 

 

財
政
構
造
の
弾
力
性 

 
 

経常収支比率＊ 
値が高いほど財政構造が硬直化していることを示します。 

 

（経常経費充当一般財源÷経常一般財源総額×100） 

【分析】 
市税及び普通交付税等の収入増加により

前年度と比較し2.5ポイント改善したが、75
～80％が通常とされていることから、未だ硬
直化傾向にあります。 
今後も社会保障関係費の増加が予想される

ため、経常経費の削減や市税収納率の向上等
により経常一般財源の安定的確保に努め、比
率の改善を目指します。 

 

 

  

 

類似都市 
甲府市 順位 

県内市 

平均 

全都市 

平均 最大値 最小値 平均 

96.5 85.4 91.5 89.3 9/31 85.5 90.2 
 

 

 

 

公
債
費
負
担
の
健
全
度 

 
 

起債制限比率＊ 
実質公債費比率導入以前の地方債の許可の制限を行うための指標です。 

 

（公債費に充てられた一般財源等の標準財政規模＊に対する割合） 

【分析】 
前年度と比較し0.4 ﾎﾟｲﾝﾄ改善され、県内市

平均より低い数値ではあるが、類似都市平均
と比較すると 0.5 ﾎﾟｲﾝﾄ高い状況となってい
ます。 
引き続き、事業精査による市債の新規発行

の抑制及び、元利償還に交付税措置のある合
併特例債等の有利な市債の借入等により、起
債制限比率の改善に努めます。 

 

  

 

類似都市 
甲府市 順位 

県内市 

平均 

全都市 

平均 最大値 最小値 平均 

12.4 1.9 6.5 7.0 11/16 7.9 － 
 

 

      
 

実質公債費比率＊ 
3年間の平均値が25％を超えると地方債の発行が制限されます。 

 

（公債費充当一般財源等（含準元利償還金＊）÷標準財政規模等×100） 

【分析】 
普通交付税額及び臨時財政対策債発行可能

額の増加、また債務負担行為償還一部終了に
伴う算入額の減少により、対前年比で 1.1 ﾎﾟ
ｲﾝﾄ改善しました。 
県内市平均と比較し2.6 ﾎﾟｲﾝﾄ低いが、類似

都市の平均と比較すると 5.0 ﾎﾟｲﾝﾄ高い状況
であることから、引き続き市債発行の抑制に
努めるとともに、公営企業の経営改善に取り
組み繰出金の減少に努めます。 

 

  

 

類似都市 
甲府市 順位 

県内市 

平均 

全都市 

平均 最大値 最小値 平均 

13.9 0.0 4.8 9.8 28/31 12.4 8.6 
 

 

   

※実質公債費比率がマイナスの場合は「0.0」として表示。 
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将
来
負
担
の
健
全
度 

 
 

地方債残高＊ 
市民一人あたりの地方債現在高 

 

 

【分析】 
普通会計における市民一人当たりの地方債

残高については、臨時財政対策債及び合併特
例債等の借入により、前年度と比較し 1 千円
の増となりました。 
また、類似都市平均と比較し高い状況とな

っているため、今後も計画的な市債発行によ
り、市債残高の減少に努めます。 

 

  

 

類似都市（単位：千円） 
甲府市 順位 

県内市 

平均 

全都市 

平均 最大値 最小値 平均 

441 101 252 373 27/31 498 － 
 

 

    
 

将来負担比率＊ 

将来負担比率が350％を超えると早期健全化団体となります。 

（将来の負担額を指標化し、今後の財政を圧迫する可能性を示しま

す） 

【分析】 
債務負担行為償還終了に伴う償還金及び下

水道事業会計等の公営企業債繰入見込額の減
少により、対前年比で8.2 ﾎﾟｲﾝﾄ改善したが、
類似都市と比較すると高い状況となっていま
す。 
今後は新ごみ処理施設建設事業に係る公債

費が増加する見込みであることから、引き続
き市債発行の抑制に努めます。 

 

  

 

類似都市 
甲府市 順位 

県内市 

平均 

全都市 

平均 最大値 最小値 平均 

147.3 0.0 30.0 65.0 27/31 69.7 51.0 
 

 

   

 
 

人 口 193,812 人 

面 積 212.41 ｋ㎡ 

歳入総額 71,761,233 千円 

歳出総額 70,137,063 千円 

実質収支 972,869 千円 

 注）なお、人口及び面積は平成26 年 3 月 31日現在のデータである。 

 

 

 



 

  

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３編 事業計画 
事業計画の見方 

・実施計画で位置づけた事業は、特別会計、企業会計を

除いた一般会計（経常事業を除く）に位置づけた事業

を掲載しています。 

 

・五つの基本目標と計画の推進に位置づけられる施策・

事業体系に沿って事業内容を掲載しています。 

なお、施策によって再掲となる事業もあります。これ

らについては、メインとなる施策に位置づけられる所

に内容を記述し、他は事業名だけを掲載しています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

体系コードの見方 

【事業№ 01010101】  

施策の基本区分の番号を示しています。 

施策番号を示しています。 

事業番号を示しています。 

基本目標の番号を示しています。 
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社会福祉（１） 
・地域福祉を担う人づくり 

・地域福祉のネットワークづくり 

・地域における福祉サービスの提供体制の充実 

・地域福祉による快適なまちづくり 

・各種福祉計画の推進 

・低所得者の生活安定と自立支援 

子育て支援（２） 
・子育て支援サービスの整備と推進 

・教育環境の整備 

・心身の健やかな成長の支援 

・要保護・要支援児童への取組の推進 

・地域と職場における子育て家庭への支援の促進 

高齢者支援（３） 

・地域包括ケア体制の構築 

・介護予防の推進 

・健康づくりの推進 

・地域福祉による快適なまちづくり 

・生活支援サービスの推進 

・認知症対策の推進 

・生きがいづくりの推進 

・支え合いのまちづくり 

障がい者支援（４） 
・共生社会の基盤づくり 

・相談・情報提供支援の充実 

・地域における生活支援の充実 

・社会参加の促進 

・障がいや疾病等で支援が必要な子どもに対する 

福祉と教育の充実 

・地域福祉による快適なまちづくり 

健康づくり（５） 

・親と子の健康づくりの推進 

・感染症対策の推進 

・成人と高齢者の健康づくりの推進 

・食育の推進 

・健康づくり推進体制の整備 

医療・救急・救助（６） 
・医療連携の充実 

・救急医療体制の充実 

・救急･救助体制の充実 

国民健康保険（７） 
・経営の健全化 

・医療費の適正化 

・健康管理対策の充実 

介護保険（８） 
・地域包括ケア体制の構築（再掲） 

・介護予防の推進（再掲） 

・介護サービスの充実 

・介護保険事業の円滑な運営 

・認知症対策の推進（再掲） 

国民年金（９） 

・市民の受給権確保 
 

義務教育等（１） 
・幼児教育の充実 

・教育内容の充実（確かな学力） 

・教育内容の充実（豊かな心） 

・教育内容の充実（健やかな体） 

・安全な教育環境の整備 

・学校施設等の整備 

・教材及び教育環境の整備・充実 

 

・小学校の適正規模化の推進 

高等学校教育（２） 

・甲府商業高校の充実 

大学教育等（３） 
・甲府商科専門学校の充実 

・教育内容の充実と就学支援 

生涯学習（４） 

・生涯学習の推進 

・図書館の充実 

スポーツ・レクリエーション（５） 
・生涯スポーツの推進 

・施設の整備 

文化・芸術（６） 
・文化･芸術活動の振興 

・文化財の保護と活用 

青少年（７） 

・生活環境の浄化 

・自主的活動の推進 

・保護体制の強化 

男女共同参画（８） 

・こうふ男女共同参画プランの推進 

国際化への対応（９） 
・国際交流 

・外国人に住みよいまちづくり 

 

自然環境保全（１） 
・自然環境保全･保護の意識の高揚 

・自然環境の保全･再生と創出 

・自然との共生 

公園・緑地緑化の推進（２） 
・公園･緑地の創出 

・公園･緑地の保全 

・緑化の推進 

・農地の保全･活用 

景観形成（３） 

・総合的な景観形成の推進 

・都市景観の形成 

・自然景観の保全･形成 

・市民参加の景観づくり 

住宅・住環境・定住促進（４） 
・まちなか居住の再生 

・公営住宅ストックの有効活用 

・良好な居住環境の誘導 

・市内への定住促進 

・建築物の安全性の確保 

・市民の居住環境の向上 

上水道（５） 
・安心・快適な生活環境の創造 

・危機管理対策の充実 

・持続可能な事業経営 

・満足度の高いお客様サービスの向上 

・環境と社会に配慮した事業の推進 

下水道（６） 

・安心・快適な生活環境の創造 

・危機管理対策の充実 

・持続可能な事業経営 

・満足度の高いお客様サービスの向上 

・環境と社会に配慮した事業の推進 

 

１ 

互
い
に
支
え
合
い
健
や
か
に
暮
ら
せ
る
ま
ち
（
福
祉
・
健
康
へ
の
支
援
） 

２ 

夢
に
あ
ふ
れ 

心
豊
か
に
人
と
文
化
が
輝
く
ま
ち
（
教
育
・
文
化
の
振
興
） 

３ 

次
代
に
引
き
継
ぐ
快
適
で
美
し
い
安
ら
ぎ
の
ま
ち
（
生
活
・
自
然
環
境
の
向
上
） 

１．施策の体系 
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河川・水路（７） 
・河川の改修 

・浸水地域の解消 

・水辺空間の保全･整備 

・河川美化･浄化の推進 

・水路等の維持･管理 

循環型社会の構築（８） 

・循環型社会の構築 

・ごみの減量化と発生抑制 

・リサイクルプラザの活用 

・ごみ処理体制の整備 

・ごみ処理施設の管理･運営 

・し尿処理の適正な推進 

環境保全（９） 

・環境美化 

・地球環境の保全 

・公害防止対策 

・快適環境の保全 

防災対策（１０） 
・災害に強いまちづくり（予防対策） 

・災害応急対策 

・災害復旧対策 

・自主防災組織の強化 

消防（１１） 
・防火思想の普及･啓発 

・火災予防対策の推進 

・防火管理体制の充実 

・ネットワーク化･情報化の充実 

・常備消防の充実 

・非常備消防の充実 

防犯対策（１２） 

・地域防犯力の向上（地域防犯活動の促進・支援） 

・防犯体制の強化 

消費生活（１３） 
・消費者利益の擁護及び増進 

・消費者教育の推進 

・消費者相談の充実 

・適正な計量の実施 

交通安全対策（１４） 
・交通安全意識の向上 

・交通環境の整備・向上 

・交通事故被害者の救済 

商業（１） 
・活力ある商業の育成 

・中心市街地商業等の活性化 

・経営の近代化 

工業（２） 

・産業基盤の整備 

・中小企業への支援 

農業（３） 

・生産基盤の整備 

・農業技術への対応 

・経営の自立･安定 

・農地の有効利用 

・地産地消の推進 

林業（４） 

・林業基盤の整備 

・林業経営の振興 

・森林の保全 

・森林文化の創造 

 

観光（５） 
・都市観光の推進 

・地域資源を活かした観光まちづくり 

・受入体制の整備 

・情報発信の強化 

生鮮食料品流通機構（６） 
・健全な市場運営 

山間地域（７） 
・自然環境の保全･活用 

・山間地域の活用 

勤労者（８） 

・勤労者の生活支援 

・雇用対策の推進 

都市拠点整備・再開発（１） 

・甲府駅周辺地区の整備 

・既成市街地の再整備 

・まちなか居住の再生 

・鉄道駅を核としたまちづくりの推進 

市街地の整備（２） 

・計画的なまちづくりの推進 

・市街化進行地域の整備 

・新市街地の整備 

交通（３） 

・高速広域交通網の整備促進 

・交通環境の整備 

・公共交通機関の利用促進 

・総合的な公共交通･交通体系の検討 

幹線道路（４） 

・広域･地域交通道路の整備 

・防災･景観･福祉に配慮した計画的なみちづくりの推進 

生活道路（５） 
・市道等の整備 

・道路環境の整備 

・道路の維持･管理 

地籍調査（６） 
・事業の推進 

・調査結果の利活用 

地域情報化の推進（７） 
・電子自治体の推進 

協働の推進（１） 
・市民自治の推進 

・協働のシステムづくり 

・コミュニティの展開･推進 

・公平･透明な行政の推進 

持続可能な行財政運営（２） 
・自治体運営 

・行政改革の推進 

・組織管理 

・人材育成と能力・実績を重視した人事管理 

・危機管理の取り組み 

・持続可能な財政運営 

・財政の健全化 

地方分権への対応（３） 

・中核市構想の推進 

・広域行政の推進  

・地域連携の推進 

 

４ 

に
ぎ
わ
い
と
豊
か
さ
を
創
り
だ
す
風
格
の
あ
る 

ま
ち
（
産
業
の
振
興
） 

５ 
魅
力
と
活
気
の
あ
る
だ
れ
も
が
住
み
た
い
楽
し
い
ま
ち
（
都
市
基
盤
の
整
備
） 

６ 

計
画
の
推
進 
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   基本区分 施 策 施策の基本的考え方 
        

１ 

互
い
に
支
え
合
い
健
や
か
に
暮
ら
せ
る
ま
ち
（
福
祉
・
健
康
へ
の
支
援
） 

社会福祉 

（１） 

地域福祉を担う人づくり 

全てのライフステージにおける福祉教育や人材育成を進めるとともに、その前提と

しての基本的な福祉意識の醸成に向けて、啓発や住民同士の交流機会の確保に

取り組みます。 

地域福祉の 

ネットワークづくり 

住民やボランティア活動等との連携による地域での支え合いネットワークを充実さ

せ、関係団体の連携と住民参加により全ての市民が社会参加しやすい環境づくりに

努めます。 

地域における福祉サービス

の提供体制の充実 

福祉情報の提供や相談機能・ケアマネジメント体制の充実を図り、地域住民が福祉

サービスを適切に利用できるよう努めます。 

地域福祉による 

快適なまちづくり 

生活環境の整備や防災対策の推進を図るとともに、地域の生活課題に対する問題

意識を共有し、誰もが安心して暮らせる環境づくりに努めます。 

各種福祉計画の推進 

地域福祉推進計画をはじめとする各種福祉計画を着実に推進するため、定期的な

進行管理や評価、見直しにより、これらの計画に基づく福祉サービスを住民に適切

に提供できるよう努めます。 

低所得者の生活安定と 

自立支援 

低所得者に対し、個別の世帯の実情に配慮しながら、各種制度や諸施策を積極的

に活用して適切な援護を行うとともに、地域社会の一員として安定した生活が営ま

れるよう自立への助長に努めます。 
    

  

子育て支援 

（２） 

子育て支援サービスの 

整備と推進 

すべての子育て家庭が不安や負担感なく子どもを育てることのできる環境をつくる

ために、多様なニーズに応えた、きめ細かな教育・保育サービス等を確保し提供し

ます。 

教育環境の整備 

目まぐるしく変化する社会状況にもたくましく対応できるような教育を行い、子どもた

ちの自主的に学ぶ意欲を促進し、「思い遣（や）る心」を育てます。子どもたちの個性

を尊重しつつ平等な教育を提供し、また、一人一人の子どもの抱える問題に対応し

た支援をします。 

心身の健やかな 

成長の支援 

充実した情報提供や相談体制、各種健診といった妊娠期から思春期後までの切れ

目ない支援を実施し、親と子ども両方の健康増進を図ることで、すべての子どもの

心身の健やかな成長を促進します。 

要保護・要支援児童への 

取組の推進 

虐待を受けている子どもを速やかに保護すると同時に、ひとり親や子どもの障がい

等それぞれの家庭が抱える様々な事情に対応し、相談体制の整備や経済的援助

等の適切な支援を行い、子どもたちの豊かな成長を推進します。 

地域と職場における子育て

家庭への支援の促進 

すべての家庭の子育てと子ども自身の成長を地域全体で支えるような環境づくり

と、そのための意識啓発を地域住民、各種団体、企業等の多様な主体を巻き込み

ながら促進します。 
    

  

高齢者支援 

（３） 

地域包括ケア体制の構築 

高齢者が住み慣れた地域で安心して生活が営めるよう、市内に設置した地域包括

支援センターの機能強化を図るとともに、地域ケア会議等を通じて、高齢者を地域

で支える環境づくりに努めます。 

介護予防の推進 

元気な高齢者から介護状態となるおそれのある高齢者までを対象とした一体的な

介護予防に取り組みます。また、健康教室や健康相談などを通じ、介護予防の普及

啓発に努めます。 

健康づくりの推進 

健康寿命の延伸を図るため、高齢者の生活習慣病等の予防や生活機能の維持、

保健・予防事業等の推進及び食育やウォーキングへの取組等を通じて、高齢者の

自主的な健康づくりを支援します。 

地域福祉による 

快適なまちづくり 

生活環境の整備や防災対策の推進を図るとともに、地域の生活課題に対する問題

意識を共有し、誰もが安心して暮らせる環境づくりに努めます。 

生活支援サービスの推進 

福祉総合相談窓口や緊急通報システムの設置、様々な在宅福祉サービスなど、き

め細かな生活支援サービスの充実により、高齢者が住み慣れた地域で、孤立する

ことのないよう、高齢者やその家族を支援するとともに、いつまでも自立し尊厳ある

生活ができるよう努めます。 

認知症対策の推進 

認知症高齢者が住み慣れた地域で安心して日常生活が送れるよう、認知症ケアパ

スの普及を図り、認知症に関する理解の醸成や、相談支援体制の充実などによる

認知症の早期発見・早期対応を推進し、地域における連携体制の構築に努めま

す。 
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   基本区分 施 策 施策の基本的考え方 

１ 

互
い
に
支
え
合
い
健
や
か
に
暮
ら
せ
る
ま
ち
（
福
祉
・
健
康
へ
の
支
援
） 

 
生きがいづくりの推進 

ボランティア活動や世代間・世代内の交流を促進し、高齢者が地域の担い手とな

り、自らの経験と知識を活かし、地域コミュニティの活性化や活力あふれる社会の創

出に努めます。 

支え合いのまちづくり 

地域住民やボランティア団体等との連携により、高齢者を見守り、互いに支え合う体

制を構築し、住み慣れた地域で孤立することなく継続して安心した生活を営むことが

できる社会づくりを目指します。 
    

  

障がい者支援 

（４） 

共生社会の基盤づくり 

年齢や障がいの有無等にかかわらず、互いに理解と信頼を深め、一緒に助け合い

ながら暮らしていく共生社会の実現を目指し、ノーマライゼーション理念の普及・啓

発に努め、差別の解消と相互理解を促進します。また、障がい者団体、ボランティ

ア、ＮＰＯ等との連携を図り、障がいのある人がいきいきと生活できる環境づくりを推

進します。行政機関等における障がいのある人への配慮及び理解の促進等に努め

るとともに、選挙等における配慮に努めます。 

相談・情報提供支援 

の充実 

障がいの程度や生活の状況に応じたサービスを自らが適切に選択し、利用できる

よう相談や支援を行い、障がいのある人に寄り添ったケアマネジメントを推進しま

す。また、身近な生活の相談から障害福祉サービスにいたるまで、関係機関との連

携を図り、障がいのある人本人を中心とした相談や情報提供などの支援を推進しま

す。 

地域における生活支援 

の充実 

住み慣れた家庭や地域で障がいのある人が暮らせるよう、一人一人の障がいの多

様な特性や程度、多様なニーズに対応した福祉サービスの充実を図るとともに、グ

ループホームなど地域における生活基盤の整備に引き続き取り組みます。また、健

康診査や健康相談などの実施により、障がいの早期把握に努め、状態に応じた適

切な支援を提供します。 

社会参加の促進 

障がいのある人の多様な可能性を最大限に活かし、地域において自立した日常生

活を営むことができるよう、関係機関等との連携に努め、就労の場の確保、就職の

意向確認、就労後のフォローなど、就労を支援する体制を整備します。また、外出

の際の移動などの支援により、社会活動に参加しやすい環境づくりに努めます。 

障がいや疾病等で支援が 

必要な子どもに対する 

福祉と教育の充実 

障がいのある子どもへの療育・保育・教育の実施に当たっては、各関係機関との情

報の共有や連携により、個別のニーズに対応した支援が行える体制の整備を図り

ます。 

地域福祉による快適なまち

づくり 

生活環境の整備や防災対策の推進を図るとともに、地域の生活課題に対する問題

意識を共有し、誰もが安心して暮らせる環境づくりに努めます。 

   

健康づくり 

（５） 

親と子の健康づくりの推進 

安心安全な出産、子どもの健やかな成長と発達、育児不安の軽減などを図りなが

ら、健全な親子関係を築くことを目的として、きめ細かな母子保健事業の充実に努

めます。また、地域における子育てを支援し、心身ともに健やかに子どもが成長して

いくための支援をします。 

感染症対策の推進 
感染症の予防に努めるとともに、感染症の拡大を防ぎ、市民の健康及び生命の安

全を守ります。 

成人と高齢者の健康づくりの

推進 

将来的な本市の姿を見据え、健康寿命の延伸、健康格差の縮小を図るため、自覚

症状の乏しい生活習慣病等を健診等により早期に発見するとともに、望ましい生活

習慣への改善が図れるように支援します。健康づくりを行っている地区組織等と協

力して、市民自らが健康についての理解と関心を深め、健やかで心豊かな生活が

送れるように支援します。 

食育の推進 

食育は各家庭や個人が意識して実践していくことが必要です。そのため、関係する

地域団体及び教育機関などと連携し、その役割分担に応じて働きかけることで、ラ

イフステージに応じた間断のない取組を推進します。食生活及び食環境の双方から

適切かつ継続的に食育を推進し、生活の質と社会環境の質の向上を目指し、市民

の健康増進を図ります。 

健康づくり推進体制の整備 

地域や世代間の相互扶助という観点から、地域ボランティアと協力して地域住民の

健康意識を高めるとともに、地域ボランティアの人材育成を図り、誰もが参加できる

地域の健康づくり活動を推進します。 

また、保健サービス向上のための基盤整備の充実を図るとともに、有効活用に努

め、市民の健康づくりを支援します。 
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基本区分 施 策 施策の基本的考え方 

医療・救急 

・救助 

（６） 

医療連携の充実 
医療圏＊内の各診療所との病診連携や、他の公的病院との機能分担を含めた病院

連携を推進し、地域における医療支援体制の確立に努めます。 

救急医療体制の充実 
山梨県、甲府市医師会、甲府市歯科医師会及び甲府市薬剤師会と連携し、救急医

療体制の充実を図るとともに、災害時初期救急医療体制の整備を推進します。 

救急・救助体制の充実 

救急隊の適正配置や救急医療機関との連携による円滑な救急業務体制の構築、高

度救命処置用資器材の整備などによる救急業務の高度化の推進、市民への応急手

当の知識・技術の普及促進により救急体制の充実に努めます。 

また、特別救助隊の充実強化に努めるとともに、高度な救助技術の取得など、隊員

の教育訓練の充実に努めます。 

国民健康 

保険 

（７） 

経営の健全化 
口座振替制度の積極的な奨励、収納体制の強化、滞納未然防止の広報活動、長期

滞納者への対策の強化などにより、保険料収入の確保に努めます。 

医療費の適正化 

レセプト点検＊の強化による適正な診療報酬支払を推進するとともに、重複・頻回多

受診者などに対する適正受診の指導や、第三者行為の発見、ジェネリック医薬品＊

の使用促進など被保険者の医療費及び健康に対する意識の啓発に努めて、医療

費の適正化を図ります。 

健康管理対策の充実 
特定健診・特定保健指導、人間ドック＊・簡易脳ドック、歯科健診・歯科講習等を通じ

て、疾病の早期発見と予防に努めます。 

   

介護保険 
（８） 

地域包括ケア体制の構築 

（再掲） 

高齢者が住み慣れた地域で安心して生活が営めるよう、市内に設置した地域包括

支援センターの機能強化を図るとともに、地域ケア会議等を通じて、高齢者を地域

で支える環境づくりに努めます。 

介護予防の推進 

（再掲） 

元気な高齢者から介護状態となるおそれのある高齢者までを対象とした一体的な

介護予防に取り組みます。また、健康教室や健康相談などを通じ、介護予防の普及

啓発に努めます。 

介護サービスの充実 

介護を必要とする状態となっても、できる限り住み慣れた地域や家庭で、個人の尊

厳を保ちながら、安心して暮らし続けることができるよう、要介護者等の心身の状況

やおかれている環境に応じた介護サービスの確保を図るとともに、介護サービス基

盤の整備・充実に努めます。 

介護保険事業の円滑な 

運営 

介護保険事業を円滑に運営するため、制度の持続可能性を確保するとともに、制度

の周知と啓発に努めながら、適切なサービスの提供及び質の向上を更に高め、介護

が必要な方が安心して利用できる環境の整備に努めます。 

認知症対策の推進 

（再掲） 

認知症高齢者が住み慣れた地域で安心して日常生活が送れるよう、認知症ケア

パスの普及を図り、認知症に関する理解の醸成や、相談支援体制の充実などに

よる認知症の早期発見・早期対応を推進し、地域における連携体制の構築に努

めます。 

   
国民年金 

（９） 
市民の受給権確保 日本年金機構などとの協力・連携のもと、制度の周知啓発に努めます。 
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  基本区分 施 策 施策の基本的考え方 
        

２ 

夢
に
あ
ふ
れ
心
豊
か
に
人
と
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化
が
輝
く
ま
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（
教
育
・
文
化
の
振
興
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義務教育等 

（１） 

幼児教育の充実 
質の高い幼児教育を推進するため、保護者の家庭の所得と園児数に応じて保育料

を減免している幼稚園に助成し、保護者負担の軽減を図ります。 

教育内容の充実 

（確かな学力） 

児童･生徒に確かな学力を身に付けさせるため、基礎的基本的な学習内容の定

着、学力の向上、教職員の指導力の向上などを図ります。 

教育内容の充実 

（豊かな心） 

新しい時代を担う子どもたちが、豊かな感性とたくましい行動力をもち、互いの良さ

を認め合いながら、進んで自己の課題に取り組むことのできる、心身ともに健康な

児童･生徒の育成を図るため、甲府の子どもの教育の推進、生きる力の育成、生徒

指導の充実、体験的学習の推進、国際理解教育の推進などに取り組みます。 

教育内容の充実 

（健やかな体） 

児童･生徒の心身の健全な発育のため、健康安全教育の充実と保健管理の徹底、

環境衛生の維持･改善及び学校給食の充実等を図ります。 

安全な教育環境の整備 
児童・生徒が登下校時のみならず、安全で安心な学校生活が送れるよう、家庭・地

域・関係機関との連携を密にし、防犯・防災に努めます。 

学校施設等の整備 
児童･生徒が心身共に健全で安心した学校生活が送れるよう、教育施設の整備、

環境に配慮した施設の整備、学校体育施設の整備､学校給食施設の整備など教育

施設の充実に努めます。 

教材及び教育環境 

の整備･充実 
小・中学校のコンピュータ関連機器の整備に努めるとともに、学習指導要領に基づ

く教材の整備・充実に努めます。 

小学校の適正規模化 

の推進 
適正な学校規模を確保し、児童が、等しく学ぶことができる教育環境の整備･充実

を図ります。 
   

高等学校 

教育（２） 
甲府商業高校の充実 

商業分野の専門性の追求と情報処理に関する研究･教育並びに施設整備の充実

を図り、各種資格取得のできる学習の展開を図るとともに、教職員の資質の向上に

も努めます。 
   

大学教育等 

（３） 

甲府商科専門学校の充実 
全国でも数少ない、公立の商業実務系専門学校である本校の特色を生かせるよ

う、学科の充実、学校間連携教育の推進、地場企業.・団体等との連携推進など魅

力ある学校づくりを進めます。 

教育内容の充実 

と就学支援 
市内高等教育機関の学部・学科の充実等の要請を行うとともに、就学の支援に努

めます。 
   

生涯学習 

（４） 

生涯学習の推進 

生涯学習＊社会の実現を図るため、「生涯学習都市宣言」の精神を基調にしながら

「甲府市生涯学習ビジョン＊」に基づき「きょういくの日」関連事業などの開催や、公

民館活動等を通じ、生涯にわたり学び続けることができる環境づくりに努めます。 

「まなび奨励ポイント制度＊」「出前講座」などにより、生涯学習の参加意識の向上

を図ります。 

図書館の充実 
生涯学習の拠点として、蔵書資料の充実を図りながら、市民サービスの向上に努

めるとともに、図書館サービスネットワーク＊の活用を図ります。 
   

スポーツ・レ

クリエーショ

ン 

（５） 

生涯スポーツの推進 
だれもが･いつでも･身近にスポーツに親しみ、市民一人ひとりが生涯にわたって健

康で活力に満ちた社会の実現を目指すため、指導者の育成･確保に努めながらニ

ュースポーツ＊の普及等の機会や情報の提供にも努めます。 

施設の整備 
市民スポーツの活動拠点として良好な環境を提供するため、各施設の機能整備に

努めます。また、身近な運動施設として学校体育施設についても積極的に社会開

放し、施設の効率的な活用を図ります。 
   

文化・芸術 

（６） 

文化・芸術活動の振興 
文化・芸術活動の振興を図るため、市民が優れた文化･芸術に接する機会の提供

や創作活動の場の拡充に努めます。 

文化財の保護と活用 
指定文化財及び登録文化財の保護・保存と啓発・普及に努めるとともに、未指定文

化財についても調査･研究を行います。また、開府５００年を視野に入れた史跡武

田氏館跡の計画的な整備等を進め、文化財の保存･活用を図ります。 
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  基本区分 施 策 施策の基本的考え方 
    

  

青少年 

（７） 

生活環境の浄化 
青少年の健全な育成を図るため、有害環境浄化活動の推進、総合育成体制の整

備、家庭環境の重要性の啓発などに努めます。 

自主的活動の推進 

青少年施設の整備と活用を図りながら、青少年ジュニアリーダーの育成や子どもク

ラブなど青少年育成団体の活動を促進し、自主性の高揚と社会的認識の向上を図

ります。 

保護体制の強化 
青少年の健全な育成を図るため、青少年非行防止活動の推進、青少年育成センタ

ーの充実・強化を図ります。 
      

男女共同 

参画 

（８） 

こうふ男女共同参画 

プランの推進 

｢甲府市男女共同参画推進条例｣を基調に「甲府市男女共同参画センター」を活用し

ながら、女性団体間の交流促進などを行います。また「女性総合相談室」の相談業務

の充実を図り、より一層の男女共同参画の推進に努めます。 
      

国際化への 

対応 

（９） 

国際交流 
姉妹友好都市のみならず、姉妹友好都市以外の都市などとも、２１世紀の国際化

時代に対応した新たな友好交流を推進します。 

外国人に住みよい 

まちづくり 

外国人に住みよいまちづくりを行うため、生活情報の提供、相談業務の充実、庁内

体制の充実、地域活動の推進などに努めます。 
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  基本区分 施 策 施策の基本的考え方 
    

３ 

次
代
に
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き
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ぐ
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適
で
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し
い
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ぎ
の
ま
ち
（
生
活
・
自
然
環
境
の
向
上
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自然環境 

保全 

（１） 

自然環境保全・保護 

の意識の高揚 
自然を大切にする意識の高揚と自然保護活動を促進します。 

自然環境の保全・再生と 

創出 
うるおいを感じる自然環境の保全・創出に努めます。 

自然との共生 自然と人とが共生できる土地利用を推進します。 
      

公園・緑地緑

化の推進 

（２） 

公園・緑地の創出 
都市環境の改善や市民のレクリエーション需要に応える都市公園・河川敷緑地等の

整備に努めます。 

公園・緑地の保全 
健康で文化的な市民生活のために、緑地の保全及び既設公園や動物園の充実に努

めます。 

緑化の推進 
公共施設及び地域の緑化を推進し、緑豊かな明るい住みよい環境づくりに努めま

す。 

農地の保全・活用 
市街化区域内やその周辺に広がる農地の保全・活用を図り、緑地の保全に努めま

す。 
      

景観形成 

（３） 

総合的な景観形成 

の推進 

都市環境の美化を推進し、公共施設の美観の向上や広告物等の景観への調和に努

めます。 

都市景観の形成 魅力的な都市景観の誘導に努めます。 

自然景観の保全・形成 緑地や自然景観の保全に努めます。 

市民参加の景観づくり 市民参加による景観形成を促進し、住宅地の良好な景観の確保に努めます。 
      

住宅・住環境・

定住促進 

（４） 

まちなか居住の再生 中心市街地の活性化と魅力あるまちづくりに努めます。 

公営住宅ストックの 

有効活用 
社会的セーフティネットとしての公営住宅の整備活用に努めます。 

良好な居住環境の誘導 開発許可制度などにより、良好な居住環境の誘導に努めます。 

市内への定住促進 融資制度や助成制度などの活用により、市内への定住促進に努めます。 

建築物の安全性の確保 住宅耐震化支援制度により建築物の安全性の確保に努めます。 

市民の居住環境の向上 市民の居住環境の向上及び地域経済の活性化に努めます。 
      

上水道 

（５） 

安心・快適な生活環境の創

造 

恵まれた水源を安心して未来へとつなぎ、安全でおいしい水道水の供給に努めま

す。 

危機管理対策の充実 
危機管理体制の強化を図るとともに、水道施設耐震化計画に基づく地震対策、浄

水場等主要施設の危機管理対策に努めます。 

持続可能な事業経営 経営基盤の強化、事業用資産の適正な管理に努めます。 

満足度の高いお客様 

サービスの向上 

親しみやすくわかりやすい情報の提供、情報共有協働による透明性の高い事業経

営、利便性の高いサービスの提供に努めます。 

環境と社会に配慮した事業

の推進 

環境会計の導入、効率的な水運用、環境負荷の軽減と新エネルギーの活用に努め

ます。 
      

下水道 

（６） 

安心・快適な生活環境の創

造 
汚水管きょの整備、公共用水域の水質保全に努めます。 

危機管理対策の充実 
危機管理体制の強化を図るとともに、雨水管きょの整備による浸水被害の解消、

下水道施設の地震対策、合流式下水道＊改善に努めます。 

持続可能な事業経営 経営基盤の強化、事業用資産の適正な管理に努めます。 

満足度の高いお客様 

サービスの向上 

親しみやすくわかりやすい情報の提供、情報共有協働による透明性の高い事業経

営、利便性の高いサービスの提供に努めます。 

環境と社会に配慮した事業

の推進 
環境会計の導入、環境負荷の軽減と新エネルギーの活用に努めます。 

     

河川・水路 

（７） 

河川の改修 一級河川の改修促進に努めます。 

浸水地域の解消 計画的な整備によって浸水や冠水の防止に努めます。 
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で
美
し
い
安
ら
ぎ
の
ま
ち
（
生
活
・
自
然
環
境
の
向
上
） 

河川・水路 

（７） 

水辺空間の保全・整備 良好な水辺環境形成に向けた河川敷整備に努めます。 

河川美化・浄化の推進 河川美化に向けた啓発に努めます。 

水路等の維持・管理 水路等の機能確保と財産の適切な管理に努めます。 

   

循環型社会の

構築 

（８） 

循環型社会の構築 分別回収の推進とリサイクル化（再資源化）の推進を図ります。 

ごみの減量化と発生抑制 ごみ減量化の啓発活動と新たな回収システムの構築に努めます。 

リサイクルプラザの活用 市民意識の高揚を図るため、環境に関する情報発信に努めます。 

ごみ処理体制の整備 次期ごみ処理施設の建設推進を図ります。 

ごみ処理施設の管理・運営 処理施設の適正管理に努めます。 

し尿処理の適正な推進 収集体制の充実と処理施設の適正管理に努めます。 

 
    

環境保全 

（９） 

環境美化 
市民参加による河川清掃、不法投棄対策への取り組み等の環境美化活動の推進に

努めます。 

地球環境の保全 

第二次甲府市環境基本計画＊及び甲府市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）＊

を推進し、地域からの地球環境保全や環境教育の充実、地球温暖化防止対策及び

エネルギー対策の推進に努めます。 

公害防止対策 
特例市の権限を生かした、公害防止体制の充実や発生源監視体制の充実、苦情処

理体制の充実に努めます。 

快適環境の保全 環境衛生として、消毒機の貸出、飼い犬・野犬対策の指導・徹底に努めます。 

   

防災対策 

（10） 

災害に強いまちづくり 

（予防対策） 

地域防災計画の充実、防災意識の向上、建物等の耐震化・不燃化の啓発・促進、避

難場所の確保、急傾斜地等危険地対策の推進、情報通信システムの充実、緊急医

療体制の確立、防災倉庫の整備充実、災害ボランティアの育成に努めます。 

災害応急対策 
物資の確保、情報収集、通信手段の確保、迅速かつ適切な救助・救急医療及び消火

活動、ライフライン・交通施設等の応急復旧に努めます。 

災害復旧対策 ライフラインの復旧対策、被災者の自立支援に努めます。 

自主防災組織の強化 自主防災組織の強化、防災意識の高揚に努めます。 
      

消防 

（11） 

防火思想の普及・啓発 火災予防に向けての防火思想の啓発に努めます。 

火災予防対策の推進 
予防・査察体制の強化、危険物等の安全指導の充実に努めます。また、住宅火災予

防対策として、住宅用火災警報器等の設置推進に努めます。 

防火管理体制の充実 事業所などの防火管理体制の充実に向けた指導に努めます。 

ネットワーク化・情報化 

の充実 

高機能消防指令センターを活用し、住民の安心・安全に努めます。また、庁内ネット

ワークを活用し、効率的な消防行政の推進に努めます。 

常備消防の充実 消防施設及び装備の強化に努めます。 

非常備消防の充実 
消防団車両及び資機材の整備・充実、消防団員の確保と資質向上、耐震性消防水

利施設の整備に努めます。 
      

防犯対策 

（12） 

地域防犯力の向上 

（地域防犯活動の促進 

・支援） 

犯罪や非行のない明るい社会を築くために市民一人ひとりの防犯意識の向上に努め

るとともに、街路灯の経費助成を行うなど犯罪を誘発しない環境づくりに努めます。 

防犯体制の強化 関係機関との連携による防犯体制の強化に努めます。 
      

消費生活 

（13） 

消費者利益の擁護 

及び増進 
消費者が自主的合理的に行動できるよう消費者の自立支援に努めます。 

消費者教育の推進 消費者に対し、消費者教育の充実に努めます。 

消費者相談の充実 消費者相談の充実に努め、適切かつ迅速な処理を進めます。 

適正な計量の実施 適正な計量の実施の確保に努めます。 
     

交通安全 

対策 

（14） 

交通安全意識の向上 関係機関との連携による交通安全意識の向上に努めます。 

交通環境の整備・向上 
カーブミラーなど各種交通安全施設の点検・整備、甲府市交通安全計画に基づく諸

施策の推進に努めます。 

交通事故被害者の救済 交通災害共済への加入促進と交通事故相談体制の充実に努めます。 
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  基本区分 施 策 施策の基本的考え方 
    

４ 

に
ぎ
わ
い
と
豊
か
さ
を
創
り
だ
す
風
格
の
あ
る
ま
ち
（
産
業
の
振
興
） 

商業 

（１） 

活力ある商業の育成 
商店街が取り組む街路灯などの共同施設の整備に対する支援を行い、商店街の

魅力と賑わいの創出を図ります。 

中心市街地商業等の活性化 

市民、商業者、行政、その他関係機関等が連携し、中心市街地活性化基本計画及

び商工業振興指針に基づく、効果的な事業を展開し、中心市街地における商業等

の活性化を図ります。 

経営の近代化 
経営の近代化を図るため、融資制度の充実、共同事業の促進、診断・指導事業の

充実や経営者意識の高揚を図ります。 
      

工業 

（２） 

産業基盤の整備 

中小企業振興策として経営革新や人材育成に対する支援をするとともに、産業

の活性化を図るため、既存工業団地の生産環境の維持増進及び企業誘致のため

の環境整備に努めます。 

中小企業への支援 
新規分野への進出、高度化、企業連携や異業種交流などを支援し新たな産業の創

出を図るための環境整備に努めます。 
      

農業 

（３） 

生産基盤の整備 優良農地の確保・保全を図るため、生産環境基盤の整備を行います。 

農業技術への対応 農業技術の普及指導に努めます。 

経営の自立・安定 
農家の自立と経営の安定を図るため、農業経営改善を支援し、農業関連施設の近

代化の促進や生産販売対策の拡充、他産業との連携を図ります。 

農地の有効利用 
農地銀行の活用促進、遊休農地対策の推進、中山間地域等直接支払い制度の推

進を行いながら、農地の有効利用を図ります。 

地産地消の推進 地産地消の促進を図ります。 
      

林業 

（４） 

林業基盤の整備 
適正な森林施業の実施により、健全な森林資源の維持増進を図るため、「甲府市

森林整備計画」に基づいた治山事業の推進、林道の整備促進を推進します。 

林業経営の振興 
林業経営の安定と、林業従事者の安定性を促進させるため、林業構造改善を推進

し、林業の担い手の確保に努めます。 

森林の保全 

公益森林（水源かん養林）の整備促進を図り、水資源の安定確保のため、手入れ

の行き届かない民有林について、森づくりコミッションと連携し「企業の森」等の誘致

確保に努めます。 

森林文化の創造 
森林とふれあう環境の整備を行うとともに、民有林の適時適切な森林施業の推進を

図ります。 
      

観光 

（５） 

都市観光の推進 

観光客はもとより、ビジネスやコンベンションを目的に来甲する人々が、本市の魅力

を感じることができ、次の機会にはリピーターとして訪れてもらえるよう、本市の豊

富な地域資源を組み合わせた回遊・滞在型の「都市観光」ができる観光地づくりに

努めます。 

地域資源を活かした 

観光まちづくり 

多様な観光客を誘致するため、歴史・伝統・文化などを積極的に活用し、人を惹き

つける賑わいのある観光地づくりに努め、来甲者や観光客のニーズを的確に捉え

た施策の展開を図ります。 

受入体制の整備 

本市の交通の利便性や立地条件を最大限活用しながら、国内外観光客の受け入

れ体制の整備を図ります。また、観光客と市民との交流の主体となる担い手の育成

に努めます。 

情報発信の強化 
本市の魅力を県国内外に広く発信し、多くの人々に本市を訪れてもらうため、多種・

多様・多面的な誘客宣伝活動の展開を効果的に行います。 
      

生鮮食料品

流通機構 

（６） 

健全な市場運営 
指定管理者制度を活用した効率的で効果的な運営を行うとともに、施設の老朽化

対策を行いながら生鮮食料品等の流通の円滑化を図ります。 

      

山間地域 

（７） 

自然環境の保全・活用 
環境保全と開発の調和を基本とした森林の利活用を行いながら、農林業と観光産

業の共存できる地域づくりに努めます。 

山間地域の活用 山間地域の活用を図りながら、山村の振興に努めます。 
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  基本区分 施 策 施策の基本的考え方 
    

  勤労者（８） 

勤労者の生活支援 
勤労者の生活の安定及び福祉の増進を図るため、県や金融機関と連携して利用

者が必要とする資金の調達を支援します。 

雇用対策の推進 

山梨労働局、ハローワーク甲府などの関係機関との連携を図りながら、就業支援

を行います。また、退職後の高年齢者の社会参加の援助と生きがい対策として、

（公社）甲府市シルバー人材センターの支援を行います。 
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  基本区分 施 策 施策の基本的考え方 
    

５ 

魅
力
と
活
気
の
あ
る
だ
れ
も
が
住
み
た
い
楽
し
い
ま
ち
（
都
市
基
盤
の
整
備
） 

都市拠点整

備・再開発 

（１） 

甲府駅周辺地区の整備 
甲府駅周辺の大規模空閑地を活用し都市基盤の整備を充実し、新たな拠点施設の

整備と企業立地の促進に努めます。 

既成市街地の再整備 既成市街地において、住環境の改善及び安全なまちづくりの促進に努めます。 

まちなか居住の再生 中心市街地の活性化と魅力あるまちづくりに努めます。 

鉄道駅を核とした 

まちづくりの推進 
鉄道駅と連携した学園交流の拠点づくりに努めます。 

      

市街地の 

整備 

（２） 

計画的なまちづくり             

の推進 
計画的なまちづくりを住民と協働で推進します。 

市街化進行地域の整備 
地区計画制度を活用し、地域の特性を生かした住民によるまちづくりを推進するとと

もに、適切な土地利用を図る民間開発の誘導に努めます。 

新市街地の整備 面的整備によるまちづくりの促進に努めます。 
      

交通 

（３） 

高速広域交通網                

の整備促進 

新たな国土軸の形成による道路ネットワークの構築により、社会経済活動の変化に

対応した地域活性化を図るため、高速交通網と地域高規格道路の早期整備・促進

に努めます。 

交通環境の整備 
市内中心部を通過する交通を排除することにより交通渋滞の解消を図るため、放射

型道路と有機的に連結する環状道路の整備・促進に努めます。 

公共交通機関 

の利用促進 

在来鉄道及び路線バスの利便性を向上させるとともに、高齢者や障害者の日常の

移動の手段として利用できる環境を整え、利用促進に努めます。 

総合的な公共交通 

・交通体系の検討 

新時代に対応し、新たな交通ｼｽﾃﾑや既存の交通体系の連携改善により、新時代の

交通体系を総合的に検討します。 
     

幹線道路 

（４） 

広域・地域交通 

道路の整備 
広域交通網の整備やそれと連携する地域の骨格となる道路網の整備に努めます。 

防災・景観・福祉 

に配慮した          

計画的なみちづくり 

の推進 

災害時の避難路・都市の景観やすべての人に利用しやすい道づくりに配慮した計画

的な道路整備に努めます。 

      

生活道路 

（５） 

市道等の整備 
地域の利便性の向上を図るために道路整備を推進するとともに、交通安全や防災

上から狭小道路の拡幅整備に努めます。 

道路環境の整備 バリアフリー化・植栽・電線類の地中化を推進し、人にやさしい道づくりに努めます。 

道路の維持・管理 
市道の適切な維持補修、道路工事の適切な施工管理の推進、不法占拠の是正推

進や里道等の適切な管理に努めます。 
      

地籍調査 

（６） 

事業の推進 地権者及び推進委員等の理解と協力を深め、調査体制の強化に努めます。 

調査結果の利活用 調査結果を生きた情報として幅広い活用に努めます。 
      

地域情報化

の推進 

（７） 

電子自治体の推進 

甲府市地域情報化計画に基づき、情報通信技術（ＩＣＴ）を利活用した効率的・効果

的な行政運営を図るなかで、質の高いサービスを提供します。特に電子自治体の推

進により、全てのシステムにおける全体最適化に努めると共に、地域全体としてコミ

ュニケーション基盤の形成や地域産業の活性化に資する各種施策を推進していき

ます。 
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  基本区分 施 策 施策の基本的考え方 
    

６ 

計
画
の
推
進 

協働の推進 

（１） 

市民自治の推進 
市民参加の促進に向け、自治意識の高揚、市民参加機会・社会貢献活動機会づくり

を推進し、市民による自治を図ります。 

協働のシステムづくり 
市民と行政とのパートナーシップを発揮するために、協働する社会のシステムの構

築を図ります。 

コミュニティの展開 

・推進 

市民の手によるまちづくりを目標に、環境･文化･福祉･自然愛護･市民憲章や平和運

動の推進など、広範な市民運動を支援します。 

コミュニティ施設の自主管理、自主運営などから住民の自治意識の高揚及び連帯感

の醸成を図ります。なお、新設については建設要件が整い次第、建設計画を推進

します。 

公平・透明な行政 

の推進 

行政の説明責任の向上を図り、質の高い行政情報を提供するとともに、シティプロモ

ーション戦略プランを推進します。 

各種媒体を活用した行政情報の積極的な発信に努め、市民参加の促進を図りま

す。 
      

持続可能な

行財政運営 

（２） 

自治体運営 

本格的な地方分権時代を迎えるなかで、自主的かつ自立的な自治体運営に努め、

市民の視点から行政サービスを再構築し、個性豊で、活力に満ちた市民本位の行

政運営に努めます。 

評価システムを活用し、Ｐｌａｎ（計画）－ＤＯ（実施）－Check（評価）－Action（改善）の

マネジメントサイクルに従い進行管理を行い、評価結果をもとに施策・事業の重点化

を図ります。 

行政改革の推進 

従来の行政が行う市民へのサービス提供の役割を分担し協働を進めるとともに、新

たな視点による施策・事業の選択や見直し、事務の効率化、組織体制の改革によ

り、行政改革の推進を図ります。 

組織管理 
市民本位の市政を推進するため､少数精鋭による職員定数の管理に努めるととも

に､簡素で、効率的な組織機構の構築に取り組みます｡ 

人材育成と能力・実績 

を重視した人事管理 

職員の資質と能力の向上を図る積極的な人材育成に取り組むとともに、適正な人事

評価に基づく能力・実績を重視した人事管理を推進します。 

危機管理の取り組み 

安全で安心な地域社会の実現のため、関係機関等との連携強化を図り、安全安心

な街づくりを推進します。 

危機管理事象などの発生時に、迅速かつ的確に対応できる庁内体制の整備を図り

ます。 

持続可能な財政運営 
財政計画とマネジメントサイクルとの整合性を図り、歳入を基軸とする予算編成を行

います。 

財政の健全化 
財政基盤を強化するため、市税等の徴収率向上を図るなど自主財源の安定的な確

保や、財源の重点的、効率的な活用により、財政の健全化を図ります。 
      

地方分権へ 

の対応 

（３） 

中核市構想の推進 
甲府盆地一帯の広域的地域連携を担う責任自治体として、盆地の一体的な発展と

自主・自立した自治体をめざし、中核市の実現に向けた取り組みを進めます。 

広域行政の推進 

福祉・生活環境・文化教育、防災などの広域的な行政課題について、行政サービス

が総合的、一元的に提供され行政サービスの水準の向上が図られるよう条件整備

を進めます。 

地域連携の推進 県内外との交流連携を促進し、多様な分野での地域の活性化を図ります。 
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２．推進の視点からみた施策体系 

１．互いに支え合い健やかに暮らせるまち（福祉・健康への支援） 

基本区分 施 策 

推進の視点 

少
子
化 

高
齢
化 

安
全
・
安
心 

地
域
再
生 

循
環
型
社
会 

人
づ
く
り 

高
度
情
報
化 

人
口
問
題 

住
民
参
加 

 

          

社会 

福祉 

地域福祉を担う人づくり  ○ ○ ○  ○   ○ 

地域福祉のネットワークづくり ○ ○ ○ ○     ○ 

地域における福祉サービスの提供体制の充実 ○ ○ ○       

地域福祉による快適なまちづくり   ○      ○ 

各種福祉計画の推進 ○ ○ ○ ○  ○   ○ 

低所得者の生活安定と自立支援   ○       
          

子育て 

支援 

子育て支援サービスの整備と推進 ○  ○   ○  ○ ○ 

教育環境の整備   ○   ○    

心身の健やかな成長の支援 ○  ○   ○    

要保護・要支援児童への取組の推進   ○   ○    

地域と職場における子育て家庭への支援の促進   ○   ○   ○ 
          

高齢者 

支援 

地域包括ケア体制の構築  ○ ○ ○  ○   ○ 

介護予防の推進  ○ ○ ○  ○   ○ 

健康づくりの推進  ○       ○ 

地域福祉による快適なまちづくり  ○ ○      ○ 

生活支援サービスの推進  ○ ○ ○  ○   ○ 

認知症対策の推進  ○ ○   ○   ○ 

生きがいづくりの推進  ○  ○  ○   ○ 

支え合いのまちづくり  ○ ○ ○  ○   ○ 
          

障がい者 

支援 

共生社会の基盤づくり      ○   ○ 

相談・情報提供支援の充実   ○   ○    

地域における生活支援の充実   ○       

社会参加の促進   ○      ○ 

障がいや疾病等で支援が必要な子どもに

対する福祉と教育の充実 
  ○   ○    

地域福祉による快適なまちづくり   ○      ○ 
          

健康 

づくり 

親と子の健康づくりの推進 ○  ○       

感染対策の推進   ○       

成人と高齢者の健康づくりの推進  ○ ○       

食育の推進   ○  ○ ○    

健康づくり推進体制の整備      ○   ○ 
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基本区分 施 策 

推進の視点 

少
子
化 

高
齢
化 

安
全
・
安
心 

地
域
再
生 

循
環
型
社
会 

人
づ
く
り 

高
度
情
報
化 

人
口
問
題 

住
民
参
加 

医療 

救急 

救助 

医療連携の充実   ○ ○   ○   

救急医療体制の充実 ○  ○ ○      

救急・救助体制の充実   ○   ○    
          

国民 

健康 

保険 

経営の健全化   ○       

医療費の適正化   ○       

健康管理対策の充実   ○       
          

介護 

保険 

地域包括ケア体制の構築（再掲）  ○ ○ ○  ○   ○ 

介護予防の推進（再掲）  ○ ○ ○  ○   ○ 

介護サービスの充実  ○ ○       

介護保険事業の円滑な運営  ○ ○       

認知症対策の推進（再掲）  ○ ○   ○   ○ 
          

国民年金 市民の受給権確保  ○        
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２．夢にあふれ心豊かに人と文化が輝くまち（教育・文化の振興） 

基本区分 施 策 

推進の視点 

少
子
化 

高
齢
化 

安
全
・
安
心 

地
域
再
生 

循
環
型
社
会 

人
づ
く
り 

高
度
情
報
化 

人
口
問
題 

住
民
参
加 

          

義務教育 

等 

幼児教育の充実 ○     ○    

教育内容の充実（確かな学力）      ○ ○   

教育内容の充実（豊かな心）      ○   ○ 

教育内容の充実（健やかな体）      ○    

安全な教育環境の整備   ○   ○   ○ 

学校施設等の整備 ○  ○    ○   

教材及び教育環境の整備･充実      ○ ○   

小学校の適正規模化の推進 ○     ○  ○  
          

高等学校 

教育 
甲府商業高校の充実 ○  ○   ○ ○   

                      

大学 

教育等 

甲府商科専門学校の充実      ○ ○   

教育内容の充実と就学支援      ○    
          

生涯 

学習 

生涯学習の推進  ○    ○ ○  ○ 

図書館の充実      ○ ○  ○ 
          

スポーツ・レク

リエーション 
生涯スポーツの推進  ○  ○     ○ 

施設の整備   ○    ○  ○ 
          

文化・芸術 
文化・芸術活動の振興      ○   ○ 

文化財の保護と活用    ○  ○    
          

青少年 

生活環境の浄化   ○   ○   ○ 

自主的活動の推進   ○   ○   ○ 

保護体制の強化   ○   ○   ○ 
          

男女共同 

参画 
こうふ男女共同参画プランの推進 ○ ○    ○   ○ 

          

国際化へ 

の対応 

国際交流      ○   ○ 

外国人に住みよいまちづくり   ○   ○  ○ ○ 
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３．次代に引き継ぐ快適で美しい安らぎのまち（生活・自然環境の向上） 

基本区分 施 策 

推進の視点 

少
子
化 

高
齢
化 

安
全
・
安
心 

地
域
再
生 

循
環
型
社
会 

人
づ
く
り 

高
度
情
報
化 

人
口
問
題 

住
民
参
加 

          

自然 

環境 

保全 

自然環境保全・保護の意識の高揚   ○  ○    ○ 

自然環境の保全・再生と創出     ○    ○ 

自然との共生   ○  ○     
          

公園・緑地 

緑化の推進 

公園・緑地の創出     ○     

公園・緑地の保全     ○     

緑化の推進   ○  ○    ○ 

農地の保全・活用    ○ ○     
          

景観形成 

総合的な景観形成の推進    ○     ○ 

都市景観の形成    ○      

自然景観の保全・形成   ○  ○     

市民参加の景観づくり    ○     ○ 
          

住宅・ 

住環境 

定住促進 

まちなか居住の再生    ○    ○  

公営住宅ストックの有効活用    ○      

良好な居住環境の誘導   ○ ○      

市内への定住促進 ○   ○    ○  

建築物の安全性の確保   ○       

市民の居住環境の向上   ○       
          

上水道 

安心・快適な生活環境の創造   ○      ○ 

危機管理対策の充実   ○    ○   

持続可能な事業経営   ○    ○   

満足度の高いお客様サービスの向上   ○    ○  ○ 

環境と社会に配慮した事業の推進   ○  ○     
          

下水道 

安心・快適な生活環境の創造   ○       

危機管理対策の充実   ○    ○   

持続可能な事業経営   ○    ○   

満足度の高いお客様サービスの向上   ○    ○  ○ 

環境と社会に配慮した事業の推進   ○  ○     
          

河川・水路 

河川の改修   ○       

浸水地域の解消   ○       

水辺空間の保全・整備     ○     

河川美化・浄化の推進     ○ ○   ○ 

水路等の維持・管理   ○       
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基本区分 施 策 

推進の視点 

少
子
化 

高
齢
化 

安
全
・
安
心 

地
域
再
生 

循
環
型
社
会 

人
づ
く
り 

高
度
情
報
化 

人
口
問
題 

住
民
参
加 

          

循環型社会

の構築 

循環型社会の構築   ○  ○ ○   ○ 

ごみの減量化と発生抑制     ○ ○   ○ 

リサイクルプラザの活用     ○  ○   

ごみ処理体制の整備     ○     

ごみ処理施設の管理・運営   ○  ○     

し尿処理の適正な推進   ○  ○     
          

環境保全 

環境美化   ○  ○ ○   ○ 

地球環境の保全   ○  ○     

公害防止対策   ○  ○     

快適環境の保全   ○   ○    
          

防災対策 

災害に強いまちづくり（予防対策）   ○   ○ ○  ○ 

災害応急対策   ○    ○   

災害復旧対策   ○       

自主防災組織の強化  ○ ○   ○   ○ 
          

消防 

防火思想の普及・啓発   ○   ○    

火災予防対策の推進   ○       

防火管理体制の充実   ○       

ネットワーク化・情報化の充実   ○    ○   

常備消防の充実   ○       

非常備消防の充実   ○   ○    
          

防犯対策 

地域防犯力の向上 

（地域防犯活動の促進・支援） 
  ○   ○   ○ 

防犯体制の強化   ○   ○ ○  ○ 
          

消費生活 

消費者利益の擁護及び増進   ○       

消費者教育の推進   ○   ○    

消費者相談の充実   ○       

適正な計量の実施   ○       
          

交通安全 

対策 

交通安全意識の向上  ○ ○   ○    

交通環境の整備・向上   ○       

交通事故被害者の救済   ○       
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４．にぎわいと豊かさを創りだす風格のあるまち（産業の振興） 

基本区分 施 策 

推進の視点 

少
子
化 

高
齢
化 

安
全
・
安
心 

地
域
再
生 

循
環
型
社
会 

人
づ
く
り 

高
度
情
報
化 

人
口
問
題 

住
民
参
加 

          

商業 

活力ある商業の育成    ○      

中心市街地商業等の活性化    ○      

経営の近代化    ○  ○    
          

工業 
産業基盤の整備    ○  ○    

中小企業への支援    ○  ○    
          

農業 

生産基盤の整備    ○ ○     

農業技術への対応    ○  ○    

経営の自立・安定   ○   ○    

農地の有効利用   ○       

地産地消の推進   ○  ○     
          

林業 

林業基盤の整備     ○     

林業経営の振興   ○   ○    

森林の保全   ○  ○    ○ 

森林文化の創造     ○     
          

観光 

都市観光の推進    ○  ○    

地域資源を活かした観光まちづくり    ○      

受入体制の整備      ○   ○ 

情報発信の強化       ○   
          

生鮮食料品 

流通機構 
健全な市場運営   ○       

          

山間地域 
自然環境の保全・活用   ○  ○     

山間地域の活用    ○      
          

勤労者 
勤労者の生活支援   ○       

雇用対策の推進  ○  ○  ○    
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５．魅力と活気のあるだれもが住みたい楽しいまち（都市基盤の整備） 

基本区分 施 策 

推進の視点 

少
子
化 

高
齢
化 

安
全
・
安
心 

地
域
再
生 

循
環
型
社
会 

人
づ
く
り 

高
度
情
報
化 

人
口
問
題 

住
民
参
加 

          

都市拠点整

備・再開発 

甲府駅周辺地区の整備    ○      

既成市街地の再整備   ○ ○      

まちなか居住の再生 ○  ○ ○    ○  

鉄道駅を核としたまちづくりの推進    ○  ○    
          

市街地の 

整備 

計画的なまちづくりの推進    ○     ○ 

市街化進行地域の整備   ○      ○ 

新市街地の整備    ○      
          

交通 

高速広域交通網の整備促進   ○ ○      

交通環境の整備   ○ ○      

公共交通機関の利用促進  ○  ○      

総合的な公共交通・交通体系の検討  ○  ○      
          

幹線道路 

広域・地域交通道路の整備   ○ ○      

防災・景観・福祉に配慮した計画的な 

みちづくりの推進 
 ○ ○ ○      

          

生活道路 

市道等の整備   ○ ○      

道路環境の整備 ○ ○ ○       

道路の維持・管理   ○       
          

地籍調査 
事業の推進   ○       

調査結果の利活用       ○   
          

地域情報化 

の推進 
電子自治体の推進     ○       ○   ○ 
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６．計画の推進 

基本区分 施 策 

推進の視点 

少
子
化 

高
齢
化 

安
全
・
安
心 

地
域
再
生 

循
環
型
社
会 

人
づ
く
り 

高
度
情
報
化 

人
口
問
題 

住
民
参
加 

          

協働の推進 

市民自治の推進  ○  ○  ○   ○ 

協働のシステムづくり ○ ○  ○  ○   ○ 

コミュニティの展開・推進  ○  ○  ○   ○ 

公平・透明な行政の推進       ○  ○ 
          

持続可能な 

行財政運営 

自治体運営 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

行政改革の推進 ○ ○ ○   ○ ○ ○ ○ 

組織管理      ○    

人材育成と能力・実績を重視した 

人事管理 
     ○    

危機管理の取り組み   ○      ○ 

持続可能な財政運営 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

財政の健全化 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
          

地方分権 

への対応 

中核市構想の推進 ○ ○   ○       ○   

広域行政の推進     ○   ○ ○ ○ ○   

地域連携の推進       ○           
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３．事業計画 

１．互いに支え合い健やかに暮らせるまち 

－福祉・健康への支援－ 

市民が「自助」「共助」「公助」の考えのもと、住み慣れた地域のなかでお互いに支え合い、健

康で生きる喜びと希望をもって暮らせる、地域福祉社会の実現を目指します。

食育の推進

医療連携の充実

６．医療・救急・救助

７．国民健康保険

経営の健全化

医療費の適正化

介護予防の推進

健康づくりの推進

地域福祉による快適なまちづくり

心身の健やかな成長の支援

要保護・要支援児童への取組の推進

共生社会の基盤づくり

支え合いのまちづくり

３．高齢者支援

地域包括ケア体制の構築

親と子の健康づくりの推進

感染症対策の推進

健康づくり推進体制の整備

救急・救助体制の充実

５．健康づくり

教育環境の整備

救急医療体制の充実

１．社会福祉

２．子育て支援

成人と高齢者の健康づくりの推進

地域福祉による快適なまちづくり

認知症対策の推進

生きがいづくりの推進

地域における生活支援の充実

地域と職場における子育て家庭への支援の促進

４．障がい者支援

障がいや疾病等で支援が必要な子どもに対する
福祉と教育の充実

社会参加の促進

相談・情報提供支援の充実

生活支援サービスの推進

地域における福祉サービスの提供体制の充実

地域福祉を担う人づくり

子育て支援サービスの整備と推進

地域福祉のネットワークづくり

各種福祉計画の推進

低所得者の生活安定と自立支援

地域福祉による快適なまちづくり

健康管理対策の充実

市民の受給権確保

介護予防の推進（再掲）

介護サービスの充実

介護保険事業の円滑な運営

認知症対策の推進（再掲）

地域包括ケア体制の構築（再掲）

９．国民年金

８．介護保険
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施策の基本的考え方 

 

● 全てのライフステージにおける福祉教育や人材育成を進めるとともに、その前提としての基本的

な福祉意識の醸成に向けて、啓発や住民同士の交流機会の確保に取り組みます。 

● 住民やボランティア活動等との連携による地域での支え合いネットワークを充実させ、関係団体

の連携と住民参加により全ての市民が社会参加しやすい環境づくりに努めます。 

● 福祉情報の提供や相談機能・ケアマネジメント体制の充実を図り、地域住民が福祉サービスを適

切に利用できるよう努めます。 

● 生活環境の整備や防災対策の推進を図るとともに、地域の生活課題に対する問題意識を共有し、

誰もが安心して暮らせる環境づくりに努めます。 

● 地域福祉推進計画をはじめとする各種福祉計画を着実に推進するため、定期的な進行管理や評価、

見直しにより、これらの計画に基づく福祉サービスを住民に適切に提供できるよう努めます。 

● 低所得者に対し、個別の世帯の実情に配慮しながら、各種制度や諸施策を積極的に活用して適切

な援護を行うとともに、地域社会の一員として安定した生活が営まれるよう自立への助長に努め

ます。 

施策・事業の体系 

 

 

 

 

 

  

１.社会福祉 

区分 施策 事業 

01 地域福祉を担う人づくり 

 
01「子育て・お助け隊」派遣事業（再掲） 

社
会
福
祉
01 

06 低所得者の生活安定と自立支援 

 

 

01 福祉関係計画推進事業 

 

02 地域福祉のネットワークづくり 

 
03 地域における福祉サービスの提供体制の充実 

 

 
04 地域福祉による快適なまちづくり 

 

 
05 各種福祉計画の推進 

 

 



 

 

 

 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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■「子育て・お助け隊」派遣事業 
担当部課係名 福祉部 

児童育成課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

220- 

3398 【事業№01010201←№01020501】再掲 北部幼児教育ｾﾝﾀｰ 
 

 

 

 

■福祉関係計画推進事業 
担当部課係名 福祉部 

総務課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5388 【事業№01010501】 計画係 
 

事業概要 
「保健福祉計画推進会議」において「第 3 次健やかいきいき甲府プラン」の推進に関する評価、意見を聴取し、保

健福祉施策の展開に市民の意見を反映させていく。 

●「第 3次健やかいきいき甲府プラン」 

  計画の期間：平成 27 年度～平成 31 年度 

  計画の構成：地域福祉推進計画、保健計画、子ども・子育て支援計画、障がい者福祉計画 

●「高齢者支援計画」（「第 3 次健やかいきいき甲府プラン」の個別計画の一つ） 

  計画の期間：平成 27 年度～平成 29 年度 
 

現況と課題 
●健やかでいきいきとした市民生活を実現するための、全市民に直結した本市の保健福祉の基本計画であるため、市民

の要望、意見等を取り入れながら、計画の見直し、施策の検討及び計画推進を行っていく必要がある。 

 
 

今後の事業展開 
●毎年度「保健福祉計画推進会議」において「第 3 次健やかいきいき甲府プラン」の推進に関する評価、意見を聴取し、

保健福祉施策の展開に反映させる。 

●平成 29 年度は「高齢者支援計画」について、3 年に一度の見直し策定を行う。 

●平成 31 年度は「第 3 次健やかいきいき甲府プラン」について、5 年に一度の見直し策定を行う。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
保健福祉計画 

数値目標達成率（％） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

87.7 81.5 100.0    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

7,576 3,695    

02 地域福祉のネットワークづくり  

05 各種福祉計画の推進  
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施策の基本的考え方 

 

● すべての子育て家庭が不安や負担感なく子どもを育てることのできる環境をつくるために、多様

なニーズに応えた、きめ細かな教育・保育サービス等を確保し提供します。 

● 目まぐるしく変化する社会状況にもたくましく対応できるような教育を行い、子どもたちの自主

的に学ぶ意欲を促進し、「思い遣（や）る心」を育てます。子どもたちの個性を尊重しつつ平等な

教育を提供し、また、一人一人の子どもの抱える問題に対応した支援をします。 

● 充実した情報提供や相談体制、各種健診といった妊娠期から思春期後までの切れ目ない支援を実

施し、親と子ども両方の健康増進を図ることで、すべての子どもの心身の健やかな成長を促進し

ます。 

● 虐待を受けている子どもを速やかに保護すると同時に、ひとり親や子どもの障がい等それぞれの

家庭が抱える様々な事情に対応し、相談体制の整備や経済的援助等の適切な支援を行い、子ども

たちの豊かな成長を推進します。 

● すべての家庭の子育てと子ども自身の成長を地域全体で支えるような環境づくりと、そのための

意識啓発を地域住民、各種団体、企業等の多様な主体を巻き込みながら促進します。 

施策・事業の体系 

 

２.子育て支援 

区分 施策 事業 

01 子育て支援サービスの整備と推進 

 

01 ファミリー・サポート・センター事業 

 
02 子育て短期支援事業 

 
03 幼稚園就園奨励事業（再掲） 

 子
育
て
支
援
02 

04 要保護・要支援児童への取組の推進 

 

02 教育環境の整備 

 
01 すこやか子育て医療費助成事業 

 

03 心身の健やかな成長の支援 

 

01 ひとり親家庭等医療費助成事業 

 
05 地域と職場における子育て家庭への支援の促進 

 

01「子育て･お助け隊」派遣事業 

 

04 教育・保育施設等整備事業費 

 

 



 

 

 

 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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■ファミリー・サポート・センター事業 
担当部課係名 福祉部 

児童育成課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

2253 【事業№01020101】 中央部幼児教育ｾﾝﾀｰ 
 

事業概要 
●子どもを預けたい人（依頼会員）と預かりたい人（協力会員）とで組織する「ファミリー・サポート・センター」を

運営して、会員相互による育児援助活動を支援し、育児世帯の負担軽減を図り、子育てしやすい環境づくりを行う。 

 
 

現況と課題 
●緊急時、休日、夜間等の依頼会員からのサポート依頼に対応可能な協力会員の確保が困難な場合もあり、新規協力会

員の登録・育成が必要である。 

 
 

今後の事業展開 
●協力会員には有職者もいることなどからサポート可能時間の把握を定期的に行うとともに、ひとり親家庭を対象とし

た利用料金助成制度の一層の周知を図り、育児世帯を支援する。 

 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 
育児支援活動の実績 

（件） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

671 767 1,000    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

4,567 4,473    

 

 

 

■子育て短期支援事業 
担当部課係名 福祉部 

児童保育課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5669 【事業№01020102】 認定給付係 
 

事業概要 
●児童（18歳未満）を養育している家庭の保護者が、疾病等により家庭における児童の養育が一時的に困難となった場

合、経済的な理由により緊急一時的に母子を保護することが必要な場合等に、児童養護施設等において一定期間、養

育･保護を行うことにより、仕事と子育ての両立支援・育児負担の軽減を図る。 

 
 

現況と課題 

●引き続き市民への周知を図るとともに、利用希望者のニーズを的確に把握し応えていくことが必要である。 

 

 

 

今後の事業展開 

●広報誌や保育所・幼稚園・保健センター・児童館・幼児教育センター等の施設を通して事業の PRに努めるとともに、

他部署との連携や情報収集を図り、利用希望者の相談に応じていく。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 
利用者数 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

3 11 20    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

200 200    

 

01 子育て支援サービスの整備と推進  
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■教育・保育施設等整備事業 
担当部課係名 福祉部 

児童保育課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5669 【事業№01020104】 認定給付係 

事業概要 
●教育・保育施設（認定こども園・幼稚園・保育所）等の整備改善等を促進し、環境整備を行うことにより、保育の充実

と児童の安全を確保する。平成 27年度からは、既存施設の認定こども園への移行を促進し、就学前教育・保育の推進を

図る。 

 

現況と課題 

●平成 26 年度までは県の「安心こども基金」を活用し、施設整備補助を行った。平成 27 年度は国の「保育所等整備交付

金」を活用し、認定こども園の整備を行う。また、平成27年度からは「子ども・子育て支援新制度」の本格施行により、

幼稚園（施設型給付を受ける園）も市所管となることから、計画的に施設整備を進めていく必要がある。 

 

 

今後の事業展開 

●市全体としての就学前教育・保育供給量の推移を勘案し、認定こども園・保育所の施設整備を推進していく。認定こど

も園への移行とともに、既存保育所の改修を進めていく必要がある。 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 
施設数 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

0 1 5    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 
計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

206,790 30,000    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■幼稚園就園奨励事業 
担当部課係名 福祉部 

児童保育課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5669 【事業№01020103←№02010101】再掲 認定給付係 



 

 

 

 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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■すこやか子育て医療費助成事業 
担当部課係名 福祉部 

児童育成課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5674 【事業№01020301】 子育て助成係 
 

事業概要 
●子育て支援及び少子化対策の一環として、小児の健やかな成長に寄与するとともに、子どもをもつ家庭の経済的な負

担を軽減することを目的とする。 
 

現況と課題 
●助成対象年齢の拡大に伴い、助成額が大きく増加するため、財源の確保が必要である。 

●医療費の増加を抑えるため、子育て世代に対し適正受診について、周知を図る必要がある。 

 
 

今後の事業展開 

●平成 27 年度中に中学 3 年生まで助成対象年齢を拡大する予定であるが、窓口無料化を持続可能な制度とするため、

新規申請の際、「こども救急ガイドブック」、「適正受診啓発チラシ」を配布するとともに、市ホームページで適正受

診について啓発を行っていく。 
 

 

 

 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 助成件数 

（件） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

335,173 322,837 337,617    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

680,968 676,364    
 

 

 

 

 

 

■ひとり親家庭等医療費助成事業 
担当部課係名 福祉部 

児童育成課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5674 【事業№01020401】 子育て助成係 
  

事業概要 

●母子・父子家庭及び父母のない児童の精神的かつ経済的負担を軽減し、ひとり親と子の保健の向上と福祉の増進を図

る。 

 
 

現況と課題 
●医療費の増加を抑えるため、子育て世代に対し適正受診について、周知を図る必要がある。 

 

 
 

今後の事業展開 
●新規申請や現況届の際、「こども救急ガイドブック」、「適正受診啓発チラシ」を配布するとともに、市ホームページ

で適正受診について啓発を行っていく。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 
助成件数 

（件） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

53,485 53,429 55,000    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

149,693 142,353    
 

 
 
 

04 要保護・要支援児童への取組の推進  

03 心身の健やかな成長の支援  
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■「子育て・お助け隊」派遣事業 
担当部課係名 福祉部 

児童育成課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

220- 

3398 【事業№01020501】 北部幼児教育ｾﾝﾀｰ 
 

事業概要 
●高齢者や育児経験者の知恵や経験を活かし、子育て家庭との世代間交流を促進しながら地域ぐるみで子育てを支援し

ていく。併せて、高齢者の生きがいづくりにつなげる。 

  
現況と課題 

●ボランティア・スタッフの高齢化もあり、新規スタッフの登録・育成が必要である。 

  
今後の事業展開 

●地域に根ざした子育て支援を行えるグループの育成や地域活動を支援するための事業であるので、市民団体（愛育連

合会）への支援、連携を図る中、全市的な市民運動として定着するよう、引き続き幅広い広報活動に努める。 

 また、派遣スタッフについても、広報誌、センターだより等を活用し、新たな登録を募るなど供給体制を整備し、利

用の拡大につなげていく。 
 

 

 

 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 
「子育て・お助け隊」派遣件数

（件） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

158 160 170    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

887 952    

05 地域と職場における子育て家庭への支援の促進  



 

 

 

 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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 施策の基本的考え方 

 

● 高齢者が住み慣れた地域で安心して生活が営めるよう、市内に設置した地域包括支援センターの

機能強化を図るとともに、地域ケア会議等を通じて、高齢者を地域で支える環境づくりに努めま

す。 

● 元気な高齢者から介護状態となるおそれのある高齢者までを対象とした一体的な介護予防に取り

組みます。また、健康教室や健康相談などを通じ、介護予防の普及啓発に努めます。 

● 健康寿命の延伸を図るため、高齢者の生活習慣病等の予防や生活機能の維持、保健・予防事業等

の推進及び食育やウォーキングへの取組等を通じて、高齢者の自主的な健康づくりを支援します。 

● 生活環境の整備や防災対策の推進を図るとともに、地域の生活課題に対する問題意識を共有し、

誰もが安心して暮らせる環境づくりに努めます。 

● 福祉総合相談窓口や緊急通報システムの設置、様々な在宅福祉サービスなど、きめ細かな生活支

援サービスの充実により、高齢者が住み慣れた地域で、孤立することのないよう、高齢者やその

家族を支援するとともに、いつまでも自立し尊厳ある生活ができるよう努めます。 

● 認知症高齢者が住み慣れた地域で安心して日常生活が送れるよう、認知症ケアパスの普及を図り、

認知症に関する理解の醸成や、相談支援体制の充実などによる認知症の早期発見・早期対応を推

進し、地域における連携体制の構築に努めます。 

● ボランティア活動や世代間・世代内の交流を促進し、高齢者が地域の担い手となり、自らの経験

と知識を活かし、地域コミュニティの活性化や活力あふれる社会の創出に努めます。 

● 地域住民やボランティア団体等との連携により、高齢者を見守り、互いに支え合う体制を構築し、

住み慣れた地域で孤立することなく継続して安心した生活を営むことができる社会づくりを目指

します。 

 

施策・事業の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

３.高齢者支援 

区分 施策 事業 

高
齢
者
支
援
03 

05 生活支援サービスの推進 

 

07 生きがいづくりの推進 

 
08 支え合いのまちづくり 

 

06 認知症対策の推進 

 

01 地域包括ケア体制の構築 

 

04 地域福祉による快適なまちづくり 

 

02 福祉センター建設事業 

 

01 生きがい対策事業 

 

02 介護予防の推進 

 
03 健康づくりの推進 

 

01 敬老対策事業 
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■敬老対策事業 
担当部課係名 福祉部 

高齢者福祉課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5613 【事業№01030501】 健康係 
 

事業概要 
●①敬老祝金支給事業 

高齢者の長寿を祝福し、敬老精神の高揚を図り、高齢者福祉の増進に寄与することを目的とする。 

②甲府市老人無料入浴事業 

市内在住の高齢者（65 歳以上）に対して、心身の健康保持の向上、ふれあいの場として、公衆浴場を開放する。 

 
 

現況と課題 
●高齢者数が増加する中、敬老祝金支給対象者数についても増加が予測されており、それに伴い対象者把握や配布等の

事務量の増加が見込まれる。 

 
 

今後の事業展開 

●市民ニーズや他市町村の状況等を踏まえる中で、事業の継続に向けた方策を検討する。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 
敬老祝金支給者数 

（人） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

1,107 1,180 1,457    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

11,392 12,975    

 

 

 

 

■生きがい対策事業 
担当部課係名 福祉部 

高齢者福祉課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5613 【事業№01030701】 健康係 
 

事業概要 
●高齢者が知識と経験を生かし、地域社会における社会奉仕活動や創造的活動に参加し、老後の生きがいを高めるため、

老人クラブ等の助成を行うとともに、高齢化社会を迎え、地域住民の主体的な参加の促進を図るため、地域の連携意

識と福祉の心の醸成を図る。 
 

現況と課題 
●老人クラブの継続運営及び会員数の増加が課題である。 

 

今後の事業展開 

●高齢者の参加により形成される老人クラブ活動への支援、及び老人クラブ連合会が、「高齢者の健康づくり事業」と

して取り組む「ふれあいウォーク」や「健康講演会」への支援を通じ、高齢者の健康・生きがいづくりへの意識の醸

成を図る。 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） グラウンドゴルフ大会・高齢者

スポーツ大会等の参加者数

（人） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

1,268 624 1,300    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

35,213 33,617    

 

 

05 生活支援サービスの推進  

07 生きがいづくりの推進  



 

 

 

 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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■福祉センター建設事業 
担当部課係名 福祉部 

高齢者福祉課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5613 【事業№01030702】 健康係 
 

事業概要 
●市内 4 箇所の福祉センターの地域バランスや市中央部の高齢化率を踏まえる中、保健センター機能を併せて導入する

ことにより、乳幼児から高齢者、障がい者等の幅広い年齢層の市民が利用できる総合保健福祉施設を平成 27 年度に

整備する。 

 
 

現況と課題 

●供用開始に向けた備品購入等の準備。 

 

今後の事業展開 
 

●相生福祉センターの安定的な運営を行う。 

 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 

整備工程進捗率（％） 
平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

7 68.5 100    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

375,924 175,501    

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第３編 事業計画 

 43 

  

 

 施策の基本的考え方 

 

● 年齢や障がいの有無等にかかわらず、互いに理解と信頼を深め、一緒に助け合いながら暮らして

いく共生社会の実現を目指し、ノーマライゼーション理念の普及・啓発に努め、差別の解消と相

互理解を促進します。また、障がい者団体、ボランティア、ＮＰＯ等との連携を図り、障がいの

ある人がいきいきと生活できる環境づくりを推進します。行政機関等における障がいのある人へ

の配慮及び理解の促進等に努めるとともに、選挙等における配慮に努めます。 

● 障がいの程度や生活の状況に応じたサービスを自らが適切に選択し、利用できるよう相談や支援

を行い、障がいのある人に寄り添ったケアマネジメントを推進します。また、身近な生活の相談

から障害福祉サービスにいたるまで、関係機関との連携を図り、障がいのある人本人を中心とし

た相談や情報提供などの支援を推進します。 

● 住み慣れた家庭や地域で障がいのある人が暮らせるよう、一人一人の障がいの多様な特性や程度、

多様なニーズに対応した福祉サービスの充実を図るとともに、グループホームなど地域における

生活基盤の整備に引き続き取り組みます。また、健康診査や健康相談などの実施により、障がい

の早期把握に努め、状態に応じた適切な支援を提供します。 

● 障がいのある人の多様な可能性を最大限に活かし、地域において自立した日常生活を営むことが

できるよう、関係機関等との連携に努め、就労の場の確保、就職の意向確認、就労後のフォロー

など、就労を支援する体制を整備します。また、外出の際の移動などの支援により、社会活動に

参加しやすい環境づくりに努めます。 

● 障がいのある子どもへの療育・保育・教育の実施に当たっては、各関係機関との情報の共有や連

携により、個別のニーズに対応した支援が行える体制の整備を図ります。 

● 生活環境の整備や防災対策の推進を図るとともに、地域の生活課題に対する問題意識を共有し、

誰もが安心して暮らせる環境づくりに努めます。 

施策・事業の体系 

４.障がい者支援 

区分 施策 事業 

01 共生社会の基盤づくり 

02 相談・情報提供支援の充実 

障
が
い
者
支
援
04 

03 地域における生活支援の充実 01 重度心身障害者医療費助成事業 

05 障がいや疾病等で支援が必要な子どもに対す

る福祉と教育の充実 

01 障害者のすみよいまちづくり事業 

 

04 社会参加の促進 

06 地域福祉による快適なまちづくり 

 



 

 

 

 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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■重度心身障害者医療費助成事業 
担当部課係名 福祉部 

障がい福祉課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5642 【事業№01040301】 医療支援係 
 

 

事業概要 
●重度心身障がい者及びその保護者の精神的かつ経済的負担を軽減し、重度心身障がい者の健康の維持・増進を図る。 

 
 

現況と課題 
●平成 26 年 11 月から助成方法を自動還付方式に移行したことに伴い、貸与制度の受付など新たな業務に対して、適正

に事業を推進していく。 

 
 

今後の事業展開 

●制度移行後における、対象者への助成状況や事業の執行状況などを踏まえ、事業の充実を図っていく。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 
給付者数（人） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

6,558 6,492 6,595    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

769,752 879,065    

 

 

 

 

■障害者のすみよいまちづくり事業 
担当部課係名 福祉部 

障がい福祉課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5642 【事業№01040401】 医療支援係 
 

 

事業概要 

●重度心身障がい者へのタクシー利用料金の助成、甲府駅南口のエスカレーターや車いす用昇降機（エスカル）の運行

管理等により、障がい者の社会参加の促進と生活圏の拡大を図る。 

 
 

現況と課題 
●平成 26 年 4 月から消費税率変更に伴いタクシー料金が値上がりし、タクシー利用者の自己負担が増した。また、甲

府駅南口のエスカレーターの運行時間の延長について市民要望があるが、延長に伴う運行管理に多額の経費が掛かる

ため、現時点では実現できない。 

 
 

今後の事業展開 

●平成 27 年度からタクシー券 1 枚あたりの助成額を 730 円に増額した。エスカレーターの運行管理等については、甲

府駅南口周辺地域修景計画のなかで、エレベーター設置も含め、県や関係部署等と総合的に検討していく。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
タクシー券利用数 

（枚） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

18,875 18,501 23,700    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

27,990 28,195    

03 地域における生活支援の充実  

04 社会参加の促進  

 



第３編 事業計画 

 45 

 

 

 施策の基本的考え方 

 

● 安心安全な出産、子どもの健やかな成長と発達、育児不安の軽減などを図りながら、健全な親子

関係を築くことを目的として、きめ細かな母子保健事業の充実に努めます。また、地域における

子育てを支援し、心身ともに健やかに子どもが成長していくための支援をします。 

● 感染症の予防に努めるとともに、感染症の拡大を防ぎ、市民の健康及び生命の安全を守ります。 

● 将来的な本市の姿を見据え、健康寿命の延伸、健康格差の縮小を図るため、自覚症状の乏しい生

活習慣病等を健診等により早期に発見するとともに、望ましい生活習慣への改善が図れるように

支援します。健康づくりを行っている地区組織等と協力して、市民自らが健康についての理解と

関心を深め、健やかで心豊かな生活が送れるように支援します。 

● 食育は各家庭や個人が意識して実践していくことが必要です。そのため、関係する地域団体及び

教育機関などと連携し、その役割分担に応じて働きかけることで、ライフステージに応じた間断

のない取組を推進します。食生活及び食環境の双方から適切かつ継続的に食育を推進し、生活の

質と社会環境の質の向上を目指し、市民の健康増進を図ります。 

● 地域や世代間の相互扶助という観点から、地域ボランティアと協力して地域住民の健康意識を高

めるとともに、地域ボランティアの人材育成を図り、誰もが参加できる地域の健康づくり活動を

推進します。また、保健サービス向上のための基盤整備の充実を図るとともに、有効活用に努め、

市民の健康づくりを支援します。 

施策・事業の体系 

 

５.健康づくり 

区分 施策 事業 

01 親と子の健康づくりの推進 

02 感染症対策の推進 

 

健
康
づ
く
り
05 

03 成人と高齢者の健康づくりの推進 

 
04 食育の推進 

 

 
05 健康づくり推進体制の整備 

 

 

01 まちなか健やかサロン運営事業 

 

 

 



 

 

 

 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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■まちなか健やかサロン運営事業 
担当部課係名 福祉部 

健康衛生課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

2586 【事業№01050501】 保健係 
 

 

 

事業概要 
●中心市街地の活性化と市民の健康づくりの拠点として「まちなか健やかサロン」を岡島百貨店 6階に設置し、健康相

談、各種健康教室等を実施することにより、健康に関する普及啓発と市民の健康増進を図る。 

 

 
 

現況と課題 
●買い物ついでなど気軽に利用できる利点を生かし、乳幼児から高齢者まで幅広い年齢の市民の健康相談や教室への参

加・交流等に活用されている。市民の利便性及びより良い施設環境について検討し、更なる利用促進を図る。 

 

 
 

今後の事業展開 
●委託先との協議により、健康教室等市民ニーズに対応したサービスを提供するとともに、周知方法の工夫等一層の利

用促進を図る。  

 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 
健康相談者数 

（人） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

5,805 6,281 6,000    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

10,155 10,155    

 
 

 

 

 

 

 

05 健康づくり推進体制の整備  
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 施策の基本的考え方 

 

● 医療圏＊内の各診療所との病診連携や、他の公的病院との機能分担を含めた病院連携を推進し、地

域における医療支援体制の確立に努めます。 

● 山梨県、甲府市医師会、甲府市歯科医師会及び甲府市薬剤師会と連携し、救急医療体制の充実を

図るとともに、災害時初期救急医療体制の整備を推進します。 

● 救急隊の適正配置や救急医療機関との連携による円滑な救急業務体制の構築、高度救命処置用資

器材の整備などによる救急業務の高度化の推進、市民への応急手当の知識・技術の普及促進によ

り救急体制の充実に努めます。 

また、救助隊の充実強化に努めるとともに、高度な救助技術の取得など、隊員の教育訓練の充実

に努めます。 

施策・事業の体系 

 

６.医療・救急・救助 

区分 施策 事業 

医
療
・
救
急
・
救
助
06 

01 医療連携の充実 

 

02 救急医療体制の充実 

 

 03 救急・救助体制の充実 

 

 

 

01 救急医療体制整備事業 

 

 

 



 

 

 

 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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■救急医療体制整備事業 
担当部課係名 福祉部 

健康衛生課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

2587 【事業№01060201】 予防衛生係 
 

 

 

事業概要 
●休日及び夜間の救急診療体制を整備し、地域住民への救急医療の充実を図る。 

 
 

現況と課題 
●甲府市医師会救急医療センター補助金については、毎年度構成市町の人口割合による負担割合の見直しを実施し、費

用負担の適正化に努めている。 

●軽い症状で緊急性の低い方に救急診療の受診を控えていただくため､ポスター､リーフレット及び小児救急ガイド 

ブック等の活用を図りながら、救急医療の適正な受診の啓発に努めている。 

 
 

今後の事業展開 
●救急医療体制が常時十分に整備されるよう継続的に事業を実施する。 

●本市及び構成市町で費用負担の見直しが可能な補助事業について、引き続き検討する。 

●救急の利用において、軽い症状で緊急性の低い方の受診が引き続き多く見受けられることから、より詳細に実態を把

握し、こども救急ガイドブックの配布等による啓発活動を展開し、安定した医療体制の充実を目指す。 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 
甲府市医師会救急医療 

センター利用者数（人） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

9,612 10,947 －    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

152,806 152,477    

 

 
 

 

 

 

 

 

02 救急医療体制の充実 
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施策の基本的考え方 

 

● 口座振替制度の積極的な奨励、収納体制の強化、滞納未然防止の広報活動、長期滞納者への対策

の強化などにより、保険料収入の確保に努めます。 

● レセプト点検＊の強化による適正な診療報酬支払を推進するとともに、重複・頻回多受診者などに

対する適正受診の指導や、第三者行為の発見、ジェネリック医薬品＊の使用促進など被保険者の医

療費及び健康に対する意識の啓発に努めて、医療費の適正化を図ります。 

● 特定健診・特定保健指導、人間ドック＊・簡易脳ドック・歯科健診・歯科講習等を通じて、疾病の

早期発見と予防に努めます。 

施策・事業の体系 

 

７.国民健康保険 

区分 施策 事業 

01 経営の健全化 

02 医療費の適正化 

03 健康管理対策の充実 

国
民
健
康
保
険
07 



 

 

 

 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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 施策の基本的考え方 

 

● 高齢者が住み慣れた地域で安心して生活が営めるよう、市内に設置した地域包括支援センターの

機能強化を図るとともに、地域ケア会議等を通じて、高齢者を地域で支える環境づくりに努めま

す。 

● 元気な高齢者から介護状態となるおそれのある高齢者までを対象とした一体的な介護予防に取り

組みます。また、健康教室や健康相談などを通じ、介護予防の普及啓発に努めます。 

● 介護を必要とする状態となっても、できる限り住み慣れた地域や家庭で、個人の尊厳を保ちなが

ら、安心して暮らし続けることができるよう、要介護者等の心身の状況やおかれている環境に応

じた介護サービスの確保を図るとともに、介護サービス基盤の整備・充実に努めます。 

● 介護保険事業を円滑に運営するため、制度の持続可能性を確保するとともに、制度の周知と啓発

に努めながら、適切なサービスの提供及び質の向上を更に高め、介護が必要な方が安心して利用

できる環境の整備に努めます。 

● 認知症高齢者が住み慣れた地域で安心して日常生活が送れるよう、認知症ケアパスの普及を図り、

認知症に関する理解の醸成や、相談支援体制の充実などによる認知症の早期発見・早期対応を推

進し、地域における連携体制の構築に努めます。 

施策・事業の体系 

 

８.介護保険 

区分 施策 事業 

01 介護保険対策事業 

介
護
保
険
08 

 

01 地域包括ケア体制の構築（再掲） 

 
02 介護予防の推進（再掲） 

 
03 介護サービスの充実 

 
04 介護保険事業の円滑な運営 

 
05 認知症対策の推進（再掲） 

 

01 介護保険対策事業（再掲） 
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■介護保険対策事業 
担当部課係名 福祉部 

介護保険課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5473 【事業№01080301】 経営係・保険給付係 
 

 

事業概要 
●①低所得者対策：低所得高齢者が、経済的な理由により介護サービスの利用を控えることがないよう、利用者負担の

軽減、助成等の措置を行う。 

②地域密着型サービス拠点の整備：第 6 次介護保険事業計画で定めた平成 27 年度から平成 29 年度までのサービス見

込量に基づき、地域密着型サービス拠点の整備促進を図る。 
 

 

現況と課題 
●低所得者対策：通所サービス利用者食費負担額助成事業については、平成 17 年 10 月に居住費・食費が介護給付の保

険対象外とされたが、低所得の施設利用者には、食費が過重な負担となることから「特定入所者介護サービス」とし

て補足給付が行われ、これに対する代替事業として、平成 18 年 10 月から開始された。一方、平成 26 年度の法改正

により施設利用者の補足給付の見直し等とともに、通所サービス利用者食費負担額助成事業は、激変緩和措置として

実施されていることから、今後の事業のあり方についても検討する必要がある。 

 ②地域密着型サービス拠点の整備：定期巡回・随時対応型訪問介護看護は未整備である 2 圏域での整備及び認知症対

応型共同生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護についても、計画に基づいて整備を図っていく必要

がある。 

 
 

今後の事業展開 
●①低所得者対策の必要性は高く財源措置等について、今後も国・県などに要望をしていく。一方で、通所サービス利

用者食費負担額助成事業については、低所得者に対する介護サービスの安定的な事業推進を図るうえで、公平性や介

護保険制度における食費負担の観点から見直しの必要がある。また、応益負担及び応能負担の原則から保険料の減免

等による低所得者対策を講じる。 

②第 6 次甲府市介護保険事業計画では、未整備となっている「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」については、「地

域包括ケア体制」を支える中心的なサービスとなることから、公募要件・審査基準を改め、応募しやすい環境を整え、

サービス見込量に基づいた、日常生活圏域ごとの整備を計画的に行う。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 要介護者等利用者負担助成事業

及び通所ｻｰﾋﾞｽ利用者食費負担

額助成事業における件数（件） 

平成25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

4,727 4,659 4,659    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

234,785 63,326    

 

 

 

 

 

■介護保険対策事業 
担当部課係名 福祉部 

介護保険課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5473 【事業№01080301←№01080401】再掲 経営係・保険給付係 

 

03 介護サービスの充実  

04 介護保険事業の円滑な運営  



 

 

 

 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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施策の基本的考え方 

 

● 日本年金機構などとの協力・連携のもと、制度の周知啓発に努めます。 

施策・事業の体系 

 

９.国民年金 

区分 施策 事業 

01 市民の受給権確保 
国
民
年
金
09 
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２．夢にあふれ心豊かに人と文化が輝くまち 

－教育・文化の振興－ 

次代を担う子どもたちの個性と才能を伸ばし、人間性豊かで創造性に富む人間形成を図るため、夢に向

かっていきいきと学べる教育環境づくりを進めます。また、誇りある歴史と文化を継承しながら、すべて

の市民が生涯を通じて学ぶことができるまちをつくります。 

３．大学教育等

甲府商科専門学校の充実

教育内容の充実と就学支援

４．生涯学習

生涯学習の推進

図書館の充実

国際交流

教育内容の充実（豊かな心）

教育内容の充実（健やかな体）

安全な教育環境の整備

６．文化・芸術

自主的活動の推進

文化財の保護と活用

教材及び教育環境の整備・充実

８．男女共同参画

５．スポーツ・レクリエーション１．義務教育等

小学校の適正規模化の推進
生活環境の浄化

２．高等学校教育
保護体制の強化

甲府商業高校の充実

幼児教育の充実 生涯スポーツの推進

９．国際化への対応

外国人に住みよいまちづくり

こうふ男女共同参画プランの推進

教育内容の充実（確かな学力） 施設の整備

文化・芸術活動の振興

学校施設等の整備

７．青少年

 

 

 



 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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施策の基本的考え方 

 

● 質の高い幼児教育を推進するため、保護者の家庭の所得と園児数に応じて保育料を減免している幼稚園に

助成し、保護者負担の軽減を図ります。 

● 児童･生徒に確かな学力を身に付けさせるため、基礎的基本的な学習内容の定着、学力の向上、教職員の

指導力の向上などを図ります。 

● 新しい時代を担う子どもたちが、豊かな感性とたくましい行動力をもち、互いの良さを認め合いながら、

進んで自己の課題に取り組むことのできる、心身ともに健康な児童･生徒の育成を図るため、甲府の子ど

もの教育の推進、生きる力の育成、生徒指導の充実、体験的学習の推進、国際理解教育の推進などに取り

組みます。 

● 児童･生徒の心身の健全な発育のため、健康安全教育の充実と保健管理の徹底、環境衛生の維持･改善及び

学校給食の充実等を図ります。 

● 児童・生徒が登下校時のみならず、安全で安心な学校生活が送れるよう、家庭・地域・関係機関との連携

を密にし、防犯・防災に努めます。 

● 児童・生徒が心身共に健全で安心した学校生活が送れるよう、教育施設の環境に配慮した施設の整備、学

校体育施設の整備、学校給食施設の整備など教育施設の充実に努めます。 

● 小・中学校のコンピュータ関連機器の整備に努めるとともに、学習指導要領＊に基づく教材の整備・充実

に努めます。 

● 適正な学校規模を確保し、児童が、等しく学ぶことができる教育環境の整備･充実を図ります。 

１.義務教育等 
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施策・事業の体系 

区分 施策 事業 

01新しい時代を担う人づくり基金事業 03教育内容の充実（豊かな心） 

01学校給食事業（小学校） 04教育内容の充実（健やかな体） 

02学校給食事業（中学校） 

01学校安全安心推進事業 05安全な教育環境の整備 

06学校施設等の整備 01小学校校舎整備拡充事業 

 

義
務
教
育
等
01 

01教材・情報環境整備事業（小学校） 07教材及び教育環境の整備・充実 

02教材・情報環境整備事業（中学校） 

01小学校適正規模化推進事業 08小学校の適正規模化の推進 

02きめ細かな教育推進事業（再掲） 

04教育支援ボランティア活用事業（小学校） 

05教育支援ボランティア活用事業（中学校） 

01小学校外国語活動推進事業 02教育内容の充実（確かな学力） 

02外国人講師による英語指導事業（中学校） 

03きめ細かな教育推進事業 

06教材・情報環境整備事業（小学校）（再掲） 

07教材・情報環境整備事業（中学校）（再掲） 

04中学校老朽化リニューアル事業 

 
05中学校校舎整備拡充事業 

02小学校給食室整備事業 

03小学校老朽化リニューアル事業 

 

01幼稚園就園奨励事業 01幼児教育の充実 



 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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■幼稚園就園奨励事業 
担当部課係名 福祉部 

児童保育課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5669 【事業№02010101】 認定給付係 
 

 

事業概要 
●保護者の家庭の所得と園児数に応じて保育料を減免している幼稚園に助成し、保護者の経済的負担を軽減することにより、子育

て支援事業の推進と幼児教育の振興を図る。 

 
 

現況と課題 
●減免額は保護者の所得により決定されるが、園児を取り巻く家族の生活実態が多様化しており、国の基準改定等に伴う基準の細

分化による影響で提出書類だけでは確認が困難な世帯が増加している。また、国の補助金が満額支給されないことから、市の財

政負担が大きくなっている。 

 
 

今後の事業展開 
●国の定めた補助限度額を基に本市の基準を設定し算定している。県内他市と比較しても充実しており、市民の期待感も高いこと

から、今後も広報誌等により制度のＰＲに努め予算の範囲内で単価設定を行い継続推進していく。 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
園児１人当たりの助成率 

（％） 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

35 37 40    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

205,466 133,174    

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

01 幼児教育の充実  
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■小学校外国語活動推進事業 
担当部課係名 教育部 

学校教育課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

7321 【事業№02010201】 学務係 
 

 

事業概要 

●学習指導要領＊に基づき、小学校5・6年生で実施される外国語活動のねらいである「外国語活動を通じて、言語や文化について

体験的に理解を深め、積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度の育成を図り、その音声や基本的な表現に慣れ親しませ

ながら、中・高等学校等における外国語科の学習につながるコミュニケーション能力の素地を養う」ために、ネイティブスピー

カー＊の活用を図る。また、1年生から4年生においても、児童が外国語に触れたり外国の生活や文化に慣れ親しむ活動などを行

う中で、異なる文化に関心を持たせるなど国際理解教育の充実を図る。 

 
 

現況と課題 

●学習指導要領＊の小学校外国語活動に対応するために、平成25年度から外国人英語指導講師を5名配置した。 

現在、5・6年生の外国語活動時間に毎時間、1～4年生の総合的な学習時間等に学期毎1時間（年間3時間）、外国人英語指導講

師を配置している。 

 
 

今後の事業展開 
●実施計画の確実な推進の中で、外国語を通じて、言語や文化について体験的な理解を深め、積極的にコミュニケーションを図ろ

うとする態度の育成を図り、外国語の音声や基本的な表現に慣れ親しませながら、コミュニケーションの素地を養う。さらに小

学校における国際理解教育の充実を図る。 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 
外国人英語指導講師活用総授業時間

（時間） 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

3,660 3,562 3,560    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

26,781 26,902    

 
 

■外国人講師による英語指導事業（中学校） 
担当部課係名 教育部 

学校教育課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

7321 【事業№02010202】 学務係 
 

 

事業概要 
●生きた英語教育の充実を図り、グローバル社会に応じた国際感覚を身につけた生徒の育成を図るため、実践的な英語指導を行う。 

 

 
 

現況と課題 
●外国人英語指導講師を授業時間以外にも活用を広げていく必要がある。 

 
 

今後の事業展開 
●実施計画の確実な推進の中で、生徒の確実な基礎・基本の習得と発展的な学習の推進を図る。中学校より、本格的な英語教育が

開始されるため、英語の指導法がより重要となる。姉妹都市デモイン市の現役教師が指導することによって、より体系的に英語

を学ばせることができるため、今後も継続して姉妹都市デモイン市からの現役教師を招聘していく。 

 また、今後も現地採用の外国人英語指導講師を配置することにより、更なる授業の充実を図っていく。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 
外国人英語指導講師活用総授業時間

（時間） 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

3,934 4,064 3,934    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

35,054 35,321    

02 教育内容の充実（確かな学力）  
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■きめ細かな教育推進事業 
担当部課係名 教育部 

学校教育課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

7321 【事業№02010203】 教職員係 
 

事業概要 
●甲府市立小中学校において、児童数の減少により複式学級編制を余儀なくされた小学校、小学校の大規模化や外国籍児童が多く

日本語や学習内容の理解が困難な教育環境にある学校の児童及び特別な指導が必要な教育環境にある学校の児童に対して、きめ

細かな指導や適切な教育的配慮の必要性から、臨時教育職員を配置し教育の安定化を図る。 

 
 

現況と課題 

●児童に対するきめ細かな指導や適切な教育的配慮のニーズが高まっている中、臨時教育職員の配置が必要である。 

 
 

今後の事業展開 
●学校運営上、特別の事情が生じた場合にきめ細かな学習指導を効果的に推進するため、特別な人的配置が必要な状況にある学校

に対してきめ細かな指導や適切な教育的配慮の必要性を考慮し、臨時教育職員を配置し教育の安定化を図る。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 

－ 
平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

－ － －    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

22,012 25,013    

 

 

 

■教育支援ボランティア活用事業（小学校） 
担当部課係名 教育部 

学校教育課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

7321 【事業№02010204】 学務係 
 

事業概要 

●児童へのきめ細かな学習支援、特別な教育的支援が必要な児童への支援等の一層の充実を図るため、大学生や教員ＯＢ、地域の

方々を教育支援ボランティアとして小学校に派遣する。 

 
 

現況と課題 
●学生の数には限りがあり、また、近隣市町等の小中学校が学生ボランティアの活用を積極的に推し進めているため、人材確保が

年々厳しくなっている。また、学生は交通手段が限られており、大学周辺部への派遣人数が多くなる傾向がある。 

 

 
 

今後の事業展開 
●市内大学と連携を図りながら積極的に大学生の教育支援ボランティアを小学校に派遣するとともに、教員ＯＢや地域の方々を教

育支援ボランティアとして人材確保を図っていく。 

 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 

－ 
平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

－ － －    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

667 378    
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■教育支援ボランティア活用事業（中学校） 
担当部課係名 教育部 

学校教育課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

7321 【事業№02010205】 学務係 
 

事業概要 
●生徒へのきめ細かな学習支援、特別な教育的支援が必要な生徒への支援等の一層の充実を図るため、大学生や教員ＯＢ、地域の

方々を教育支援ボランティアとして中学校に派遣する。 

 
 

現況と課題 
●学生の数には限りがあり、また、近隣市町等の小中学校が学生ボランティアの活用を積極的に推し進めているため、人材確保が

年々厳しくなっている。また、学生は交通手段が限られており、大学周辺部への派遣人数が多くなる傾向がある。 

 
 

今後の事業展開 
●市内大学と連携を図りながら積極的に大学生の教育支援ボランティアを中学校に派遣するとともに、教員ＯＢや地域の方々を教

育支援ボランティアとして人材確保を図っていく。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 

－ 
平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

－ － －    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

151 102    

 

 

 

■教材・情報環境整備事業（小学校） 
担当部課係名 教育部 

学事課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

7322 【事業№02010206←№02010701】再掲 学事係 
 

 

■教材・情報環境整備事業（中学校） 
担当部課係名 教育部 

学事課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

7322 【事業№02010207←№02010702】再掲 学事係 
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■新しい時代を担う人づくり基金事業 
担当部課係名 教育部 

学校教育課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

7321 【事業№02010301】 学務係 
 

 

事業概要 
●新しい時代を担う人づくりを目指して、「甲府の教育」の全体像を構築し、たくましい身体と思い遣りの心を育み、創造性豊かな

人づくりに資するために調査・研究及び検討を行い、その推進を図ることを目的としている。 

 
 

現況と課題 
●海外研修派遣事業として、姉妹都市デモイン市と友好都市成都市へ生徒を派遣している。成都市との教育交流は 5 年サイクルに

よる、相互交流を行う協定が交わされており、デモイン市との教育交流については、今までの派遣事業に加え、平成23年度に、

相互教育交流として教育交流協議書を取り交わし、ホームステイによる受入事業を実施している。今後は、派遣事業による還流

報告や受入事業を通して、多くの児童生徒を対象とした教育交流を図っていく。 

 
 

今後の事業展開 
●姉妹都市・友好都市への派遣事業を充実させ、子どもたちに「思い遣る心」が醸成される事業展開を図る。また、生徒による還

流報告は、他の生徒も自分たちと異なる文化を持つ人々への知識や関心を得ることができるように、今後も継続し充実を図って

いく。さらに、姉妹都市・友好都市から児童生徒の受入事業を充実することにより相互教育交流としての事業効果を高めていく。 

 なでしこ（撫子）賞については、児童生徒の「思い遣る心」の醸成の観点から、今後も継続していく。さらに、甲府の子どもの

教育の中核である「思い遣る心」を育てるため、研究指定校を設け、家庭・地域と連携した特色ある学校づくりを推進していく。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） ① 海外研修派遣中学生数 

② 海外研修派遣甲府商業高

校生数 

③ なでしこ（撫子）賞受賞小

中学生数及び甲府商業高

校生数 

（人） 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

① 22 

②  2 

③164 

① 22 

②  2 

③150 

① 22 

②  2 

③160 

   

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

13,380 10,063    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

03 教育内容の充実（豊かな心）  
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■学校給食事業（小学校） 
担当部課係名 教育部 

学事課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

7322 【事業№02010401】 保健給食係 
 

事業概要 
●児童に提供する給食内容を充実し、安全な食材の確保とともに、教育活動の一環として、子どもたちの食生活・食教育に対する

指導を行い、正しい食事マナー、健康的な食習慣・食生活等を身につけることができるよう児童に提供する安全な食材を確保す

る中で、給食内容を充実する。 
 

現況と課題 

●給食施設の老朽化、調理に従事する嘱託調理員の確保、衛生管理に対する指導の徹底などの課題とともに、地場農産物の給食へ

の活用には、品質規格の均一性、必要量の確保等の課題がある。さらに、放射性物質による食材の汚染が心配されており、給食

食材への不安解消が喫緊の課題となっていることに加え、限られた給食費の範囲での給食実施が責務である中で、一層経済的な

面からの安全で安心かつ充実した給食運営の継続が課題となっている。 

 

今後の事業展開 
●平成21年度に決定した委託化の考え方及び平成24年度に見直しを行った給食室のドライシステムへの改築を計画的に推進し、

安全性を確保する中で、給食調理業務の年次的な民間委託を行う。なお、円滑な委託の導入を図るため、民間委託を行った学校

の課題等を検証し、学校関係者、保護者、受託業者等と定期的な協議を引き続き行う。また、学校教育の一環としての学校給食

の意義を踏まえ、衛生管理の徹底はもとより地産地消＊の推進をはじめとする学校給食の充実を図る。 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 県内農産物を使用した品目 

割合（％） 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

27.0 27.9 33.0    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

425,561 552,833    

 

■学校給食事業（中学校） 
担当部課係名 教育部 

学事課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

7322 【事業№02010402】 保健給食係 
 

 

事業概要 

●生徒に提供する給食内容を充実し、安全な食材の確保とともに、教育活動の一環として、子どもたちの食生活・食教育に対する

指導を行い、正しい食事マナー、健康的な食習慣・食生活等を身につけることができるよう生徒に提供する安全な食材を確保す

る中で、給食内容を充実する。 
 

現況と課題 
●中学校給食は平成10年度から民間委託による弁当方式の給食を実施してきたが、その間の課題や状況変化等を踏まえ、平成22、

23 年度の 2 年間で全中学校を民間委託による食缶方式＊に変更した。これにより、温かいものは温かい状態で、また、冷たいも

のは冷たい状態での給食提供が可能となった。しかし、これまで同様、生徒の食に対する嗜好の多様化などにより、食べ残しが

課題としてあげられており、栄養バランスに配慮しつつも、生徒が食べやすい献立による給食の提供に努めるとともに、調理業

者への衛生管理指導の徹底を図っている。さらに、放射性物質による食材の汚染が心配されており、給食食材への不安解消が喫

緊の課題となっていることに加え、限られた給食費の範囲での給食実施が責務である中で、一層経済的な面からの安全で安心か

つ充実した給食運営の継続が課題となっている。 
 

今後の事業展開 
●今後も必要に応じて、学校関係者等で構成する「中学校給食業務運営研究会」を開催するなど、食缶方式における課題等の協

議を随時行う。また、給食調理業者への衛生管理指導を徹底するとともに、学校教育の一環としての学校給食の意義を踏まえ、

産地表示や地産地消＊の推進をはじめとする学校給食の充実を図る。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 県内農産物を使用した品目 

割合（％） 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

27.3 26.5 33.0    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

187,507 195,980    

04 教育内容の充実（健やかな体）  
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■学校安全安心推進事業 
担当部課係名 教育部 

学事課・学校教育課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

7322 【事業№02010501】 学事係・学務係 
 

事業概要 
●全国的に学校の教育現場（学校内及び通学路等）において、悲惨な事件等が起きる現状の中で、事故・事件の未然の防止及び緊

急避難対策等の強化を図る。 

 
 

現況と課題 
●学校や通学路における事件・事故が大きな問題となっている近年の状況を踏まえ、子どもたちが安心して教育を受けられるよう、

平成24年度以降、継続的に通学路点検を行い、関係機関に対策実施を要望した。また、マモルメール＊への登録を促すとともに、

人的（学校安全ボランティア等の協力）な巡視等の強化を図った。今後もスクールガード（学校安全ボランティア）等との連携

を図り、地域力を生かし、地域のボランティアを活用するなど地域社会全体で学校安全に取り組む体制を整備し、安全で安心な

学校を確立するため、効率・効果的な組織体制の整備を図る。 

 
 

今後の事業展開 
●学校施設内への不審者侵入等に対する効果的な防備手法を検討するとともに、マモルメールや防犯ブザーの有効活用に向けた周

知を図る。また、安全・安心な学校生活を送れるよう、引き続きスクールガードをはじめ、関係者間の連携を強化し、地域社会

全体で子どもの安全を見守る体制の整備を図る。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 
全小学生に対する防犯ブザーの

配布割合（％） 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

100 100 100    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

1,784 2,036    

 

 

■小学校校舎整備拡充事業 
担当部課係名 建設部 

建築営繕課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5862 【事業№02010601】 建築係 
 

事業概要 
●学校施設は、災害時に児童生徒等の安全を確保するとともに、地域住民の応急避難場所としての役割を果たすことから、施設の

安全性の向上を図るとともに、学校規模適正化を考慮し教育環境の整備と充実を図る。 

 
 

現況と課題 
●工事中における教育環境の低下。 

 
 

今後の事業展開 

●山城小学校の学校用地として取得した近接地を既存グラウンドと一体的に整備し、狭隘グラウンドの解消を図る。 

 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
整備達成校数率 

（％） 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

－ 66 83    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

228,404 120,043    

05 安全な教育環境の整備   

06 学校施設等の整備   
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■小学校給食室整備事業 
担当部課係名 建設部 

建築営繕課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5862 【事業№02010602】 建築係 
 

事業概要 
●学校給食施設のドライ化による衛生管理の充実を図り、安全で安心な学校給食を児童に提供する。 

 

 
 

現況と課題 
●改築工事中における教育環境の低下。 

 

 
 

今後の事業展開 

●学校給食施設の整備を促進し、安全な学校給食の実施を図るように、可能な限り早急で確実な整備に取り組む。 

●ドライ運用化による事業計画の見直しを行い、今後は、ドライ化の施設整備へ転換する。 

 また、改築中の学校への給食配送を考慮し、事業完了を平成31年度とする。 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
給食室施設増改築率 

（％） 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

50 61 77    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

156,297 518,164    

 

 

 

■小学校老朽化リニューアル事業 
担当部課係名 建設部 

建築営繕課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5862 【事業№02010603】 建築係 
 

事業概要 
●建築後25年以上の小学校施設（校舎・屋内運動場）の老朽化対策を年次的かつ効率的にリニューアルを行っていく。 

 

 
 

現況と課題 
●リニューアル工事中における教育環境の低下。 

●工事中の代替教室の確保。 

 
 

今後の事業展開 
●平成27年度は、平成28年度リニューアル工事実施のための実施設計を行う。 

 （リニューアル工事実施年度の前年度に実施設計を行う。） 

●平成27年度は、4校のリニューアル工事（校舎3校、屋体1校）を行う。 

  

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
小学校リニューアル率 

（％） 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

－ － 6    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

6,378 512,859    

 



 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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■中学校老朽化リニューアル事業 
担当部課係名 建設部 

建築営繕課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5862 【事業№02010604】 建築係 
 

事業概要 
●建築後25年以上の中学校施設（校舎・屋内運動場）の老朽化対策を年次的かつ効率的にリニューアルを行っていく。 

 

 
 

現況と課題 
●リニューアル工事中における教育環境の低下。 

●工事中の代替教室の確保。 

 
 

今後の事業展開 

●平成27年度は、平成28年度リニューアル工事実施のための実施設計を行う。 

 （リニューアル工事実施年度の前年度に実施設計を行う。） 

●平成27年度は、2校の校舎リニューアル工事（Ⅰ期分）を行う。 

 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
中学校リニューアル率 

（％） 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

－ － －    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

4,087 355,428    

 

 

■中学校校舎整備拡充事業 
担当部課係名 建設部 

建築営繕課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5862 【事業№02010605】 建築係 
 

事業概要 
●地震発生時の児童生徒等の安全確保と地域住民の応急避難場所としての校舎耐震化については、平成 23 年度に完了した。     

城南中学校では、南部地域の人口増加により生徒数が増加することに伴う教室不足を解消し、教育環境の整備と充実を目指して

いく。 

 
 

現況と課題 

●増築工事中における教育環境の低下。 

 

 
 

今後の事業展開 

●平成27年度は城南中学校の校舎の増築を行う。 

 

 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
規模適正化対応率 

（％） 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

－ － 100    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

7,211 298,657    
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■教材・情報環境整備事業（小学校） 
担当部課係名 教育部 

学事課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

7322 【事業№02010701】 学事係 
 

事業概要 

●学習指導要領＊に基づき、授業に必要な教材・教具の整備、充実を図るとともに、コンピュータ機器及び教育用ソフトの活用等に

よる情報教育環境を整備する。 

 

現況と課題 
●老朽化が進んでいる大型・特殊教材教具（実験用机・調理用机・グランドピアノ等）の更新については、通常の整備費の中での

更新が困難な状況にあるため、年次的整備を行う必要がある。 

 
 

今後の事業展開 

●「新甲府市標準教材＊」に基づき、特色ある教育を実践するための教材教具の整備を計画的に行う。 

また、パソコンなど情報機器のリース期間満了等に伴い機器や教育用ソフトの見直しを行いながら、引き続き情報機器を活用し

たＩＣＴ教育の充実を図る。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） コンピュータ1台を使用できる 

児童の人数 

（人） 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

4.0 4.1 3.6    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

98,217 98,342    

 

 

■教材・情報環境整備事業（中学校） 
担当部課係名 教育部 

学事課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

7322 【事業№02010702】 学事係 
 

事業概要 

●学習指導要領＊に基づき、授業に必要な教材・教具の整備、充実を図るとともに、コンピュータ機器及び教育用ソフトの活用等に

よる情報教育環境を整備する。 

 
 

現況と課題 
●老朽化が進んでいる大型・特殊教材教具（実験用机・調理用机・グランドピアノ等）の更新については、通常の整備費の中での

更新が困難な状況にあるため、年次的整備を行う必要がある。 

 

 
 

今後の事業展開 

●「新甲府市標準教材＊」に基づき、特色ある教育を実践するための教材教具の整備を計画的に行う。 

また、パソコンなど情報機器のリース期間満了等に伴い機器や教育用ソフトの見直しを行いながら、引き続き情報機器を活用し

たＩＣＴ教育の充実を図る。 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
コンピュータ1台を使用できる 

生徒の人数 

（人） 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

4.5 4.1 3.6    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

46,401 45,079    

07 教材及び教育環境の整備･充実  

 



 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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■小学校適正規模化推進事業 
担当部課係名 教育部 

総務課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

7320 【事業№02010801】 学校規模適正係 
 

事業概要 
●適正な学校規模を確保し、学校間格差の解消を図り、甲府の子どもたちすべてが、等しく学ぶことのできる教育環境の整備充実

を図る。 

 
 

現況と課題 
●平成23年4月の善誘館小学校開校により、平成16年策定の小学校適正規模化の基本方針は終結したが、少子化に歯止めがかか

らず児童・生徒数が減少している学校が多い状況を勘案すると、今後も、児童・生徒数の推移を十分把握しながら、全市的な小・

中学校の適正規模・適正配置の新たな方針策定を行う必要がある。 

また、一部地域開発により大規模校化している小中学校については、今後の児童・生徒数の推移や開発の動向などを注視する中、

県の新たな少人数学級に対応するため、当面必要な教室の確保を図る。 

 
 

今後の事業展開 
●引き続き、児童・生徒数の推移を十分把握するとともに、平成27年1月に国が策定した「公立小学校・中学校の適正規模・適正

配置等に関する手引」も参考にしながら、全市的な小・中学校の適正規模・適正配置について、新たな方針策定の検討を行って

いく。 

 大規模校については、児童・生徒数の推移を注視しながら、関係部署との連携及び役割分担による対応を行っていく。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 

－ 
平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

－ － －    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

80 77    

 

 
 

■きめ細かな教育推進事業 
担当部課係名 教育部 

学校教育課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

7321 【事業№02010802←№02010203】再掲 教職員係 

08 小学校の適正規模化の推進  
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施策の基本的考え方 

 

● 商業分野の専門性の追求と情報処理に関する研究･教育並びに施設整備の充実を図り、各種資格取得ので

きる学習の展開を図るとともに、教職員の資質の向上にも努めます。 

施策・事業の体系 

02高等学校老朽化リニューアル事業 

区分 施策 事業 

01外国人講師による英語指導事業（高等学校） 01甲府商業高校の充実 高
等
学
校
教
育
02 

２.高等学校教育 



 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
68 

 

 

■外国人講師による英語指導事業（高等学校） 
担当部課係名 教育部 

学校教育課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

7321 【事業№02020101】 学務係 
 

事業概要 
●生きた英語教育の充実を図り、国際感覚を身につけた人材の育成を図るため、実践的な英語指導を行う。 

 

 

 
 

現況と課題 
●甲府商業高等学校に外国人英語指導講師を配置し、ティームティーチングによる英語のコミュニケーション能力の育成を図る。 

 

 
 

今後の事業展開 
●実施計画の確実な推進の中で、生徒の確実な基礎・基本の習得と発展的な学習の推進を図る。 

 

 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 
外国人英語指導講師活用総授業時間

（時間） 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

552 557 557    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

5,357 5,376    

 

 

■高等学校老朽化リニューアル事業 
担当部課係名 建設部 

建築営繕課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5862 【事業№02020102】 建築係 
 

事業概要 
●学校施設（校舎）の老朽化対策リニューアルを行っていく。 

 

 
 

現況と課題 
●リニューアル工事中における教育環境の低下。 

●工事中の代替教室の確保。 

 
 

今後の事業展開 
●平成26年度に実施設計、平成27,28年度にリニューアル工事を行う。 

  

 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
リニューアル率 

（％） 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

－ － 50    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

22,088 342,263    

 

01 甲府商業高校の充実  
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施策の基本的考え方 

 

● 全国でも数少ない、公立の商業実務系専門学校である本校の特色を生かせるよう、学科の充実、学校間連

携教育の推進、地場企業・団体等との連携推進など魅力ある学校づくりを進めます。 

● 市内高等教育機関の学部・学科の充実等の要請を行うとともに、就学の支援に努めます。 

施策・事業の体系 

３.大学教育等 

区分 施策 事業 

大
学
教
育
等

03 

01甲府商科専門学校の充実 

01入学準備金融資事業 02教育内容の充実と就学支援 



 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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■入学準備金融資事業 
担当部課係名 教育部 

学事課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

7322 【事業№02030201】 学事係 
 

事業概要 
●教育の振興に資することを目的として、大学・大学院及び専修学校の専門課程並びに高等学校等に入学する者の保護者で、入学

準備金の調達が困難な者に対して、必要な資金の融資を行う。 

 

 
 

現況と課題 
 

●現在の社会情勢（所得格差の拡大や母子世帯の増加等）を反映し、市民ニーズは依然として高いものがあるが、金融機関の信

用調査などがあるため、申し込み件数に比べて融資実行件数が伸びない。（平成 26 年度実績申し込み件数 37 件・融資実行件数

19件） 

 
 

今後の事業展開 
●所得格差が拡大する社会状況の中、経済的困窮者への融資制度としてさらに有用性等を高めるため、事業内容等の検証を行い、

より利用しやすい制度となるよう事業を推進する。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 融資件数 

（件） 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

15 19 20    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

45,500 47,019    

02 教育内容の充実と就学支援  
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施策の基本的考え方 

 

● 生涯学習社会の実現を図るため、「生涯学習都市宣言」の精神を基調にしながら、「甲府市生涯学習ビジ

ョン＊」に基づき「きょういくの日＊」関連事業などの開催や、公民館活動等を通じ、生涯にわたり学び続

けることができる環境づくりに努めます。 

● 「まなび奨励ポイント制度＊」「出前講座」などにより、生涯学習の参加意識の向上を図ります。 

● 生涯学習の拠点として、蔵書資料の充実を図りながら、市民サービスの向上に努めるとともに、図書館サ

ービスネットワーク＊の活用を図ります。 

施策・事業の体系 

４.生涯学習 

区分 施策 事業 

01生涯学習振興事業 01生涯学習の推進 
生
涯
学
習
04 

01図書館資料整備・サービスネットワーク事業 02図書館の充実 



 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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■生涯学習振興事業 
担当部課係名 教育部 

生涯学習文化課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

7323 【事業№02040101】 生涯学習係 
 

 

事業概要 
●市民が生涯学習を通じて、生きる喜びと希望を持ち、人と地域がつながり、未来に向かって人生の充実を感じて暮らすことがで

きるよう、生涯学習意識の高揚を図り、生涯学習社会の実現に向けた事業を推進する。 

 

 
 

現況と課題 
●魅力ある生涯学習事業を推進するにあたっては、時代に即した斬新なアイデアと柔軟な発想力が必要とされる。 

 

 
 

今後の事業展開 

●「甲府市生涯学習ビジョン＊」に基づき「きょういくの日＊」関連事業などの開催や、公民館活動等を通じ、生涯にわたり学び続

けることができる環境づくりに努めるとともに「まなび奨励ポイント制度＊」の普及に努め、生涯学習への参加意識の向上を図り

ます。 

 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 

生涯学習事業延べ参加者数（人） 
平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

22,034 23,849 22,400    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

6,000 6,060    

  

 

 

■図書館資料整備・サービスネットワーク事業 
担当部課係名 教育部 

図書館 
（外線） 

235- 

1427 【事業№02040201】 管理係 
 

事業概要 
●図書館の充実を図るため、利用者のニーズが高く資料価値のある資料の整備に努めるとともに、身近な場所で図書館サービスが

受けられるようサービスネットワーク＊の活用を図る。 

 
 

現況と課題 
●利用者のニーズに応えたものや資料的価値の高いものの収集、また、図書館としての独自性や特色を打出すための資料収集が課

題である。一方、公民館図書室をさらに有効活用する際には、支援体制の強化及び資料の整備などが課題である。 

 
 

今後の事業展開 

●図書館サービスを実施する上で必要となる図書館資料の収集については、様々な分野の情報を提供できるよう計画的に整備する

とともに、利用者の要望に沿った資料や資料価値のある資料の整備充実に努める。また、更なる図書館サービスの向上を目指す

中で、公民館図書室と連携し、資料の充実と司書の派遣により利用者へのサービスの充実に努める。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 資料貸出数 

（点） 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

500,141 502,956 673,000    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

23,658 23,658    

01 生涯学習の推進  

02 図書館の充実  



第３編 事業計画 
 

 

 

 

 73 

 

 

施策の基本的考え方 

 

● だれもが･いつでも･身近にスポーツに親しみ、市民一人ひとりが生涯にわたって健康で活力に満ちた社会

の実現を目指すため、指導者の育成･確保に努めながらニュースポーツ＊の普及等の機会や情報の提供にも

努めます。 

● 市民スポーツの活動拠点として良好な環境を提供するため、各施設の機能整備に努めます。また、身近な

運動施設として学校体育施設についても積極的に社会開放し、施設の効率的な活用を図ります。 

施策・事業の体系 

５.スポーツ・レクリエーション 

区分 施策 事業 

01学校開放管理事業 01生涯スポーツの推進 ス
ポ
ー
ツ
・
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
05 

01各種スポーツ施設管理事業 02施設の整備 



 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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■学校開放管理事業 
担当部課係名 教育部 

スポーツ課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

7325 【事業№02050101】 スポーツ係 
 

事業概要 
●市民が身近に利用できるスポーツ活動の拠点として、市立の学校体育施設を学校教育に支障のない限り開放し、市民の健康増進

とスポーツの定着化を図る。 

 

 
 

現況と課題 
●各開放校における、社会体育施設の老朽化に伴う整備・改修等への対応。 

 

 
 

今後の事業展開 
●地域住民がスポーツ活動を行うにあたり、身近な施設として学校体育施設の果たす役割は大きいため、今後、改修計画に基づき

計画的な改修を年次的に行っていく。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
施設利用件数の増加率（％） 
（当年延べ利用件数/過去最高延べ利用件数） 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

85.6 92.8 100    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

54,449 76,593    

 

 

■各種スポーツ施設管理事業 
担当部課係名 教育部 

スポーツ課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

7325 【事業№02050201】 スポーツ係 
 

事業概要 
●スポーツ施設の整備を行うことにより、スポーツレベルの向上や健康・体力の維持増進、豊かなコミュニティづくりを図り、市

民の間に生涯スポーツを普及する。 

 

 
 

現況と課題 
●都市基幹公園（運動公園）としての緑が丘スポーツ公園の整備及び各施設の老朽化への対応。 

 

 
 

今後の事業展開 

●社会状況の変化及び生活の利便性向上により運動不足が日常化する中で、スポーツによる健康の維持管理・増進意識の高まりつ

つある市民ニーズに応えるため、利用者の安全面及び利便性を重視し、社会体育施設の整備を進めていくとともに、緑が丘スポ

ーツ公園の改修ついては、整備計画の策定に向け、引き続き多角的な検討を行っていく。 

 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
施設利用件数の増加率（％） 
（当年延べ利用件数/過去最高延べ利用件数 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

90.6 82.3 100    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

87,388 185,269    

01 生涯スポーツの推進  

02 施設の整備  
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施策の基本的考え方 

 

● 文化・芸術活動の振興を図るため、市民が優れた文化･芸術に接する機会の提供や創作活動の場の拡充に

努めます。 

● 指定文化財＊及び登録文化財＊の保護・保存と啓発・普及に努めるとともに、未指定文化財についても調査･

研究を行います。また、開府５００年を視野に入れた史跡武田氏館跡の計画的な整備等を進め、文化財の

保存･活用を図ります。 

 

施策・事業の体系 

 

６.文化・芸術 

区分 施策 事業 

文
化
・
芸
術
06 01史跡武田氏館跡整備事業 02文化財の保護と活用 

01文化振興基金事業 01文化・芸術活動の振興 



 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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■文化振興基金事業 
担当部課係名 教育部 

生涯学習文化課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

7324 【事業№02060101】 芸術係 
 

事業概要 
●市民に良質な芸術を提供することにより文化芸術の普及と振興を図り、市民個々の豊かな創造性や人間性の形成に資する。 

 
 

現況と課題 
●より多くの市民に、質の高い文化に触れる機会の提供や、文化芸術を身近に感じ参加できる事業に取り組んでいる。 

今後も文化芸術への興味や質的向上を図り、将来的な展望を含め、次代を担う子どもたちへ文化の継承を行っていく必要がある。 

 
 

今後の事業展開 

●市民の文化的意識を高め、情緒ある日常生活を過ごしてもらうために、市民参加型の芸術性豊かな質の高い文化芸術の実施を図

る。 

 

 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 事業の参加者数 

（入場者・出演者）（人） 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

21,250 15,848 20,000    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

23,129 26,346    

 

 

■史跡武田氏館跡整備事業 
担当部課係名 教育部 

生涯学習文化課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

7324 【事業№02060201】 文化財係 
 

事業概要 

●戦国大名居館と城下町の遺構が良好な状態で残っている武田氏館跡とその周辺一帯を開発から守り、生きた歴史に触れ、遺跡を

含む自然環境の中で学べる野外の博物館とする。また学校教育や生涯学習の場として、さらには散策・憩いの場として大いに活

用できる史跡公園として整備する。 
 

現況と課題 

●公有地化を随時進めているが、土地所有者の理解と協力が必要であるため､計画的な買収が困難な状況である。また、館の中心部

分は宗教施設である神社となっているため、史跡整備との調和を図ることが課題である。 

●平成 27 年度の史跡整備国庫補助事業費は、全国的に要望額が多くなってしまったため、要求額の一律 25％のカットが通知され

た。山梨県文化財補助金も平成23年度からシーリングの影響で補助額に上限枠が設定されているため、事業を推進するにあたり

市単部分の費用の増加とともに、事業そのものも計画変更せざるをえない状況である。 

 

今後の事業展開 

●平成24年度に第2次整備基本計画の策定を行い、平成25年度から平成31年度にかけての整備事業を進めている。平成28年

度に基本計画の見直しを行う予定である。平成31年度（2019）には、開府500年の記念すべき節目の年を迎えるが、第2次整

備計画事業では館跡南側に総合案内所を建設し、武田氏館跡及び戦国武将武田氏の歴史をわかりやすく展示・解説するとともに、

研修室・トイレを併設し見学者の利便性を図っていく。 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 史跡整備面積 

（㎡） 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

1,150 445.5 1,200    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

120,559 159,774    

01 文化・芸術活動の振興  

02 文化財の保護と活用  
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施策の基本的考え方 

 

● 青少年の健全な育成を図るため、有害環境浄化活動＊の推進、総合育成体制の整備、家庭環境の重要性の

啓発などに努めます。 

● 青少年施設の整備と活用を図りながら、青少年ジュニアリーダー＊の育成や子どもクラブ＊など少年団体の

活動を促進し、自主性の高揚と社会的認識の向上を図ります。 

● 青少年の健全な育成を図るため、青少年非行防止活動の推進、青少年育成センターの充実・強化を図りま

す。 

施策・事業の体系 

７.青少年 

区分 施策 事業 

01生活環境の浄化 

02自主的活動の推進 

03保護体制の強化 

青
少
年
07 



 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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施策の基本的考え方 

 

● ｢甲府市男女共同参画推進条例｣を基調に「甲府市男女共同参画センター」を活用しながら、女性団体間の

交流促進などを行います。また「女性総合相談室＊」の相談業務の充実を図り、より一層の男女共同参画

の推進に努めます。 

施策・事業の体系 

８.男女共同参画 

区分 施策 事業 

01男女共同参画推進事業 01こうふ男女共同参画プランの推進 
男
女
共
同
参
画
08 
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■男女共同参画推進事業（特別職給与費を含む） 
担当部課係名 市民部 

人権男女参画課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5209 【事業№02080101】 男女参画係 
 

事業概要 
●男女が、社会の対等な構成員として、自らの意志によって職場、学校、地域、家庭、その他のあらゆる分野における活動に参画

する機会が確保され、また均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ共に責任を担う生き生き

とした、豊かで活力ある「男女共同参画社会」を実現する。 

 
 

現況と課題 
●男女共同参画社会づくりを地域等に定着させるために、市民と行政が連携して男女共同参画施策を具体的に推進できるシステム

づくりが必要である。 

 

 
 

今後の事業展開 
●男女共同参画社会実現に向け、「甲府市男女共同参画推進条例」に基づき、「第2次こうふ男女共同参画プラン」を継続推進する。

また、平成20年度に設立された「甲府市男女共同参画推進委員会」を「第2次こうふ男女共同参画プラン」推進のために更に充

実強化する。さらに、平成25年度に実施した「男女共同参画都市宣言」を機に、市民との連携と協働による男女共同参画の促進

を目指す。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 
「第2次こうふ男女共同参画 

プラン」推進関連事業数 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

69 70 70    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

6,869 7,414    

 
 

 

01 こうふ男女共同参画プランの推進  



 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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施策の基本的考え方 

 

● 姉妹友好都市のみならず、姉妹友好都市以外の都市などとも、２１世紀の国際化時代に対応した新たな友

好交流を推進します。 

● 外国人に住みよいまちづくりを行うため、生活情報の提供、相談業務の充実、庁内体制の充実、地域活動

の推進などに努めます。 

施策・事業の体系 

９.国際化への対応 

区分 施策 事業 

02外国人に住みよいまちづくり 

01小学校外国語活動推進事業（再掲） 01国際交流 

02外国人講師による英語指導事業（中学校）（再掲） 

03外国人講師による英語指導事業（高等学校）（再掲） 

04新しい時代を担う人づくり基金事業（再掲） 

国
際
化
へ
の
対
応
09 
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■小学校外国語活動推進事業 
担当部課係名 教育部 

学校教育課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

7321 【事業№02090101←№02010201】再掲 学務係 

 

■外国人講師による英語指導事業（中学校） 
担当部課係名 教育部 

学校教育課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

7321 【事業№02090102←№02010202】再掲 学務係 

 

■外国人講師による英語指導事業（高等学校） 
担当部課係名 教育部 

学校教育課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

7321 【事業№02090103←№02020101】再掲 学務係 

 

■新しい時代を担う人づくり基金事業 
担当部課係名 教育部 

学校教育課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

7321 【事業№02090104←№02010301】再掲 学務係 

 

01 国際交流  



 
 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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  ３．次代に引き継ぐ快適で美しい安らぎのまち 

－生活・自然環境の向上－ 

市民、企業・団体と行政の協働により、次代に向けて持続可能な循環型社会の構築を目指すと

ともに、環境と共生する緑豊かな美しいまちづくりを進めます。また、市民の生命と財産を守る

ため災害に強いまちづくりを進め、安全で安心なまちをつくります。 

環境に配慮した事業の推進

市民の居住環境の向上及び地域経済の活性化

交通環境の整備・向上

交通事故被害者の救済

消費者利益の擁護及び増進

消費者教育の推進

消費者相談の充実

適正な計量の実施

１４．交通安全対策

交通安全意識の向上

常備消防の充実

非常備消防の充実

防犯体制の強化

１３．消費生活

１２．防犯対策

地域防犯力の向上（地域防犯活動の促進・支援）

まちなか居住の再生

９．環境保全

し尿処理の適正な推進

防火管理体制の充実

環境美化

地球環境の保全

防火思想の普及・啓発

火災予防対策の推進

公害防止対策

快適環境の保全

１．自然環境保全 ８．循環型社会の構築

自然環境保全・保護の意識の高揚 循環型社会の構築

ネットワーク化・情報化の充実

１１．消防

自然との共生 リサイクルプラザの活用

ごみ処理体制の整備

１０．防災対策

４．住宅・住環境・定住促進

自然環境の保全・再生と創出 ごみの減量化と発生抑制

２．公園・緑地緑化の推進

公園・緑地の創出
ごみ処理施設の管理・運営

３．景観形成

災害に強いまちづくり（予防対策）

災害応急対策

災害復旧対策

持続可能な事業経営

自主防災組織の強化

良好な居住環境の誘導

公園・緑地の保全

緑化の推進

農地の保全・活用

自然環境の保全・形成

市民参加の景観づくり

総合的な景観形成の推進

都市景観の形成

環境に配慮した事業の推進

７．河川・水路

公営住宅ストックの有効活用

持続可能な事業経営

満足度の高いお客様サービスの向上

市内への定住促進

建築物の安全性の確保

５．上水道

安心・快適な生活環境の創造

危機管理対策の充実

浸水地域の解消

水辺空間の保全・整備

河川美化・浄化の推進

水路等の維持・管理

河川の改修

満足度の高いお客様サービスの向上

６．下水道

安心・快適な生活環境の創造

危機管理対策の充実
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施策の基本的考え方 

 

● 自然を大切にする意識の高揚と自然保護活動を促進します。 

● うるおいを感じる自然環境の保全・創出に努めます。 

● 自然と人とが共生できる土地利用を推進します。 

施策・事業の体系 

 

１.自然環境保全 

区分 施策 事業 

01 自然環境保全・保護の意識の高揚 

01 地球温暖化対策事業 02 自然環境の保全・再生と創出 

02 道路照明灯改修事業（再掲） 

 

 

03 自然との共生 

自
然
環
境
保
全
01 

03 都市公園等照明灯改修事業（再掲） 

 

 
04 生活排水対策事業 

 



 
 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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■地球温暖化対策事業 

担当部課係名 環境部 

環境保全課 

ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 
241- 

4312 【事業№03010201】 
保全係 

温暖化対策係 
 

 

事業概要 
●市民、事業者及び行政が協働し、地球温暖化の原因となる温室効果ガスの排出量の削減を図る。 

 
 

現況と課題 
●地球温暖化問題において、温室効果ガスの排出の抑制に努めることが重要であり、環境教育等の取組により、地球温

暖化やエネルギーに対する関心は高まっているが、市民一人ひとりの取組の重要性を更に広く周知し、活動を促進し

ていく必要がある。 

 
 

今後の事業展開 
●甲府市地球温暖化対策地域協議会等との協働による新エネ・省エネ対策の普及・啓発。 

●児童・園児を対象とした環境教育の充実・拡大。 

●改正省エネ法に伴う庁内エネルギー使用量の低減の推進。 

●技術開発や普及状況等を考慮する中での、クリーンエネルギー設備の設置世帯に対する助成金制度の充実。 

●甲府市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）＊の推進及び進行管理。 

●第二次甲府市環境基本計画＊の推進及び進行管理。 

●環境教育プログラムの推進。 

●家庭から排出される二酸化炭素排出量を削減するための「うちエコ診断」の実施。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
温室効果ガス排出量削減率（％） 

（対：平成 20年度基準） 

平成25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

現時点では検証不能 現時点では検証不能 △10 
   

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

27,804 30,758    

 

 

■道路照明灯改修事業 
担当部課係名 建設部 

道路河川課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5843 【事業№03010202←№05050201】再掲 道路係 

 

■都市公園等照明灯改修事業 
担当部課係名 建設部 

公園緑地課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

6101 【事業№03010203←№03020101】再掲 公園係 

 

02 自然環境の保全・再生と創出  
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■生活排水対策事業 
担当部課係名 環境部 

環境保全課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

241- 

4312 【事業№03010204】 公害係 
 

事業概要 
●健全な動植物が生息する自然環境を目指し、公共用水域における良好な水環境の保全のため、更なる水質改善を図る。 

 

 
 

現況と課題 
●公共用水域の汚濁の原因となっている生活排水による負荷の低減を図るため、浄化槽設置者に浄化槽の清掃・保守点

検・水質検査の 3 つの義務についての啓発・指導を強化していくことが必要である。 

 
 

今後の事業展開 

●公共用水域の水質は、本事業により改善傾向を示しているが、生活排水対策を推進していくためには、継続的な事業

の実施が重要である。このため、引き続き啓発事業、浄化槽の維持管理指導、浄化槽設置補助事業を行い、浄化槽の

法定検査受検率や保守点検・清掃の実施率の向上を図り、公共用水域の更なる水質改善に努める。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
環境基準値（BOD）の達成 

（mg/ℓ） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

3.3 2.6 5.0以下    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

24,911 21,197    

 

 



 
 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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施策の基本的考え方 

 

● 都市環境の改善や市民のレクリエーション需要に応える都市公園・河川敷緑地等の整備に努めま

す。 

● 健康で文化的な市民生活のために、緑地の保全及び既設公園や動物園の充実に努めます。 

● 公共施設及び地域の緑化を推進し、緑豊かな明るい住みよい環境づくりに努めます。 

● 市街化区域内やその周辺に広がる農地の保全・活用を図り、緑地の保全に努めます。 

施策・事業の体系 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

２.公園・緑地緑化の推進 

区分 施策 事業 

公
園
・緑
地
緑
化
の
推
進
02 

01 公園・緑地の創出 

02 公園・緑地の保全 

04 農地の保全・活用 

01 都市公園等照明灯改修事業 

01 みどり豊かなまちづくり基金事業 03 緑化の推進 

02 動物園整備事業 
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■都市公園等照明灯改修事業（省ｴﾈ・ 
担当部課係名 建設部 

公園緑地課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

6101 ｸﾞﾘｰﾝ化推進事業）【事業№03020101】 公園係 
 

事業概要 
●甲府市が温室効果ガスの排出削減を率先して取り組むことを目的として実施する、省エネ・グリーン化推進事業の一

環として、都市公園等の照明灯を省エネ型照明であるＬＥＤ照明へ交換する。 

 

 
 

現況と課題 
●公園内の照明設備は多くが老朽化しているので、灯具の交換とともに照明灯用柱や地中電線の交換が必要な場合があ

る。その場合は、照明設備の配置の見直しを検討する必要がある。 

 
 

今後の事業展開 
●平成 27 年度以降も公園灯省エネのＬＥＤ照明器具に年次的な改修を継続する。平成 27 年度は、都市公園照明灯の  

点検を行い、その結果、ＬＥＤ電球と安定器の交換でＬＥＤ化ができるものもあることから平成 28 年度はその器具

の改修を行い、平成 29 年度からは照明灯のリ－スも検討する。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 
消費電力量の削減量 

（ｋｗｈ） 

平成 25年度 平 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

7,619 8,205 5,861    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

4,000 4,000    

 

 

■動物園整備事業 
担当部課係名 建設部 

公園緑地課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223－

6101 【事業№03020102】 公園係 
 

事業概要 
●遊亀公園附属動物園開園 100 周年に向け、老朽化した公園・動物園施設を整備するため事業実施する。 

 

 
 

現況と課題 
●遊亀公園附属動物園は、日本で 4 番目に長い歴史を持つ動物園であるが、狭小な獣舎での動物たちの飼育環境や、施

設の老朽化などが課題となっており抜本的改修が必要となっている。 

 
 

今後の事業展開 

●平成 27 年度整備計画策定委員会を開催し、公園と動物園の整備計画を策定し、開園 100 周年に向け整備を進める。 

 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 
      入園者数 

（人） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

110,372 117,993 110,000    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

5,203 11,045    

 
 

01 公園・緑地の創出  



 
 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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■みどり豊かなまちづくり基金事業 
担当部課係名 建設部 

公園緑地課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

6101 【事業№03020301】 公園係 
 

事業概要 
●緑の織りなすゆとりあるまちづくりや花のあるまちづくりの推進を図る。 

 
 

現況と課題 
●花を供給することで、植栽や維持管理を行っているが、さらに花いっぱい運動を推進していくためには、自らが作り

育てていくという意識の改革を図る必要がある。 

 
 

今後の事業展開 
●「みどり豊かな快適都市甲府」の実現に向け、継続して自らのまちは自らの手でつくるという意識の高揚を図る。 

 

 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 
花いっぱい緑いっぱい運動の

推進として花の供給数（株） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

118,670 114,612 110,000    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

12,422 10,947    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

03 緑化の推進  
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施策の基本的考え方 

 

● 都市環境の美化を推進し、公共施設の美観の向上や広告物等の景観への調和に努めます。 

● 魅力的な都市景観の誘導に努めます。 

● 緑地や自然景観の保全に努めます。 

● 市民参加による景観形成を促進し、住宅地の良好な景観の確保に努めます。 

施策・事業の体系 

 

 

 

 

 

 

 

３.景観形成 

区分 施策 事業 

01 総合的な景観形成の推進 

01 みどり豊かなまちづくり基金事業（再掲） 02 都市景観の形成 

03 自然景観の保全・形成 

04 市民参加の景観づくり 

景
観
形
成
03 

01 都市基本計画推進事業（再掲） 



 
 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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■都市基本計画推進事業 
担当部課係名 建設部 

都市計画課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5819 【事業№03030101←№05020101】再掲 計画係 

 

 

 

■みどり豊かなまちづくり基金事業 
担当部課係名 建設部 

公園緑地課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

6101 【事業№03030201←№03020301】再掲 公園係 
 

 

02 都市景観の形成 

01 総合的な景観形成の推進  
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03 和戸町竜王線整備事業（再掲） 

 

05 中心市街地活性化基本計画推進事業（再掲） 

 

01 まちなか居住の再生 

住
宅
・
住
環
境
・
定
住
促
進
04 

06 市民の居住環境の向上及び地域経済の活性化 01 住宅リフォーム助成事業 

01 公営住宅整備事業 02 公営住宅ストックの有効活用 

01 アスベスト飛散防止対策事業 03 良好な居住環境の誘導 

04 市内への定住促進 

01 建築物耐震化支援事業 05 建築物の安全性の確保 

04 まちなか健やかサロン運営事業（再掲） 

02 甲府駅周辺土地区画整理事業（再掲） 

 

01 中心市街地商業等活性化事業（再掲） 

 

06 中心市街地定住促進事業 

 

 

 

施策の基本的考え方 

 

● 中心市街地の活性化と魅力あるまちづくりに努めます。 

● 社会的セーフティネットとしての公営住宅の整備活用に努めます。 

● 開発許可制度などにより、良好な居住環境の誘導に努めます。 

● 融資制度や助成制度などの活用により、市内への定住促進に努めます。 

● 建築物耐震化支援事業により建築物の安全性の確保に努めます。 

● 市民の居住環境の向上及び地域経済の活性化に努めます。 

  

施策・事業の体系 

４.住宅・住環境・定住促進 

区分 施策 事業 



 
 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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■中心市街地定住促進事業 
担当部課係名 建設部 

都市計画課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5814 【事業№03040106】 計画係 
 

 

事業概要 
●中心市街地への定住を促進するため、中心市街地活性化基本計画区域内の住宅取得等を行う世帯に対して、購入費補

助及び改修費助成を行う。 

  
 

現況と課題 
●定住人口の増加という事業目標の達成に向け、市民や事業者などへの周知を図る必要がある。また、転入者のニーズ

の把握と、施策推進に努めることなどにより、中心市街地活性化を推進することが求められている。 

 
 

今後の事業展開 
●市民や事業者などへの周知を図り円滑な事業の推進に努めるとともに、事業を利用した転入者の意向調査を行う中

で、当事業の有効性の検証や今後の中心市街地の活性化事業への反映の参考とする。 
 

 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 

住宅取得・改修数（件） 
平成25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

－ 9 10    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

3,500 3,500    

 

 

 

■中心市街地商業等活性化事業 
担当部課係名 産業部 

商工課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5693 【事業№03040101←№04010201】再掲 商店街活性化係 

 

■甲府駅周辺土地区画整理事業 
担当部課係名 建設部 

区画整理課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

230- 

1029 【事業№03040102←№05010101】再掲 換地補償係・工事係 

 

■和戸町竜王線整備事業 
担当部課係名 建設部 

都市整備課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

7055 【事業№03040103←№05040101】再掲 工事係・用地係 

 

■まちなか健やかサロン運営事業 
担当部課係名 福祉部 

健康衛生課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

2586 【事業№03040104←№01050501】再掲 保健係 

 

■中心市街地活性化基本計画推進事業 
担当部課係名 企画部 

まちづくり課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5319 【事業№03040105←№06020102】再掲 まちづくり係 

 

01 まちなか居住の再生  
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■公営住宅整備事業 
担当部課係名 建設部 

住宅課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5812 【事業№03040201】 住宅係 
 

 

事業概要 
●当該事業は、昭和 30 年度から 42 年度に建設された市営団地・北新三団地（北嶺荘・竜雲荘・むつみ荘）について、

老朽化が著しいため、年次計画で建替事業を行う計画となっている。優良な公営住宅ストックを確保、安定供給する

ことを目的に、小学校を挟んで南北に位置していた団地を北新小学校北側に集約して建替整備を行っている。 

事業実施に当たっては、居住面積水準の確保、ユニバーサルデザイン等、子育てしやすい居住環境、高齢者・障害者

に配慮した住宅を整備し、安心・安全で良好な居住環境づくりを行う。 
 

現況と課題 

●建替事業においては、世代混住型の団地を整備することになっており、北新地区の“まちづくり”の観点からの事業

推進が求められている。また、建替に際しては、入居者の生活に支障をきたさぬよう仮住先の確保や、他の市営住宅

等への移転・住替えを勘案しながら事業を推進する必要がある。 
 

今後の事業展開 
●当初計画、再生計画に基づき、平成 26 年度から北新団地Ａ棟（123 戸）の供用開始、北嶺荘の建替分に相当する（仮

称）Ｄ棟（36 戸）の建設工事に着手。引き続き、Ｂ棟（63 戸）・Ｃ棟（77 戸）と順次建替を行い平成 32 年度までに

住替を含む全体の建替事業を完了していく。 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 

建替え戸数（戸） 
平成25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

123 ― 36    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

332,181 607,896    

 

 

 

■アスベスト飛散防止対策事業 
担当部課係名 建設部 

建築指導課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5828 【事業№03040301】 指導係 
 

 

事業概要 
●この事業は、本市全ての建物を対象に、アスベスト被害の発生を予防し、市民の健康の保護及び生活環境の保全を図

るため、成分調査等に対して補助するものである。 

 
 

現況と課題 
●建物解体時に吹付け材として使用されている場合は、成分調査等に対する補助金を活用するよう解体業者等に周知し

ていく。 
 

今後の事業展開 
●甲府市のホームページや広報誌を活用し、本制度を広く市民に周知するとともに、イベント会場でのＰＲ活動などを

積極的に進める。また、吹き付けアスベスト実態調査に基づき、その存在が明らかな建築物の所有者を戸別訪問し、

除去等に関する指導助言を行い事業の推進を図る。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 
除去等費用の補助件数 

（件） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

2 1 7    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

8,600 600    
 

03 良好な居住環境の誘導  

02 公営住宅ストックの有効活用  
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■建築物耐震化支援事業 
担当部課係名 建設部 

建築指導課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5828 【事業№03040501】 指導係 
 

 

事業概要 
●大規模地震による建物の倒壊から、市民の生命及び財産等を保護するとともに、緊急輸送路沿道建物等の耐震性を高

めることで被害の拡大を抑制し、地震に強い安全で安心なまちづくりを推進する。 
 

現況と課題 
●大規模地震は、いつどこで発生してもおかしくないと言われる中で、建物の耐震化率を向上させることは重要な政策

である。そうした中、耐震改修促進法の一部が改正され、地震に対する安全性の向上を一層促進するため、大規模な

建物等の耐震診断実施の義務付けの措置が講じられた。 

●本市においては、木造住宅の無料耐震診断から耐震改修まで一連の支援体制を整えている。また、避難路沿道の耐震

診断義務化の対象となった建物所有者に対し、耐震診断を円滑に推進していくための啓発活動を行う。 
 

今後の事業展開 
●引き続き、ホームページや広報誌を活用して啓発活動を行っていくとともに、「耐震相談窓口」を課内に常設し、各

種イベント会場に「出張相談窓口」を開設する。また、地域と一体となった取組みを進めるため、自治会単位ごとの

きめ細かな説明会を通して事業の啓発に務め、粘り強く耐震化を進めていく。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 

耐震改修費の補助戸数 
平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

27 15 17    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

87,790 52,091    

 

 

 

 

■住宅リフォーム助成事業 
担当部課係名 建設部 

建築指導課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5828 【事業№03040601】 指導係 
 

 

事業概要 

●市民が個人住宅のリフォーム工事を行う場合に、経費の一部を助成することで居住環境の向上を図るとともに、小規

模な住宅投資の市内施工業者への発注を促し、地域経済の活性化に寄与することを目的とする。 
 

現況と課題 
●助成対象者のリフォーム実施期間に配慮し、前期、後期の年 2 回に分けて募集を行い、申込者が予定件数を上回った

場合は、抽選により助成対象者を決定する。 
 

今後の事業展開 
●甲府市ホームページや広報誌及びパンフレットを活用して啓発活動を行っていく。 

●事業期間は、平成 27 年度までの 3 ヵ年とする。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 

住宅リフォームの補助戸数 
平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

209 196 200    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

20,110 20,110    

 

05 建築物の安全性の確保  

06 市民の居住環境の向上及び地域経済の活性化  
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施策の基本的考え方 

 

● 恵まれた水源を安心して未来へとつなぎ、安全でおいしい水道水の供給に努めます。 

● 危機管理体制の強化を図るとともに、水道施設耐震化計画に基づく地震対策、浄水場等主要施設

の危機管理対策に努めます。 

● 経営基盤の強化、事業用資産の適正な管理に努めます。 

● 親しみやすくわかりやすい情報の提供、情報共有協働による透明性の高い事業経営、利便性の高

いサービスの提供に努めます。 

● 環境会計の導入、効率的な水運用、環境負荷の軽減と新エネルギーの活用に努めます。 

施策・事業の体系 

 

５.上水道 

区分 施策 事業 

01 安心・快適な生活環境の創造 

02 危機管理対策の充実 

03 持続可能な事業経営 

04 満足度の高いお客様サービスの向上 

上
水
道
05 

05 環境と社会に配慮した事業の推進 
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施策の基本的考え方 

 

● 汚水管きょの整備、公共用水域の水質保全に努めます。 

● 危機管理体制の強化を図るとともに、雨水管きょの整備による浸水被害の解消、下水道施設の地

震対策、合流式下水道＊改善に努めます。 

● 経営基盤の強化、事業用資産の適正な管理に努めます。 

● 親しみやすくわかりやすい情報の提供、情報共有協働による透明性の高い事業経営、利便性の高

いサービスの提供に努めます。 

● 環境会計の導入、環境負荷の軽減と新エネルギーの活用に努めます。 

施策・事業の体系 

６.下水道 

区分 施策 事業 

01 安心・快適な生活環境の創造 

02 危機管理対策の充実 

03 持続可能な事業経営 

04 満足度の高いお客様サービスの向上 

05 環境と社会に配慮した事業の推進 

下
水
道
06 
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施策の基本的考え方 

 

● 一級河川の改修促進に努めます。 

● 計画的な整備によって浸水や冠水の防止に努めます。 

● 良好な水辺環境形成に向けた河川敷整備に努めます。 

● 河川美化に向けた啓発に努めます。 

● 水路等の機能確保と財産の適切な管理に努めます。 

施策・事業の体系 

７.河川・水路 

区分 施策 事業 

01 一般河川改修事業 01 河川の改修 

02 浸水地域の解消 

03 水辺空間の保全・整備 

04 河川美化・浄化の推進 

05 水路等の維持・管理 

河
川
・
水
路
07 
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■一般河川改修事業 
担当部課係名 建設部 

道路河川課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5842 【事業№03070101】 河川係 
 

 

 

事業概要 
●普通河川、生活関連水路の改修整備を行い、住民の生活環境の向上及び浸水被害から財産保全を図る。 

 

 

 
 

現況と課題 
●台風等による豪雨時には、市で管理する普通河川や生活関連水路の排水先である一級河川の増水により、排水がスム

ーズにできずに水路が溢水する状況があるため、過去において被害を受けた地区では、効率的な排水系統の整備に苦

慮している。 

 
 

今後の事業展開 
●今後も優先度や事業の効果を考慮しながら継続して事業を進める。 

 

 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
河川改修実施率（％） 

（年度施工延長/年度目標延長） 

平成25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

45 46 100    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

65,063 43,864    

 

 

 

 

01 河川の改修  



第３編 事業計画 

 

 99 

 

 

 

施策の基本的考え方 

 

● 分別回収の推進とリサイクル化（再資源化）の推進を図ります。 

● ごみ減量化の啓発活動と新たな回収システムの構築に努めます。 

● 市民意識の高揚を図るため、環境に関する情報発信に努めます。 

● 次期ごみ処理施設の建設推進を図ります。 

● 処理施設の適正管理に努めます。 

● 収集体制の充実と処理施設の適正管理に努めます。 

施策・事業の体系 

 

 

 

 

 

  

８.循環型社会の構築 

03 ごみ減量と資源リサイクル事業（再掲） 

03 リサイクルプラザの活用 

04 ごみ処理体制の整備 

05 ごみ処理施設の管理・運営 

06 し尿処理の適正な推進 

区分 施策 事業 

01 環境リサイクルフェア事業 01 循環型社会の構築 

02 明るくきれいなまちづくり基金事業 

03 ごみ減量と資源リサイクル事業 

01 環境リサイクルフェア事業（再掲） 02 ごみの減量化と発生抑制 

02 明るくきれいなまちづくり基金事業（再掲） 

循
環
型
社
会
の
構
築
08 

01 ごみ処理施設建設事業 

02 最終処分場建設事業 
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■環境リサイクルフェア事業 
担当部課係名 環境部 

環境保全課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

241- 

4312 【事業№03080101】 保全係 
 

事業概要 
●かけがえのない恵み豊かな環境を守り､次の世代へと引き継いでいけるよう､市民に対し環境問題に関する情報提供

の機会として事業を実施し､市民の理解と啓発を図り､環境配慮型の行動が家庭を通じ､社会全体へと広がっていくこ

とを目的とする。 

 
 

現況と課題 
●市民に対し、環境問題に関する情報提供の機会として、理解と啓発は図られていると考えているが、更に多くの市民

参加を得るためにイベント内容を充実させることが必要である。 
 

 

今後の事業展開 
●引き続き、環境問題に積極的な団体、企業、NPO＊等を募るとともに、新たな企画等を取り入れ、より多くの市民に対

し、環境問題に対する意識の高揚が図られるよう努める。 

   

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 
来場者数 

（人） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

8,000 7,200 8,500 
   

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

1,000 1,000    

 

■明るくきれいなまちづくり基金事業 
担当部課係名 環境部 

減量課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

241- 

4327 【事業№03080102】 減量係 
 

事業概要 
●ごみの減量に対する市民意識の高揚を図るとともに、ごみの資源化、再生利用等のごみ減量施策を推進するため設置

された「甲府市明るくきれいなまちづくり基金」を活用し、甲府市リサイクル推進員連絡協議会＊と協働して、自発

的なごみ減量と資源リサイクルの推進を図る。 

 
 

現況と課題 
●地域ぐるみとした取り組みの確立 

 
 

今後の事業展開 

●リサイクル推進員連絡協議会と協働連携して地域住民のごみ減量と分別意識の高揚に努め、地域ぐるみのごみ減量と

資源リサイクルを推進する。 

●指定ごみ袋及びごみ処理券を使用していない不燃ごみ排出に対する適正排出指導。 

●新たな減量目標 450ｇ（平成 30 年度 家庭系可燃ごみ市民一人一日当たりの排出量）達成に向けて「ミックスペーパ

ー＊の分別」、「その他プラスチック製容器包装＊の分別」、「生ごみの水切り」等の可燃ごみ減量に向けた地域住民への

周知啓発と徹底。 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
地域計画を受けた 

家庭系ごみ量（㌧） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

52,644 52,565 51,665    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

5,200 5,200    

 

01 循環型社会の構築  
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■ごみ減量と資源リサイクル事業 
担当部課係名 環境部 

減量課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

241- 

4327 【事業№03080103】 減量係 
 

事業概要 
●地球環境に配慮した施策の更なる推進により分別排出の一層の徹底を図るとともに、甲府・峡東地域循環型社会形成

推進地域計画に基づく減量目標達成のための取り組みを展開していく。 

 
 

現況と課題 
●新たな減量目標である1人 1日あたり生活系可燃ごみ排出量 450ｇ（平成30年度の排出量）達成に向けて、更なる啓

発運動の展開 

●市民にとって、より排出しやすい効率的な回収システムの構築 

●廃棄物の発生抑制に向けた、拡大生産者責任の原則の明確化 

 
 

今後の事業展開 
●指定ごみ袋等による適正排出、ミックスペーパー＊・廃食油回収や有価物・資源物回収などの実践的事業を推進する

とともに、「ごみへらし隊」などによる市民意識の向上や低年齢層からの環境教育などの啓発事業を充実し、ごみ減

量化・資源化に向けた総合的な施策をより一層拡大していく。 

●啓発、指導業務を更に充実強化する中で、市民意識及び事業者意識の向上を図る。 

●より一層のごみ減量と資源リサイクルを推進するため、その他プラスチック製容器包装の分別回収の実施に向け、平

成 27 年度中にモデル地区で試行的に回収を行い、平成 28 年度中に市内全域での回収を行う。 

●新たな中間処理施設におけるごみの資源化について構成市と協議を行っていく。 

●可燃ごみの大きな割合を占める生ごみの減量化の取り組みとして、レジカゴを使った「しんぶんコンポスト」＊の普

及拡大を図る。 

●排出者の利便性向上のため、甲府市自治会連合会と連携を図り地域要望を踏まえて資源物 24 時間ステーションの拡

充を図る。 

●落葉の堆肥化事業の推進にあたり、自治会連合会やボランティア団体等と協働して活動するとともに広報誌やホーム

ページ、ごみへらし隊による出前講座等で紹介する中で普及拡大に努める。 

●使用済み小型電子機器等の有用金属の資源リサイクルに向けて、回収量の拡大を図る。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 排出量減量率（％） 

（対：平成 20年度基準） 

平成25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

△11.4 △13.8 △10.7    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

462,209 494,158    

 

 

 

■環境リサイクルフェア事業 
担当部課係名 環境部 

環境保全課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

241- 

4312 【事業№03080201←№03080101】再掲 保全係 
 

 

■明るくきれいなまちづくり基金事業 
担当部課係名 環境部 

減量課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

241- 

4327 【事業№03080202←№03080102】再掲 減量係 
 

 

■ごみ減量と資源リサイクル事業 
担当部課係名 環境部 

減量課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

241- 

4327 【事業№03080203←№03080103】再掲 減量係 
 

 

02 ごみの減量化と発生抑制  



 
 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
102 

 

 

■ごみ処理施設建設事業 
担当部課係名 環境部 

総務課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

241- 

4311 【事業№03080401】 庶務係 
 

事業概要 
●甲府・笛吹・山梨・甲州の 4 市において広域の新ごみ処理施設等を建設する。（甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組

合経費に係る甲府市分負担金） 

 
 

現況と課題 
●現有ごみ処理施設の使用期限が平成 29年 3月までとなっており、「再延長はできない」との覚書が地元対策委員会と

締結されたことから、平成 29 年度の新ごみ処理施設の稼動が確実なものとなるよう、事務組合と連携を図りながら

進捗管理を行っていかなければならない。 
 

 

今後の事業展開 

●平成 29年度の新ごみ処理施設の稼働が確実なものとなるよう、事務組合との連携・調整を行っていく。 

   

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～28） 
建築スケジュール進捗率 

（％） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

11 20 － 
   

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

407,992 913,260    

 

 

■最終処分場建設事業 
担当部課係名 環境部 

処理課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

241- 

4363 【事業№03080402】 施設維持係 
 

 

事業概要 
●最終処分場（境川処分場）建設事業に伴う山梨県市町村総合事務組合への甲府市分負担金。 

 
 

現況と課題 
●現在、本市を含め山梨県内の市町村には中間処理施設から排出される焼却残渣（ばいじん、焼却灰）及び破砕残渣（破

砕不燃物）の埋立てを行うことができる最終処分場がないため、県内の中間処理施設から排出される残渣の処分は全

て県外の民間処理処分施設に依存している。 

 
 

今後の事業展開 
●県内全市町村参加による組合立一般廃棄物最終処分場建設事業（平成30年度中の稼動予定）へ負担金を支出する。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
スケジュール進捗率 

（％） 

平成25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

15 22 －    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

61,104 63,954    

 

04 ごみ処理体制の整備  
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施策の基本的考え方 

 

● 市民参加による河川清掃、不法投棄対策への取り組み等の環境美化活動の推進に努めます。 

● 第二次甲府市環境基本計画＊及び甲府市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）＊を推進し、地域

からの地球環境保全や環境教育の充実、地球温暖化防止対策及びエネルギー対策の推進に努めま

す。 

● 特例市＊の権限を生かした、公害防止体制の充実や発生源監視体制の充実、苦情処理体制の充実に

努めます。 

● 環境衛生として、消毒機の貸出、飼い犬・野犬対策の指導・徹底に努めます。 

施策・事業の体系 

９.環境保全 

区分 施策 事業 

01 環境美化 

01 ごみ減量と資源リサイクル事業（再掲） 02 地球環境の保全 

03 公害防止対策 

04 快適環境の保全 

環
境
保
全
09 

02 地球温暖化対策事業（再掲） 
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■ごみ減量と資源リサイクル事業 
担当部課係名 環境部 

減量課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

241- 

4327 【事業№03090201←№03080103】再掲 減量係 

 

 

■地球温暖化対策事業 
担当部課係名 環境部 

環境保全課 

ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 
241- 

4312 【事業№03090202←№03010201】再掲 
保全係 

温暖化対策係 

02 地球環境の保全  
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施策の基本的考え方 

 

● 地域防災計画の充実、防災意識の向上、建物等の耐震化・不燃化の啓発・促進、避難場所の確保、

急傾斜地等危険地対策の推進、情報通信システムの充実、緊急医療体制の確立、防災倉庫の整備

充実、災害ボランティアの育成に努めます。 

● 物資の確保、通信手段の確保、迅速かつ適切な救助・救急医療及び消火活動、ライフライン・交

通施設等の応急復旧に努めます。 

● ライフラインの復旧対策、被災者の自立支援に努めます。 

● 自主防災組織＊の強化、防災意識の高揚に努めます。 

施策・事業の体系 

１０.防災対策 

区分 施策 事業 

01 災害に強いまちづくり（予防対策） 

防
災
対
策
10 

 

01 防災対策整備事業 02 災害応急対策 

03 災害復旧対策 

04 自主防災組織の強化 
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■防災対策整備事業 
担当部課係名 企画部 

防災課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5331 【事業№03100201】 防災係 
 

事業概要 
●地域防災力強化のため、住民が行う初期消火活動に必要な消火栓器具格納箱の設置を推進する。 

●地域の防災活動を活性化させるため、防災リーダーを育成する「防災リーダー指導育成研修会」の充実･拡大に努め

る。また、研修会修了者を登録するとともに、登録者を各自主防災組織に紹介し、地域と防災リーダーが連携した地

域防災力の向上に繋げる。 

●自主防災組織が災害発生時に必要な防災資機材等を確保するとともに、その使用方法を修得するための訓練を実施す

る。 

●災害発生時に必要となる非常用食料等の備蓄量を確保する。 

●災害時の緊急対策に対応するため、指定避難所となる市有建物の屋上に番号表示を施す。 

●災害対策本部の情報収集・伝達体制の強化及び応急対応の円滑な実施のため、災害時の対応システムを整備する。 

●災害発生時の物資集積及び避難所への配送を円滑に行うための拠点施設を整備する。 
 

現況と課題 
●防災資機材を、災害時に確実に使用するためには、使用方法の訓練とともに、資機材の適正管理が必要である。 

●自主防災組織の活性化には、地域と連携した防災活動ができる防災リーダーとその活動ができる環境整備が必要であ

る。 

●大規模地震に備えた、きめ細かな備蓄品の整備が必要である。 
 

今後の事業展開 
●消火栓器具格納箱や防災資機材等については、計画的に整備を進めるとともに適正な管理を行う。 

●「防災リーダー指導育成研修会」を年２回開催し、防災リーダーの増員に努めるとともに、登録制度を活用し、自主

防災組織の育成・強化をさらに図っていく。 

●大規模災害に備え、非常用食料や防災資機材を増量するなど、きめ細かな備蓄品の整備を図っていく。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 消火栓器具格納箱一式の 

設置率（％） 
（消火栓器具格納箱数/消火栓数） 

平成25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

62.0 63.0 63.8    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

52,103 75,208    

 

02 災害応急対策  
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施策の基本的考え方 

 

● 火災予防に向けての防火思想の啓発に努めます。 

● 予防・査察体制の強化、危険物等の安全指導の充実に努めます。また、住宅火災予防対策として、住

宅用火災警報器等の設置推進に努めます。 

● 事業所などの防火管理体制の充実に向けた指導に努めます。 

● 高機能消防指令センターを活用し、住民の安心・安全に努めます。また、庁内ネットワークを活

用し、効率的な消防行政の推進に努めます。 

● 消防施設及び装備の強化に努めます。 

● 消防団車両及び資機材の整備・充実、消防団員の確保と資質向上、耐震性消防水利施設の整備に

努めます。 

施策・事業の体系 

１１.消防 

01 消防施設等整備事業 06 非常備消防の充実 

02 消火栓設置事業 

区分 施策 事業 

01 防火思想の普及・啓発 

02 火災予防対策の推進 

03 防火管理体制の充実 

04 ネットワーク化・情報化の充実 

05 常備消防の充実 

消
防
11 



 
 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
108 

 

 

■消防施設等整備事業 
担当部課係名 消防本部 

警防課・人事課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

222- 

4119 【事業№03110601】 警防係・消防団係 
 

 

事業概要 
●災害時に有効に活用できるよう整備するとともに、市民の生命・身体及び財産を守り、被害を最小限に抑えることを

目的とする。 

 

 
 

現況と課題 
●小型動力ポンプ積載車及び小型動力ポンプについては、更新サイクルが長期化しているため、更新計画の見直しを図

る必要がある。 

 また、耐震性貯水槽の設置にあたり、市有地等、設置場所の確保及び工事費の増額が課題となっている。 

 
 

今後の事業展開 

●各分団に配備してある小型動力ポンプ積載車及び小型動力ポンプを計画的に更新するとともに、常時良好に運用でき

るよう点検、整備を図る。 

●耐震性貯水槽は、震災発生時に最も有効な水利であり、設置を継続的に実施することにより、市民生活の安全が確保

できるという観点から、継続的な事業推進が必要である。今後は、区画整理事業などと併せて整備が出来るよう関係

部局と連携を図りながら設置を検討する。 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 耐震性貯水槽設置進捗率 
（設置数/設置目標数） 

（％） 

平成25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

78.4 79.9 81.3    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

69,153 70,038    

 

■消火栓設置事業 
担当部課係名 消防本部 

警防課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

222- 

1269 【事業№03110602】 警防係 
 

事業概要 
●市街地及び周辺地域に消火栓を設置することにより、火災発生時における住民による初期消火活動が容易になり、消

防隊の水利部署により有効に火災防御ができる。 

 

 
 

現況と課題 
●消防水利の基準に基づき計画的に設置をしているが、住宅密集地等の道路幅が狭く、消防車両が進入出来ない地域や、

水道配管の口径が消防水利の基準に適合しない地域など、消火栓を設置できない地域がある。 

 

 
 

今後の事業展開 
●消火栓設置事業については、消防隊による実際のホース延長など図面上の設置計画だけでは実情にそぐわない箇所

や、宅地開発、道路拡幅工事などにより消火栓の設置必要箇所の増加が見込まれるため、引き続き事業の推進が必要

と思われる。 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 消火栓設置進捗率 
（設置数/設置目標数） 

（％） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

92.6 92.9 93.2    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

9,830 9,830    

06 非常備消防の充実  
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施策の基本的考え方 

 

● 犯罪や非行のない明るい社会を築くために市民一人ひとりの防犯意識の向上に努めるとともに、

街路灯の経費助成を行うなど犯罪を誘発しない環境づくりに努めます。 

● 関係機関との連携による防犯体制の強化に努めます。 

施策・事業の体系 

１２.防犯対策 

区分 施策 事業 

防
犯
対
策
12 

01 地域防犯力の向上（地域防犯活動の促進・支援） 

 

01 街路灯助成事業 

 
02 学校安全安心推進事業（再掲） 

 
03 安全安心街づくり事業（再掲） 

02 防犯体制の強化 01 街路灯助成事業（再掲） 

 
02 学校安全安心推進事業（再掲） 

 
03 安全安心街づくり事業（再掲） 
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■街路灯助成事業 
担当部課係名 市民部 

市民対話課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5298 【事業№03120101】 地域振興係 
 

 

事業概要 
●防犯及び交通安全対策のため、自治会が維持管理している街路灯に要する経費（電気料、設置費、撤去費等及び   

ＬＥＤ灯交換費）の補助を行い、安全で明るい地域社会の形成に寄与する。 

 
 

現況と課題 
●防犯街路灯のＬＥＤ化への積極的な移行を進めるため、平成 26 年度から自治会への重点的な補助により、ＬＥＤ化

を促進していく。 

 
 

今後の事業展開 
●平成 26 年度から 5 年間における街路灯ＬＥＤ化促進事業においては、その実施状況を検証しながら事業の計画的な

進行を図っていく。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 

助成対象灯数 
平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

21,102 21,229 21,765    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

159,456 224,475    

 

■学校安全安心推進事業 
担当部課係名 教育部 

学事課・学校教育課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

7322 【事業№03120102←№02010501】再掲 学事係・学務係 

 

■安全安心街づくり事業 
担当部課係名 企画部 

危機管理課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5247 【事業№03120103←№06020501】再掲 危機管理係 

 

 

 

 

■街路灯助成事業 
担当部課係名 市民部 

市民対話課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5298 【事業№03120201←№03120101】再掲 地域振興係 

 

■学校安全安心推進事業 
担当部課係名 教育部 

学事課・学校教育課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

7322 【事業№03120202←№02010501】再掲 学事係・学務係 

 
 

 

■安全安心街づくり事業 
担当部課係名 企画部 

危機管理課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5247 【事業№03120203←№06020501】再掲 危機管理係 

 

01 地域防犯力の向上（地域防犯活動の促進・支援）  

02 防犯体制の強化  
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施策の基本的考え方 

 

● 消費者が自主的合理的に行動できるよう消費者の自立支援に努めます。 

● 消費者に対し、消費者教育の充実に努めます。 

● 消費者相談の充実に努め、適切かつ迅速な処理を進めます。 

● 適正な計量の実施の確保に努めます。 

施策・事業の体系 

 

１３.消費生活 

区分 施策 事業 

01 消費者利益の擁護及び増進 

02 消費者教育の推進 

03 消費者相談の充実 

04 適正な計量の実施 

消
費
生
活
13 



 
 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
112 

 

 

施策の基本的考え方 

 

● 関係機関との連携による交通安全意識の向上に努めます。 

● カーブミラーなど各種交通安全施設の点検・整備、甲府市交通安全計画に基づく諸施策の推進に

努めます。 

● 交通災害共済への加入促進と交通事故相談体制の充実に努めます。 

施策・事業の体系 

 

 

 

１４.交通安全対策 

区分 施策 事業 

01 交通安全対策事業 01 交通安全意識の向上 

01 交通安全施設整備事業 02 交通環境の整備・向上 

02 自転車対策事業 

 

03 交通事故被害者の救済 

交
通
安
全
対
策
14 
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■交通安全対策事業 
担当部課係名 市民部 

消費生活センター 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5303 【事業№03140101】 交通安全係 
 

事業概要 
●正しい交通ルールと交通マナーの徹底と交通安全意識の高揚を図る。 

●交通安全施設の整備を推進する。 

 
 

現況と課題 
●平成 26 年度は全体の事故件数は減少したものの、死亡事故が増加してしまい、なかでも、歩行者と車両が関係する

事故の割合が高く、また、65 歳以上の高齢者が関係する交通事故の割合が年々増加している。また近年、道路交通法

をはじめとした関係法規の改正等の整備が進められており、市民への周知が求められる。このような中で、さらなる

交通事故防止を強力に推進し、市民一人一人が思いやりを持って、命の尊さを認識し交通安全に真剣に取り組むよう、

交通安全思想の普及と認識の徹底を図ってゆく必要がある。 

●交通安全施設の整備については、厳しい財政事情の中、本市の設置基準に基づき地域の要請に応えるよう整備を行っ

ている。 

 
 

今後の事業展開 
●山梨県や地元の警察署をはじめとする関係機関及び団体との連携・協調のもと、春・秋の全国交通安全運動をはじめ、

各種の交通事故防止事業等に参画するとともに、幼児・児童・小学校 PTA及び高齢者を対象に交通安全教室を充実し、

交通安全意識の高揚に努める。 

●カーブミラー・自発光式交差点鋲の交通安全施設の整備を進めていく。 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
甲府市内における 

交通事故発生件数 

平成25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

1,602 1,449 1,680    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

8,248 8,235    

 

 

01 交通安全意識の向上  



 
 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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■交通安全施設整備事業 
担当部課係名 建設部 

道路河川課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5843 【事業№03140201】 道路係 
 

事業概要 
●市民の交通安全の確保及び交通事故防止を目的に、甲府市が管理する道路における、交通安全施設の整備充実を図る。 

 
 

現況と課題 
●交通安全対策特別交付金制度の活用による事業であるため、事業対象の範囲、規格が制限される。 

  市で管理する膨大な道路延長に対して十分な予算の確保ができない。 

 
 

今後の事業展開 
●市民生活における交通上の安全と快適性に貢献する事業として、交付金を活用し、交通安全担当や警察関係者とも協

議を行い、必要とされる交通安全施設の設置を年次的に推進する。 

また、道路の新設・改良等により道路案内標識の設置・変更が必要な箇所に、案内標識の設置・改良を行う。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
交通安全施設の執行率（％） 

（設計金額／予算金額） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

74 125 100    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

58,043 54,198    

 

■自転車対策事業（特別職給与費を含む） 
担当部課係名 市民部 

消費生活センター 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5303 【事業№03140202】 交通安全係 
 

 

事業概要 
●市営駐輪場を利用することで甲府駅周辺及び中心商店街の放置自転車を解消し、まちの景観の保全や通行障害の解消

に繋げる。 

 
 

現況と課題 
●平成 25 年 9 月定例市議会において自転車等の放置の防止に関する条例を制定し、平成 26 年 4 月 1 日より甲府駅北口

地域を自転車等放置禁止区域に指定し、撤去保管を実施している。 

●中心街の市営駐輪場は、買い物客が店舗前に駐輪して買い物をするため、利用が少なく、自転車等放置禁止区域を設

置するには、商店街の理解と協力が必要である。 

●安価で買える自転車の増加に伴い、市営駐輪場内に長期放置自転車が増加している。 
 

今後の事業展開 

●平成 2７年 4 月 1 日より、甲府駅南口地域の自転車等放置禁止区域内に放置された自転車等の撤去保管を行う。 

●道路管理者と連携を図り、歩道や道路の放置自転車の撤去や市営駐輪場内の放置自転車等の実態を定期的に把握し、

長期放置自転車の撤去を行う。 

●自転車利用マナー向上の啓発を図る。 

●中心街の駐輪場については、桜町市営駐輪場の更なる利用率向上に取り組んでいく。 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
市営駐輪場の利用率（％） 

（利用台数/収容可能台数）） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

71.7 74.1 80    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

38,052 209,835    
 

02 交通環境の整備・向上  
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 ４．にぎわいと豊かさを創りだす風格のあるまち 

－産業の振興－ 

恵まれた自然や伝統、歴史的な観光資源を活かし風格とにぎわい、そして豊かさを実感できる

まちを目指します。また、産業間の相互連携によりバランスのとれた産業の発展を目指します。 

 

 

 

 

中心市街地商業等の活性化 地域資源を活かした観光まちづくり 

活力ある商業の育成 都市観光の推進 

森林文化の創造 

受入体制の整備 

情報発信の強化 

７．山間地域 

自然環境の保全・活用 

山間地域の活用 

中小企業への支援 

経営の自立・安定 

農地の有効利用 

経営の近代化 

６．生鮮食料品流通機構 

健全な市場運営 

２．工業 

産業基盤の整備 

８．勤労者 

３．農業 

森林の保全 

生産基盤の整備 

農業技術への対応 

勤労者の生活支援 

４．林業 

雇用対策の推進 地産地消の推進 

林業基盤の整備 

林業経営の振興 

５．観光 １．商業 



 
 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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施策の基本的考え方 

 

● 商店街が取り組む街路灯などの共同施設の整備に対する支援を行い、商店街の安心安全及び魅力

と賑わいの創出を図ります。 

● 市民、商業者、行政、その他関係機関等が連携し、中心市街地活性化基本計画及び商工業振興指針

に基づく、効果的な事業を展開し、中心市街地における商業等の活性化を図ります。 

● 経営の近代化を図るため、融資制度の充実、共同事業の促進、診断・指導事業の充実や経営者意

識の高揚を図ります。 

施策・事業の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

１.商業 

区分 施策 事業 

01 商業推進事業 01 活力ある商業の育成 

02 中心市街地商業等活性化事業（再掲） 

01 中心市街地商業等活性化事業 02 中心市街地商業等の活性化 

02 商業推進事業（再掲） 

01 融資対策事業 03 経営の近代化 

商
業
01 
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■商業推進事業 
担当部課係名 産業部 

商工課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5694 【事業№04010101】 商工金融係 
 

 

事業概要 
●商店街が行う街路灯などの共同施設の整備に対する支援を行い、商店街の安全安心及び魅力と賑わいの創出を図る。 

 
 

現況と課題 
●商店主の高齢化及び後継者不足等による商店数の減少により、商店街活動の維持が困難となっている。 

●商店街活性化に向けた取り組みを促進する人材が不足している。 

●郊外への大型店の進出等の影響により、小規模小売店の閉店が増加している。 

 
 

今後の事業展開 
●各種支援制度については、主体的かつ積極的に事業に取り組む商店街に対する重点配分に努めるとともに、老朽化し

た街路灯及びアーケード等の補修や、街路灯ＬＥＤ化の推進等の支援制度により、商店街の負担の軽減と環境への配

慮に努めるとともに、安全安心な商店街の形成を図っていく。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 

商店街連盟加盟商店会数 
平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

28 27 27    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

5,734 4,817    

 

 

■中心市街地商業等活性化事業 
担当部課係名 産業部 

商工課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5693 【事業№04010102←№04010201】再掲 商店街活性化係 

 

 

01 活力ある商業の育成  



 
 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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■中心市街地商業等活性化事業 
担当部課係名 産業部 

商工課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5693 【事業№04010201】 商店街活性化係 
 

事業概要 
●市民、商業者、行政、その他関係機関等が連携し、中心市街地活性化基本計画及び商工業振興指針に基づく事業や、

まちにとって効果的な事業を展開し、中心市街地における商業等の活性化を図る。 

 

 
 

現況と課題 
●中心市街地の中でも活性化が期待される重点エリアを設け、官民協働によるストリート再生チームの事務局体制の刷

新を図り、また、運営方法を抜本的に見直したことで、商店街関係者や行政、関係団体等による新たな枠組みやネッ

トワークの構築が図られた。また、各種補助制度により商店街関係者だけでなく、市民の中心市街地活性化への取組

への参画を促進し、賑わいの創出を図った。今後は、更に効果的な情報発信等に努め、空き店舗への創業者の出店を

促すなど、中心市街地活性化に係る事業への多くの参画者を獲得する必要がある。 

 
 

今後の事業展開 
●各種補助制度の活用による中心市街地の再生及び賑わい創出に努めるとともに、関係機関、団体、市民等と連携、 

協力して中心市街地における商業等の活性化に資する事業の創出に努める。 

また、「甲府未来創り重点戦略プロジェクト」に位置付けられたジュエリー関連企業の集積による産業振興を図るた 

め、ものづくりに関する専門家等のアドバイスによるプランニングや空き店舗補助制度の改正等を検討し、宝石のま 

ち甲府を肌で感じられるようなジュエリーを中心としたクラフト系ゾーニングを進め、若手クリエイターの出店を支 

援していく。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 
中心市街地における空き店舗

数（件） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

231 193 189    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

46,195 46,792    

 

■商業推進事業 
担当部課係名 産業部 

商工課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5694 【事業№04010202←№04010101】再掲 商工金融係 
 

 

02 中心市街地商業等の活性化  
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■融資対策事業 
担当部課係名 産業部 

商工課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5694 【事業№04010301】 商工金融係 
 

事業概要 
●中小企業の経営及び構造の改善並びに経営基盤の強化を促進するため、中小企業者に対し、預託金・寄託金を原資に

取扱金融機関を通じ、必要な事業資金の融資を行い、本市商工業の健全な発展に資することを目的とする。 

 

 
 

現況と課題 
●国においては、業況の悪化している中小企業者を対象としているセーフティネット保証第 5 号の要件に、東日本大震

災により影響を受けた中小企業者を加えた保証制度を継続している。 

 そのため、セーフティネット保証などに伴う認定を速やかに行うとともに、本市の制度融資の中で低利で償還期間の

長い特別経営安定資金等の融資が円滑に実行できるよう努める。 

 
 

今後の事業展開 
●今後も、金融機関や保証協会と連携を図りつつ、小規模企業者小口資金や特別経営安定資金など市の制度融資を推進

することにより、中小企業者の個々の実情に適した資金繰りの支援を行っていく。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 倒産にかかる 

融資金額比率（％） 

（融資残高に対する） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

1.25 2.38 2.00    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

548,415 546,860    

 

03 経営の近代化  



 
 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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施策の基本的考え方 

 

● 中小企業振興策として経営革新や人材育成に対する支援をするとともに、産業の活性化を図るた

め、既存工業団地の生産環境の維持増進及び企業誘致のための環境整備に努めます。 

● 新規分野への進出、高度化、企業連携や異業種交流などを支援し新たな産業の創出を図るための

環境整備に努めます。 

施策・事業の体系 

２.工業 

区分 施策 事業 

01 地場産業振興対策事業 

 

01 産業基盤の整備 

工
業
02 

 01 融資対策事業（再掲） 02 中小企業への支援 

02 地場産業振興対策事業（再掲） 
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■地場産業振興対策事業 
担当部課係名 産業部 

商工課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5695 【事業№04020101】 商工金融係 
 

事業概要 
●地域産業の発展の担い手である地場産業・伝統産業を支援し、産地基盤の確立と販路拡大並びに業界の振興及び育成

を図る。 

 
 

現況と課題 

●本市の中小企業は、経営基盤が脆弱な個人経営・生業型企業が多いため、異業種製品のマッチング＊や、地域ブラン

ド構築のための新商品開発費助成などと共に、人材育成のための支援が必要である。 

 
 

今後の事業展開 
●各業界組合等への助成については、より効果的な支援策を検討する。 

●甲府商工会議所、各商工業団体等と連携する中で、販路拡大に繋がる効果的な方策を検討し、工業振興を図るための

事業を積極的に推進していく。 

●地場産品の地域ブランド化に取り組むため、各業界団体等の異業種協業化＊、及び地域資源を活用した特色ある新商

品の開発を推進し、地場産業の発展と地域の活性化を図る。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 
地域ブランド化を目指す商品

等の認定件数（件） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

3 0 1    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

16,088 16,007    

 

 

 

 

 

 

 

■融資対策事業 
担当部課係名 産業部 

商工課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5694 【事業№04020201←№04010301】再掲 商工金融係 
 

 

 

■地場産業振興対策事業 
担当部課係名 産業部 

商工課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5695 【事業№04020202←№04020101】再掲 商工金融係 

 

 

 

 

 

 

 

 

01 産業基盤の整備  

02 中小企業への支援 



 
 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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施策の基本的考え方 

 

● 優良農地＊の確保・保全を図るため、生産環境基盤の整備を行います。 

● 農業技術の普及指導に努めます。 

● 農家の自立と経営の安定を図るため、農業経営改善を支援し、農業関連施設の近代化の促進や生

産販売対策の拡充、他産業との連携を図ります。 

● 農地銀行＊の活用促進、遊休農地＊対策の推進、中山間地域等直接支払い制度＊の推進を行いなが

ら、農地の有効利用を図ります。 

● 地産地消＊の推進を図ります。 

施策・事業の体系 

３.農業 

01 学校給食事業（小学校）（再掲） 

 

区分 施策 事業 

04 農地の有効利用 

05 地産地消の推進 

02 学校給食事業（中学校）（再掲） 

 

01 生産基盤の整備 

02 農業技術への対応 

03 経営の自立・安定 農
業
03 

01 農業経営基盤強化促進対策事業 
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■農業経営基盤強化促進対策事業 
担当部課係名 産業部 

農政課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

298‐ 

4834 【事業№04030301】 振興係 
 

事業概要 
●農業者及び関係団体をソフト・ハード両面で支援することにより、効率的で安定的な魅力のある農業経営を目指す農

業者を確保・育成するとともに、これらが甲府市農業の相当部分を担うような農業構造の構築を目指す。 

 
 

現況と課題 

●認定農業者の高齢化に伴い更新時（認定有効期限 5年）に再認定を辞退する農業者が増えている。近年の社会情勢か

ら、非農家からの新規就農や企業の農業参入などの相談が増えており農業の担い手も多様化し、指導、支援も多様な

対応が求められている。 

●国は、新たに平成 26 年度より認定農業者をはじめとする担い手育成・確保のため、市が認定した新規就農者を支援

する認定新規就農制度を創設し地域農業の中心となる担い手となるよう施策を展開することとなった。今後は、関係

機関と連携し、未認定農業者や新規就農者の指導、支援に努め、未認定農業者を認定農業者に新規就農者を認定新規

就農者に誘導する必要がある。 

 
 

今後の事業展開 
●農業経営の強化策として、認定農業者や認定新規就農者等へ農地が集積されるよう支援を行うとともに、資金の利子

助成や経営相談の対応や研修会などを開催し、効率的で安定的な経営体の育成に努める。 

●認定農業者や認定新規就農者の育成・確保を図り、農地の利用集積をさらに推進するため、国が創設した地域農業マ

スタープラン作成事業を活用し、北部山付東部果樹地域、南部平坦地域、中道上九一色地域、七覚地域の 4 つのマス

タープランを作成した。今後は、農地中間管理事業、青年就農給付金、経営転換協力金等の制度を活用し、担い手の

体質強化を図るとともに、地域農業の振興に努める。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 

担い手による総経営面積（㎡） 
平成25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

292.0 284.6 320.25    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

35,492 28,756    

 

 

 

 

■学校給食事業（小学校） 
担当部課係名 教育部 

学事課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

7322 【事業№04030501←№02010401】再掲 保健給食係 

 

■学校給食事業（中学校） 
担当部課係名 教育部 

学事課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

7322 【事業№04030502←№02010402】再掲 保健給食係 

 

 

 

03 経営の自立・安定  

05 地産地消の推進  



 
 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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施策の基本的考え方 

 

● 適正な森林施業の実施により、健全な森林資源の維持増進を図るため、｢甲府市森林整備計画＊｣

に基づいた、治山事業の推進、林道の整備促進を推進します。 

● 林業経営の安定と、林業従事者の安定性を促進させるため、林業構造改善を推進し、林業の担い

手の確保に努めます。 

● 公益森林（水源かん養林）の整備促進を図り、水資源の安定確保のため、手入れの行き届かない

民有林について、森づくりコミッションと連携し、「企業の森」等の誘致確保に努めます。 

● 森林とふれあう環境の整備を行うとともに、民有林の適時適切な森林施業の推進を図ります。 

 

施策・事業の体系 

４.林業 

区分 施策 事業 

01 林業基盤の整備 

林
業
04 

04 森林文化の創造 

02 林業経営の振興 

01 森づくり推進事業 03 森林の保全 

01 森づくり推進事業（再掲） 

01 森づくり推進事業（再掲） 
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■ 森づくり推進事業 
担当部課係名 産業部 

林政課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

298- 

4837 【事業№04040201←№04040301】再掲 森林保全係 

 

 

 

■ 森づくり推進事業 
担当部課係名 産業部 

林政課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

298- 

4837 【事業№04040301】 森林保全係 
 

事業概要 
●地球温暖化防止への取り組みが重要となる中、本市総面積の64％を占める森林の有する公益的機能の高度発揮が図ら

れるよう、適正な森林整備を進める造林・間伐事業、更には、水源地域森林や荒廃山地の整備のための治山事業、森

林整備の効率化を図る林道事業へ取組む。また、市有林や山村地域の基幹産業である林業の経済林としての位置付け

の確立に取り組む。 

 
 

現況と課題 
●木材産業の活性化や水源涵養などの森林機能を保全する森林整備推進が重要であるが、木材価格低迷などによる生産

意欲の減退や、林業労働力確保などが大きな課題である。 

 
 

今後の事業展開 
●「甲府市森林整備計画」に基づき、手入れが行き届いていない森林を対象として健全な森づくり推進を図るため、県、

森林組合等と連携を図るなかで、森づくり推進事業を継続的に実施する。 

●甲府市有林については、森林資源の有効活用を図るなかでの森林整備と経済林としての活用推進のため、「森林経営計

画」に基づいた森林整備の推進や間伐材の活用について調査検討を行い資源の有効活用を図る。 

 

 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
公有林整備面積 

（ha） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

12 20.96 50.89 
   

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

8,726 16,866    

 

 

 

■ 森づくり推進事業 
担当部課係名 産業部 

林政課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

298- 

4837 【事業№04040401←№04040301】再掲 森林保全係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

02 林業経営の振興  

03 森林の保全 

04 森林文化の創造 
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施策の基本的考え方 

 

● 観光客はもとより、ビジネスやコンベンション＊を目的に来甲する人々が、本市の魅力を感じるこ

とができ、次の機会にはリピーター＊として訪れてもらえるよう、本市の豊富な地域資源を組み合

わせた回遊・滞在型の「都市観光」ができる観光地づくりに努めます。 

● 多様な観光客を誘致するため、歴史・伝統・文化などを積極的に活用し、人を惹きつける賑わい

のある観光地づくりに努め、来甲者や観光客のニーズを的確に捉えた施策の展開を図ります。 

● 本市の交通の利便性や立地条件を最大限活用しながら、国内外観光客の受け入れ体制の整備を図

ります。また、観光客と市民との交流の主体となる担い手の育成に努めます。 

● 本市の魅力を国内外に広く発信し、多くの人々に本市を訪れてもらうため、多種・多様・多面的

な誘客宣伝活動の展開を効果的に行います。 

施策・事業の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５.観光 

区分 施策 事業 

観
光
05 

01 都市観光の推進 

 
02 地域資源を活かした観光まちづくり 

 

 

01 観光開発事業 

01 観光開発事業（再掲） 

 
02 まつり推進事業 

 
01 観光開発事業（再掲） 03 受入体制の整備 

01 観光開発事業（再掲） 04 情報発信の強化 



第３編 事業計画 

 

 127 

 

 

■観光開発事業 
担当部課係名 産業部 

観光課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5702 【事業№04050101】 観光係 
 

事業概要 
●「観光振興計画推進会議」（仮称）を設置する中で､観光関連団体等と連携し、活力ある魅力的なまちづくりを推進す

る。 

●本市の地域資源を活用した、体験型・交流型の要素を取り入れた着地型観光（ニューツーリズム）ツアーやイベント

を実施することで、観光客の誘致とリピーターを創出し、交流人口の増加による地域活性化を図る。 

●観光情報や本市の魅力的な地域資源などを観光パンフレットなどの紙媒体、ホームページや SNS（ソーシャルネット

ワーキングサービス）といった電子媒体、雑誌や新聞等さまざまな情報メディアを使い分けて発信することにより、

国内外へ効果的なプロモーション活動を実施する。 

●主に外国人観光客等の利便性向上、観光・交通情報等の発信力強化、大規模イベントや災害時の情報伝達手段の充実

のため、公衆無線 LAN サービスの普及を促進する。 

●「甲府市観光客誘致対策補助金交付制度」の周知を積極的に行い、滞在型の観光客の増加を図る。 

●本市の奥深い歴史を体感してもらうため、さまざまな歴史的な背景・伝統・文化を活用し魅力あるイベントの企画や

実施環境の整備に努める。 

 
 

現況と課題 
●開府 500 年という大きな節目を迎える本市の歴史的背景への関心の高まりやオリンピック・パラリンピックの開催・

リニア中央新幹線の開通を控え、外国人観光客の増加が予想される。 

●近年の社会情勢の変化や価値観の多様化により、旅行形態も「見る観光」から「芸術や文化を楽しむ、街並みや文化

遺産、地場産業に触れる」、あるいは「地元の人と交流する」など多種多様となっている。またインターネットやスマ

ートフォンの普及による観光客の情報収集方法の変化も旅行形態の多様化に拍車をかけている。 

 
 

今後の事業展開 
●開府 500 年という大きな節目を迎えるにあたり、歴史・伝統・文化を活用し、関連施設の整備、イベントの企画、実

施環境の整備といった関連事業を展開し、国内外に向けて本市の魅力を発信していくことで人を惹きつける賑わいの

ある観光地づくりに努める。 

●外国人観光客向けの情報発信の強化や施設整備によるインバウンド推進に向けた事業を戦略的に展開し、また点在す

る地域観光資源を都市観光という形に再構築することで、国内はもとより増加が見込まれる外国人観光客に本市の

様々な魅力を感じていただける観光地づくりに努める。 

●海外への各種プロモーション等を新たに展開して外国人観光客の誘客を推進するとともに、公衆無線ＬＡＮ等の受入

体制の整備を推進する。 

●平成 26 年度に策定した第 2 次甲府市観光振興基本計画に基づき、各種関係団体等とのさらなる連携を図る中で、観

光振興にかかわる多くの取り組みを融合し、効果の高い観光施策の実施に努めていく。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 
年間外国人宿泊延人数 

（人） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

9,350 11,705 12,200    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

13,575 22,303    

 

01 都市観光の推進  
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■観光開発事業 
担当部課係名 産業部 

観光課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5702 【事業№04050201←№04050101】再掲 観光係 

 

■まつり推進事業 
担当部課係名 産業部 

観光課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5702 【事業№04050202】 観光係 
 

事業概要 
●「信玄公祭り」や「甲府大好きまつり」を通じ市民のふるさと意識を醸成し、参加者の自発的意識のもと、市民連帯

感の高揚を図る。さらに、「信玄公祭り」においては、県内外の観光客に親しまれる祭りとして実施し、交流人口の増

加を目指していく。 

 
 

現況と課題 
●信玄公祭りについては、晴天や満開の桜に恵まれ、対前年度比 15,450 人増の 135,000 人であった。 

●甲府大好きまつりにおいては、平成 20 年度より協賛金を募集し運営してきており、収入は前年度実績を下回ったも

ののほぼ例年並みの協賛金収入であった。また、内容についても、新たな試みを随所に織り交ぜながら実施し、また

前年度に比べて天候にも恵まれたことから、約 31,000 人（対前年度 8,000 人増）の来場者であった。 
 

 

今後の事業展開 
●第 44 回（平成 27 年度）信玄公祭りは、昨年度の反省点を改善する形で、さらなる創意工夫を凝らした魅力的な祭り

としていく。また、民間の活力を活用しながら、観光客の滞在時間延長や消費額の向上、さらには新しいマーケット

（ターゲット）の開発に努めていく。 

●「甲府大好きまつり」については、民間との連携を重視する中で事業内容の見直しを図り、参加団体や来場者の増加

に向けた取り組みを行なう。また、平成 28 年度以降の甲府大好きまつりの再考を図るため、新たに見直し検討委員会

等を設置し、開府 500 年を見据える中で、より魅力的な祭りとして開催できるよう検討して、来年度以降に反映する。 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 
信玄公祭りの人出 

（人） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

119,550 135,000 135,000    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

19,300 19,300    

 

 

 

 

 

 

■観光開発事業 
担当部課係名 産業部 

観光課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5702 【事業№04050301←№04050101】再掲 観光係 

■観光開発事業 
担当部課係名 産業部 

観光課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5702 【事業№04050401←№04050101】再掲 観光係 

02 地域資源を活かした観光まちづくり  

03 受入体制の整備  

04 情報発信の強化  
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施策の基本的考え方 

 

● 指定管理者制度を活用した効率的で効果的な運営を行うとともに、施設の老朽化対策を行いなが

ら生鮮食料品等の流通の円滑化を図ります。 

施策・事業の体系 

６.生鮮食料品流通機構 

区分 施策 事業 

01 健全な市場運営 生
鮮
食
料
品
流
通
機
構
06 



 
 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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施策の基本的考え方 

 

● 環境保全と開発の調和を基本とした森林の利活用を行いながら、農林業と観光産業の共存できる

地域づくりに努めます。 

● 山間地域の活用を図りながら、山村の振興に努めます。 

施策・事業の体系 

７.山間地域 

区分 施策 事業 

01 自然環境の保全・活用 

02 山間地域の活用 

山
間
地
域
07 
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施策の基本的考え方 

 

● 勤労者の生活の安定及び福祉の増進を図るため、県や金融機関と連携して利用者が必要とする資

金の調達を支援します。 

● 山梨労働局、ハローワーク甲府などの関係機関との連携を図りながら、就労支援を行います。ま

た、退職後の高年齢者の社会参加の援助と生きがい対策として、公益社団法人甲府市シルバー人

材センターへの支援を行います。 

施策・事業の体系 

 

８.勤労者 

区分 施策 事業 

01 勤労者融資対策事業 01 勤労者の生活支援 

01 雇用促進対策事業 02 雇用対策の推進 

勤
労
者
08 



 
 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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■勤労者融資対策事業 
担当部課係名 産業部 

労政課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5736 【事業№ 04080101】 労政係 
 

事業概要 

●勤労者に住宅の新築、増改築及び購入に必要な資金や、医療、教育、その他資金の調達を支援することにより、勤労

者の福祉の向上と生活の安定を図る。 

 
 

現況と課題 

●過去にない低金利状態の中で、生活資金や住宅資金等を目的とした、多種多様な金融商品が登場している。 

 
 

今後の事業展開 

●制度の利用者が僅かなことなどから、平成 26 年度をもって新規の融資を終了した。今後は、過年度融資に係る原資

を預託する。 

 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 融資枠（予算）に対する 

融資実行率（％） 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

4.8 13.1 -    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

553,515 480,931    

01 勤労者の生活支援 
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■雇用促進対策事業 
担当部課係名 産業部 

労政課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5736 【事業№04080201】 労政係 
 

事業概要 

●求職者に対する就労支援。 

●若年者の職業感の醸成及び就労体験の支援。 

●高年齢者の生きがいや社会への積極的参加を推進していくため、公益社団法人甲府市シルバー人材センターの運営管 

理を支援。 

 
 

現況と課題 

●全国平均の求人倍率が１倍を超える推移のなか、県内は依然として１倍を下回る状況が続いている。また、企業の県

内拠点の撤退など、依然として厳しい雇用情勢。 

 
 

今後の事業展開 

●山梨労働局、甲府公共職業安定所との連携により本市と国で一体的に実施する就労支援窓口「ワークプラザ甲府」を

積極的に活用し、就労の促進を図る。 

●中高校生を対象とした若年者就業支援事業（キャリア教育講演会）の実施。 

●甲府市インターンシップ＊事業の対象学生と受入事業所の調整を行い、就労体験の場を提供することにより若年者の

就労体験を図る。 

●公益社団法人甲府市シルバー人材センターについては、センターの自立に向けた事業展開の強化を促すとともに、広

報活動の支援をしていく。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
ワークプラザﾞ甲府の 

就労相談件数（件） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

- 491 1,550    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

17,822 17,290    

 

 

 

 

 

02 雇用対策の推進  



 
 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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 ５．魅力と活気のあるだれもが住みたい楽しいまち 

－都市基盤の整備－ 

地方中核都市にふさわしい都市拠点の形成により、だれもが訪れ、住みたくなるまちづくりを

推進するとともに、都市間の交流・連携、都市交通の円滑化、地域情報化を推進し、魅力と活気

のある楽しいまちをつくります。 
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施策の基本的考え方 

 

● 甲府駅周辺の大規模空閑地を活用し都市基盤の整備を充実し、新たな拠点施設の整備と企業立地

の促進に努めます。 

● 既成市街地において、住環境の改善及び安全なまちづくりの促進に努めます。 

● 中心市街地の活性化と魅力あるまちづくりに努めます。 

● 鉄道駅と連携した学園交流の拠点づくりに努めます。 

施策・事業の体系 

１.都市拠点整備・再開発 

04 鉄道駅を核としたまちづくりの推進 

区分 施策 事業 

01 甲府駅周辺土地区画整理事業＊ 01 甲府駅周辺地区の整備 

02 既成市街地の再整備 

03 まちなか居住の再生 

都
市
拠
点
整
備
・
再
開
発
01 

 

02 まちなか回遊道路整備事業 



 
 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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■甲府駅周辺土地区画整理事業 
（特別職給与費含む） 担当部課係名 建設部 

区画整理課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

230- 

1029 
【事業№05010101】 換地補償係・工事係 

 

事業概要 
●甲府駅周辺の鉄道跡地等の大規模空閑地を活用し、都市環境を整備すると共に、新たな都市拠点の形成を図るため、

道路・公園等の公共施設の基盤整備を行う。 

 

 
 

現況と課題 
●換地設計に基づく仮換地指定及び建物移転補償等地権者との合意形成 

●横沢架道橋整備工事の円滑な推進 

 

 
 

今後の事業展開 
●事業計画に基づき、平成 35 年度の事業完成に向け、事業の計画的・効率的な推進を図る。 

●朝日町通り周辺を主体に仮換地指定を行っていく。 

●横沢通りの架道橋整備工事を推進する。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
公共施設整備率 

（％） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

39 47 51    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

1,337,870 1,875,508    

 

■まちなか回遊道路整備事業 
担当部課係名 建設部 

区画整理課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

230- 

1029 【事業№05010102】 換地係・補償係・工事係 
 

事業概要 
● 甲府駅の南北を結ぶルートを整備することにより、市民や甲府を訪れた観光客の回遊性を向上させるとともに、甲

府城およびその周辺の散策しやすい歩行空間を創出することで、「歴史物語都市こうふ」を推進するための基盤を創

造する。 
 

現況と課題 
● 工事が、ＪＲ踏切拡幅を含むものであるため、ＪＲ等各関係機関との綿密な調整を行う必要がある。 

● 踏切拡幅工事に伴い踏切前後の家屋移転が必要となり慎重な交渉が求められる。 

 
 

今後の事業展開 
● 平成 30 年度の事業完成に向け、事業の計画的・効率的な推進を図る。 

● 甲府市中心市街地活性化基本計画に位置づけられている、東京ガス山梨㈱北から、ＪＲ桜町道踏切を経て社会教育

センターまでの南北を結ぶルート整備について、社会資本整備総合交付金を活用し整備を推進する。 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
全工程の進捗率 

（％） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

－ － 10    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

－ 7,301    

 

01 甲府駅周辺地区の整備  
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施策の基本的考え方 

 

● 計画的なまちづくりを住民と協働で推進します。 

● 地区計画＊制度を活用し、地域の特性を生かした住民によるまちづくりを推進するとともに、適切

な土地利用を図る民間開発の誘導に努めます。 

● 面的整備によるまちづくりの促進に努めます。 

施策・事業の体系 

 

２.市街地の整備 

01 都市基本計画推進事業 

区分 施策 事業 

01 計画的なまちづくりの推進 

02 市街化進行地域の整備 

03 新市街地の整備 

市
街
地
の
整
備
02 



 
 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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■都市基本計画推進事業 
担当部課係名 建設部 

都市計画課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5814 【事業№05020101 】 計画係 
 

 

事業概要 
●まちづくりに関する基本計画を策定し、都市の健全な発展と秩序ある整備を図る。 

●魅力のある持続可能なまちづくりに向け住民意見の反映が求められる状況下、まちづくりに関する計画素案の検討な

ど、まちづくりに対する住民提案に向けた活動や取組みを市民主体または市民との協働により行う。 

 
 

現況と課題 
●市街地の整備や地域特性を活かす良好な景観形成には、個人の権利に対する規制や制限も伴うことから市民の合意形

成が重要である。 

●優良建築物等整備事業は、住居機能、小売店舗機能及び地域交流機能を導入し、敷地の高度利用を図り、まちなか居

住を推進することが必要となっている。 

 
 

今後の事業展開 
●「甲府市景観形成基本計画＊」、「甲府市景観条例＊」及び「甲府市景観計画」を踏まえた景観のルールづくりを行うな

ど、住民協働によるまちづくりを推進する。 

●優良建築物等整備事業については、関係機関と連携し、事業推進を図っていく。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 
まちづくりに関する基本計画

の策定（計画数）（件） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

1 1 1    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

716,178 270,332    

 

 

01 計画的なまちづくりの推進  
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施策の基本的考え方 

 

● 新たな国土軸＊の形成による道路ネットワークの構築により、社会経済活動の変化に対応した地域

活性化を図るため、高速交通網と地域高規格道路＊の早期整備・促進に努めます。 

● 市内中心部を通過する交通を排除することにより交通渋滞の解消を図るため、放射型道路と有機

的に連結する環状道路の整備・促進に努めます。 

● 在来鉄道及び路線バスの利便性を向上させるとともに、高齢者や障害者の日常の移動の手段とし

て利用できる環境を整え、利用促進に努めます。 

● 新時代に対応し、新たな交通システム＊や既存の交通体系の連携改善により、新時代の交通体系を

総合的に検討します。 

施策・事業の体系 

３.交通 

区分 施策 事業 

01 高速広域交通網の整備促進 

02 交通環境の整備 

01 バス利用促進対策事業 03 公共交通機関の利用促進 

04 総合的な公共交通・交通体系の検討 

交
通
03 



 
 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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■バス利用促進対策事業 
担当部課係名 企画部 

交通政策課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5109 【事業№05030301】 交通政策係 
 

事業概要 
●地域の主要生活交通であるバス路線を維持・確保していく。 

 

 

 
 

現況と課題 
●市内の路線バスは赤字幅が増大しているため、バス事業者の路線退出が懸念される。 

●代替バス路線においては、利用者の低迷から公費負担が嵩んでいる。沿線自治体やバス事業者との利用促進対策が課

題である。 

 
 

今後の事業展開 
●「甲府市公共交通体系基本構想」＊に位置づけられている利用促進のための施策を住民、事業者とともに進めていく

とともに、山梨県や沿線自治体ともバス路線維持のための施策を継続的に協議していく。 

 

 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 補助路線及び代替バス路線

の延べ利用者数 

（千人：路線全行程） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

3,193 3,135 3,135    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

85,848 71,841    

 

 

 

03 公共交通機関の利用促進  
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施策の基本的考え方 

 

● 広域交通網の整備やそれと連携する地域の骨格となる道路網の整備に努めます。 

● 災害時の避難路・都市の景観やすべての人に利用しやすい道づくりに配慮した計画的な道路整備

に努めます。 

施策・事業の体系 

 

４.幹線道路 

区分 施策 事業 

幹
線
道
路
04 

01 広域・地域交通道路の整備 01 和戸町竜王線整備事業 

 

02防災・景観・福祉に配慮した計画的なみちづくりの推進 



 
 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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■和戸町竜王線整備事業 
担当部課係名 建設部 

都市整備課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

7055 【事業№05040101 】 工事係・用地係 
 

事業概要 
●和戸町竜王線（中央四丁目工区）については、中心市街地の骨格を形成する都市計画道路として、また、東西方向の

放射型道路として、中心市街地の交通を円滑にするとともに、快適な歩行者ネットワークの形成や来街者の増加に寄

与する路線として整備する。また、隣接する城東工区及び中央五丁目工区については、山梨県による代行事業とする

協定を締結したことから、負担金を支出することにより和戸町竜王線全体の事業推進を図る。 

 
 

現況と課題 
●地域を斜めに分断する新設道路であることから、関係地権者等の合意形成が課題となる。また、起業地には建物が多

数建ち並び、営業中の店舗も存在するため、移転が完了するまでに不測の日数を要する可能性がある。また、国から

の交付金が要望額に満たない年度もあり、今後も厳しい財政状況が予想されることから、事業の進捗が遅れることが

懸念される。 

 
 

今後の事業展開 

●今後も粘り強い用地交渉を重ねていくことにより地権者との合意形成を図るとともに、交付金の確保のため国県に積

極的に働きかけ、計画的な事業の推進と早期の事業完了を目指す。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
事業費率（％） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

30 43 60    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

609,824 555,160    

 

01 広域・地域交通道路の整備  
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施策の基本的考え方 

 

● 地域の利便性の向上を図るために道路整備を推進するとともに、交通安全や防災上から狭小道路

の拡幅整備に努めます。 

● バリアフリー＊化・植栽・電線類の地中化＊を推進し、人にやさしい道づくりに努めます。 

● 市道の適切な維持補修、道路工事の適切な施工管理の推進、不法占拠の是正推進や里道等の適切

な管理に努めます。 

施策・事業の体系 

 

01 市道新設改良事業 

02 道路環境の整備 

03 道路の維持・管理 01 橋りょう長寿命化修繕事業 

02 国玉通り線整備事業 

03 舞鶴公園北通り線整備事業 

04 城東三丁目敷島線整備事業費 

01 道路照明灯改修事業 

５.生活道路 

 

区分 施策 事業 

01 市道等の整備 

生
活
道
路
05 



 
 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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■市道新設改良事業 
担当部課係名 建設部 

都市整備課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

7055 【事業№05050101】 工事係・用地係 
 

事業概要 
●生活道路（市道）を整備し、地域環境の改善や交通の安全性及び利便性の向上を図る。 

 
 

現況と課題 
●厳しい財政状況により、地域要望を受けてからの早期事業着手は難しく、3 年から 5 年程度は工事に着手できない状

況である。 

●市街地の路線は、補償費が大きく迅速な事業進捗は困難である。 

●限られた予算の中で、早急に地域要望に対応するのは難しく、緊急度や費用対効果等から施工路線を判定し、効率的

な整備を進めなくてはならない。 
 

今後の事業展開 
●市民や地域から出された要望路線の中から、緊急度や費用対効果等を判断基準とした「道路整備評価表」の評価項目

に沿って点数化を行うことで優先順位を決定し、効率的で計画的な事業の推進を図っていく。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
市道改良率 

（％） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

67.80 67.86 68.03    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

145,090 189,100    

 

 
■国玉通り線整備事業 

担当部課係名 建設部 
都市整備課 

ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 
223- 

7055 【事業№05050102】 工事係・用地係 
 

事業概要 

●本路線は、市道上阿原寿町線と都市計画道路和戸町竜王線を結ぶ道路であり、車両及び歩行者の安全性・快適性の確

保を図る路線として整備する。 

 
 

現況と課題 
●平成 18 年度に事業を再開し、用地取得率は約８割までに達しているが、残りの地権者との交渉が難航している。 

 

 
 

今後の事業展開 

●引き続き粘り強く用地交渉を重ねていくことにより、地権者との合意形成を図り、早期の事業完了を目指す。 

 

 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
路線整備率 

（％） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

45.79 45.79 61.58    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

36,500 66,600    

 

 

01 市道等の整備  
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■舞鶴公園北通り線整備事業 
担当部課係名 建設部 

道路河川課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5843 【事業№05050103】 道路係 
 

事業概要 

●甲府駅南口周辺地域修景計画の取組メニューの一つである。市道舞鶴公園北通り線の歩道整備（バリアフリー化）を

行うとともに、案内機能の充実を図る。このことにより歴史や文化にふれることのできる中心市街地の再生を目指す。 

 
 

現況と課題 

●沿道関係者の合意形成と駅前広場と整合性を持たせた景観に配慮した整備内容が必要となる。 

 

 
 

今後の事業展開 

●現道の北側の歩道を拡幅するとともに、歩行者の安全・快適性を高めるため、バリアフリー化を図る。また、甲府城

に誘う空間を演出するため、案内機能を充実させるとともに、意匠等についても配慮する。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 

執行率（％） 
平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

－ 6 100    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

5,000 45,500    

 

 

■城東三丁目敷島線整備事業 
担当部課係名 建設部 

都市計画課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5814 【事業№05050104】 計画係 
 

事業概要 

●城東三丁目敷島線（伊勢工区）は、甲府市都市計画マスタープランでこうふ中環状線と位置づけられているとともに、

都市計画道路整備プログラムにおいても整備優先路線の順位２番に決定していることから、地域の道路交通の円滑化

や防災機能の向上等に資することを目的に整備する。 

 
 

現況と課題 

●本事業に関しては、平成 20 年 12 月に都市計画道路プログラムに関する説明会を、地元住民を対象に 2 回開催してい

る。このことにより、地域住民は何時事業が始まるのか注意深く見守っており、事業の進捗についても問い合わせが

ある。 

 
 

今後の事業展開 

●都市計画道路整備プログラムで整備順位の 1 番に位置づけられている、和戸町竜王線（中央四・五丁目・城東工区）

の事業進捗状況に合わせ、予算の平準化を図りながら当該路線（工区）に着手する。 

 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
執行率 

（％） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

－ － 55    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

－ 10,300    
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■道路照明灯改修事業（省ｴﾈ・ｸﾞﾘｰﾝ化 
担当部課係名 建設部 

道路河川課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5843 推進事業）【事業№05050201】 道路係 
 

事業概要 

●省エネ化を目的に、甲府市が管理する道路照明灯を省エネ照明設備のＬＥＤ灯照明設備に改修を行うことにより、消

費電力を大幅に抑え、温室効果ガスの効果的な削減に取り組む。 

 
 

現況と課題 

●標準的な道路照明については、平成 27 年度からリース方式（10 年間）によりＬＥＤ化を促進するが、特殊形状等の、

リース方式による対応が相応しくないものについては、平成 28 年度に改修工事を行っていく必要がある。また、リ

ース方式による道路照明灯についても、リース期間満了後の管理について検討していく必要がある。 

 
 

今後の事業展開 

●標準的な道路照明 136 基については、平成 27 年度からリース方式（10 年間）により、ＬＥＤ化を促進する。また、

特殊形状等の、リース方式による対応が相応しくないものについては、平成 28 年度に改修工事を行っていく。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
ＣＯ2削減効果 

（ｔ／年） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

3.79 23.70 80.11    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

3,150 6,564    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

02 道路環境の整備 
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■橋りょう長寿命化修繕事業 
担当部課係名 建設部 

道路河川課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5843 【事業№05050301】 道路係 
 

事業概要 

●平成 25 年度に策定された橋梁長寿命化修繕計画に基づき、詳細設計委託・修繕・架け替え・落橋防止工事等を実施

し、現状の市道橋の長寿命化を図り、これにより年度間の財政負担の平準化及び安全安心な道路環境を目指す。 

 
 

現況と課題 

●橋梁は、形状や材質が多種多様であり、特殊な土木構造物であることから、補修方法については、詳細設計の業務委

託が必要である。また、橋梁が架かっている施設の管理者（河川・県道・高速道・JR等）との協議等が必要となる。 

 
 

今後の事業展開 

●橋梁長寿命化修繕計画に基づき、的確な事業推進を図る。 

 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 修繕実施率（％） 

（修繕済み橋りょう数／修繕対

象橋りょう数） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

－ 0 4    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

111,792 219.500    

 

03 道路の維持・管理 

  



 
 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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施策の基本的考え方 

 

● 地権者及び推進委員等の理解と協力を深め、調査体制の強化に努めます。 

● 調査結果を生きた情報として幅広い活用に努めます。 

施策・事業の体系 

６.地籍調査 

区分 施策 事業 

02 調査結果の利活用 

地
籍
調
査
06 

01 地籍調査事業  01 事業の推進 
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■地籍調査事業 
担当部課係名 建設部 

地籍調査課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

223- 

6103 【事業№05060101】 地籍係 
 

事業概要 
●一筆ごとの土地について、その所有者、地番、地目の調査及び境界並びに地積に関する測量を行い、地籍の明確化を

図る。 

●調査の成果は、個人の取引から公的機関による地域の整備まで、土地に関するあらゆる行為のための基礎データとな

る。 

 
 

現況と課題 
●市街地域に入り土地の権利関係等、地権者間の複雑な問題が多く、これらの問題解決に時間を要する。 

 

 
 

今後の事業展開 
●地籍調査は個人・地域の安心・安全に直結する調査であり、住民福祉の向上に有効に寄与することから、事業計画に

基づき、外部委託のさらなる活用を踏まえ、迅速かつ的確な事業推進を図る。 

 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
実施計画調査面積に基づく調査率 

（実施面積／実施計画調査面積） 

平成25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

44.55 45.08 46.76    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

62,431 64,473    

 

 

01 事業の推進 

  



 
 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
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施策の基本的考え方 

 

● 甲府市地域情報化計画＊に基づき、情報通信技術（ＩＣＴ）＊を利活用した効率的・効果的な行政運営を図

るなかで、質の高いサービスを提供します。特に電子自治体＊の推進により、全てのシステムにおける

全体最適化に努めると共に、地域全体としてコミュニケーション基盤の形成や地域産業の活性化に資す

る各種施策を推進していきます。 

施策・事業の体系 

区分 施策 事業 

地
域
情
報
化
の
推
進
07 

01 電子自治体の推進 01 電子自治体推進事業 

７.地域情報化の推進 
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■電子自治体推進事業 
担当部課係名 総務部 

情報課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5216 【事業№05070101】 情報係 
 

 

事業概要 
●「甲府市地域情報化計画＊（2013～2015）」に基づき、情報通信技術（ＩＣＴ）＊を活用した簡素で効率的な行政運営

を図るとともに、市民の視点に立った質の高いサービスを提供する。特に電子自治体＊の構築を通じて、システムの

最適化を進めるとともに、地域全体としてコミュニケーション基盤の形成や地域情報化の推進を目指す。 

 
 

現況と課題 
●「甲府市地域情報化計画＊（2013～2015）」の各施策において、情報通信技術（ＩＣＴ）＊を効果的・効率的に活用し

施策を実施していくことが求められている。特に社会保障・税番号制度においては、制度の導入に向け、国より自治

体業務の業務改革が求められており、全庁で取り組む必要がある。 

 
 

今後の事業展開 
●「甲府市地域情報化計画＊（2013～2015）」に基づく、着実な行政運営を目指すとともに、情報通信技術（ＩＣＴ）＊

を効率的・効果的に活用した、市民生活の利便性向上や地域産業の活性化に資する各種施策を推進していく。特に「こ

うふ DO計画の推進」については、運用管理期間中の安定稼動に努め、引き続き業務仕様の検証や、業務の最適化を

図っていく。また、平成31年度から次期システムが稼動することから、基本計画の策定や業務仕様の作成など、情

報システム管理委員会を活用し、計画的に事業を推進していく。社会保障・税番号制度については、推進会議及び関

係部会を通じ、庁内調整を行い円滑な導入を図っていく。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
地域情報化計画進捗率（％） 

平成25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

 58  87 100    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

9,700 12,061    

 

 

01 電子自治体の推進  
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６．計画の推進 

－構想推進の考え方－ 

「団体自治」の実現に向け、高い自主性と自立性を図りながら、市民の意向を十分反映した市

政運営を行います。また、市民自らが地域のことを考え自らの手で治める行政システムの構築に

より「住民自治」の実現を図ります。 

 

 

 

公平・透明な行政の推進

２．持続可能な行財政運営

協働のシステムづくり 広域行政の推進

１．協働の推進 ３．地方分権への対応

市民自治の推進 中核市構想の推進

危機管理の取り組み

持続可能な財政運営

財政の健全化

組織管理

人材育成と能力・実績を重視した人事管理

地域連携の推進

自治体運営

行政改革の推進

コミュニティの展開・推進
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施策の基本的考え方 

 

● 市民参加の促進に向け、自治意識の高揚、市民参加機会・社会貢献活動機会づくりを推進し、市

民による自治を図ります。 

● 市民と行政とのパートナーシップ＊を発揮するために、協働する社会のシステムの構築を図ります。 

● 市民の手によるまちづくりを目標に、環境･文化･福祉･自然愛護･市民憲章や平和運動の推進など、

広範な市民運動を支援します。 

● コミュニティ＊施設の自主管理、自主運営などから住民の自治意識の高揚及び連帯感の醸成を図り

ます。なお、新設については建設要件が整い次第、建設計画を推進します。 

● 行政の説明責任の向上を図り、質の高い行政情報を提供するとともに、シティプロモーション戦

略プランを推進します。 

● 各種媒体を活用した行政情報の積極的な発信に努め、市民参加の促進を図ります。 

施策・事業の体系 

１.協働の推進 

区分 施策 事業 

01 まちづくり計画推進事業 01 市民自治の推進 

02 協働のシステムづくり 

01 平和都市宣言事業 03 コミュニティの展開・推進 
協
働
の
推
進
01 

01 シティプロモーション事業 04 公平・透明な行政の推進 

02 地域振興複合施設等整備事業 

03 地域集会施設整備助成事業 

 
04 コミュニティ施設建設事業 
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■まちづくり計画推進事業 
担当部課係名 市民部 

市民対話課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5298 【事業№06010101】 地域振興係 
 

 

事業概要 
●地区まちづくり協議会が、地区のまちづくりの将来像を目標として、地区住民参加によるまちづくり計画の策定、事

業の推進を図ることに対して、まちづくり事業への支援をするとともに、事業への行政参加協力に努め、地域と協働

した住みよいまちづくりを推進する。 

 
 

現況と課題 

●各地区において、地域のニーズに即した実効性のあるまちづくり事業への取り組みがなされてきており、地域と行政

との協働のまちづくりの観点から非常に補助効果が高いため、奨励的補助金ではあるが、減額等について地域住民の

理解を得ることは困難な状況にある。 

 
 

今後の事業展開 
●地区の独自性を尊重するとともに、各地区の事業の活性化の促進、指導にあたっては、地区間のバランスに留意しな

がら、それぞれ地区ごとの地域力が高まり、市全体でのまちづくり事業の活性化に繋がるよう、各地区の特色あるま

ちづくり事業推進の促進に努めることとする。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
まちづくり事業助成事業数 

（件） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

62 80 80    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

18,379 7,619    

 

 
 

 

■平和都市宣言事業 
担当部課係名 市民部 

総務課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5294 【事業№06010301】 庶務係 
 

事業概要 
●戦争の惨禍が風化されつつある中で、平和の大切さ、命の尊さを次の世代へ語り継ぐとともに、人類共通の願いであ

る恒久平和を市民と行政が、それぞれの立場と役割を持って、恒常的・継続的に推進することにより、市民の「平和

意識」の高揚が図られる。 

 
 

現況と課題 
●本事業の推進には、その趣旨からも、中学生等の「広島市平和記念式典派遣」が最も重要であると考えるが、経費抑

制の流れの中で、予算の確保が難しい。 

 
 

今後の事業展開 
●他の自治体や関係諸団体との連携を一層深め、情報の共有を図るとともに、アンケート調査等を含め、市民の声によ

く耳を傾け、より効果的な事業の推進を図る。 

 また、次代を担う中学生を広島に派遣することも非常に重要であると考えるが、大人も戦争を知らない世代が大半を

占めるようになった現在では、大人を派遣して「平和意識」の高揚を図ることも重要と考え、大人の派遣も継続して

いく。 

 なお、平成２７年度は戦後７０年を迎えることから、特別事業を行うものとする。 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 
平和ポスター応募作品数 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

576 595 600    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

2,581 4,572    

 

03 コミュニティの展開・推進  

01 市民自治の推進  
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■地域振興複合施設等整備事業 
担当部課係名 企画部 

南北地域振興課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

1173 【事業№06010302】 振興係 
 

事業概要 
●甲府南インターチェンジ入口東側「風土記の丘農産物直売所」と北側に隣接する土地を合わせた約 1.3ha（13,655.64

㎡）の市有地に、新たな交流の場として、市民に必要とされる複合的な機能を有する施設（甲府市中道交流センター）

が完成しオープンしたことに伴い、新施設移転後の旧中道支所・公民館等を解体するとともに跡地利用について検討

する。 

 
 

現況と課題 
●平成 24 年度の実施設計を基に、平成 25 年 9 月に着手した本体建築工事等は平成 26 年 10 月末までに完了し、施設

の総称を「甲府市中道交流センター」として平成 26 年 11 月 25 日にオープンした。 

●甲府市中道交流センター移転後の旧中道支所・中道公民館及び中道 YLO 会館は、老朽化が進み耐震性もないことから

平成 27 年度に解体する。また、解体後の跡地利用については、地域の意見等を把握する中で、庁内において検討す

る。 

●中道地域審議会において、施設北側からの進入道路の設置要望があることから、平成 27 年度は、庁内協議を行い、

進入道路の有効性や安全性について、検討する。 

 
 

今後の事業展開 
●甲府市中道交流センターの管理運営については、中道支所を中心に各施設間の連携と融合を図る中で、災害・事故発

生時等における施設利用者の安全確保はもとより、効果的かつ効率的な管理運営を行う。また、地域における住民活

動の活性化を図るとともに、甲府南インターチェンジ出入口に隣接し「甲府の南の玄関口」ともいわれる地の利を活

かし、風土記の丘農産物直売所の更なる利用促進と情報発信に努めていく。 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 
①施設整備 ②既存施設除却 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

①     50 ①   100 ②    100    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

541,185 113,594    

 

■地域集会施設整備助成事業 
担当部課係名 市民部 

市民対話課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5298 【事業№06010303】 地域振興係 
 

事業概要 
●自治会等が所有する地域集会施設の新築費、改修費（バリアフリー化を含む）、取得費、耐震診断費、耐震改修費及

び備品購入費に対し補助することにより、地域住民の集会活動を支援して、地域の発展向上を図る。 
 

 

現況と課題 
●平成 25 年度から耐震改修費への補助制度を新設したが、自治会の費用負担が多額となることから、耐震改修が遅れ

る懸念がある。 
 

今後の事業展開 
●中期的な施設整備計画を策定するとともに、耐震改修については、補助制度を新設し制度周知を図りながら自治会に

よる計画的な改修促進の支援に努める。 

 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 
助成対象棟数 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

5 12 5    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

10,210 2,960    
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■コミュニティ施設建設事業 
担当部課係名 市民部 

市民対話課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5298 【事業№06010304】 地域振興係 
 

事業概要 
●市民の文化教養の向上、生涯学習推進のため、市民の自主的、創造的な地域活動の拠点施設となるコミュニティ施設

（悠遊館）を整備し、地域住民自らが自主管理、自主運営を行うことにより、住民の自治意識の高揚及び連帯感の醸

成を促進する。 

 
 

現況と課題 

●建設にあたっては、地域の要望等、地域実情の詳細な把握に努めながら、地区との緊密な連携のもと、事業の推進を

図る。 

 
 

今後の事業展開 
●住吉地区のコミュニティ施設建設へ向け、平成 27 年度においては実施設計、地質調査、測量業務を行い、平成 28 年

度は本体工事を行う予定である。 

 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 
悠遊館建設数 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

0 1 0    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

116,332 12,620    
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■シティプロモーション事業 
担当部課係名 市長室 

ｼﾃｨﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5314 【事業№06010401】 政策情報係・広報係 
 

事業概要 
●本市が持つ「自然、歴史・文化、それとともに培われてきた風土、県都としての都市機能、都市基盤」などの特徴や

魅力を見つめ直し、個性的で魅力あるまちづくりを進めるとともに、それを地域内外に情報発信することで様々な資

源の集積と新たな魅力を創りだすために、効果的なシティプロモーションを推進する。 

 また、平成 27 年度から、シティプロモーションに関連する事業を行う部署のメンバーを拡充して、新たに首都圏広

報官チームを発足させ、さらなるシティプロモーションの推進と市長のトップセールスの積極的展開を図る。 

 
 

現況と課題 
●本市を取り巻く状況は、大都市圏及び郊外への人口流出や中心市街地の空洞化が進み、今後も定住人口、交流人口の

確保等において、厳しい都市間競争が見込まれる。 

 こうした中、効果的にシティプロモーションを推進し、改めて本市が持つ特徴や魅力を見つめ直し、個性的で魅力あ

るまちづくりを進めるとともに、地域内外に情報発信することで様々な資源の集積と新たな魅力を創りだすことが重

要となる。 

 
 

今後の事業展開 
●首都圏広報官チームを中心に、首都圏などを重点的なターゲットとしたシティプロモーション活動の一層の推進や、 

市長のトップセールスの積極的な展開を図っていくとともに、シティプロモーション戦略プランの見直しを行う。 
●シティセールスの大きな原動力となる「山梨県人会連合会」及び「首都圏甲府会」との連携の強化や、職員のシティ

セールスのための情報の提供を行う。また、リニア中央新幹線開業を見据え、阪神・中京圏へ積極的に本市の魅力を

ＰＲするため、愛知山梨県人会と連携を深めていく。また、首都圏（東京）で開催されている「太陽のマルシェ」に

定期的に出店し、より多くの方々と長期的な信頼関係を構築するとともに、市場ニーズの把握に努める中、本市の個

別ブランドの認知度を対外的に高めていく。加えて、定住人口の増加に向けたＰＲについても行っていく。 

●ホームページなど様々な媒体を活用して情報発信を行う。また、よりタイムリーな情報を発信していくための方策を

検討すると同時に、発信する情報については、より親しみやすく魅力的な内容となるよう、市民レポーターなどを活

用した市民自らが取材した内容等も加えて発信していく。 

●本庁舎の大型ビジョンでは、市政情報や観光情報などの放映や、ヴァンフォーレ甲府のパブリックビューイングなど

を開催し、賑わいの創出にも努めていく。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
ホームページアクセス件数 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

1,229,555 1,245,757 1,300,000    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

14,057 28,481    

 

04 公平・透明な行政の推進  
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施策の基本的考え方 

● 本格的な地方分権時代を迎えるなかで、自主的かつ自立的な自治体運営に努め、市民の視点から

行政サービスを再構築し、個性豊かで、活力に満ちた市民本位の行政運営に努めます。 

● 評価システムを活用し、Plan（計画）－Do（実施）－Check（評価）－Action（改善）のマネジメ

ントサイクル＊に従って進行管理を行い、評価結果をもとに施策・事業の重点化を図ります。 

● 従来の行政が行う市民へのサービス提供の役割を分担し協働を進めるとともに、新たな視点によ

る施策･事業の選択や見直し、事務の効率化、組織体制の改革により、行政改革の推進を図ります。 

● 市民本位の市政を推進するため､少数精鋭による職員定数の管理に努めるとともに､簡素で、効率

的な組織機構の構築に取り組みます｡ 

● 職員の資質と能力の向上を図る積極的な人材育成に取り組むとともに、適正な人事評価に基づく

能力・実績を重視した人事管理を推進します。 

● 街の安全が脅かされ市民生活における不安感が増す傾向にあるなか、関係機関との連携強化を図

り安全安心街づくりを推進します。 

● 突発的または予想外の災害などに対して、迅速かつ的確に対応できる庁内体制の整備を図ります。 

● 財政計画とマネジメントサイクルとの整合性を図り、歳入を基軸とする予算編成を行います。 

● 財政基盤を強化するため、市税等の徴収率向上を図るなど自主財源の安定的な確保や、財源の重

点的、効率的な活用により、財政の健全化を図ります。 

 

施策・事業の体系 

２.持続可能な行財政運営 

区分 施策 事業 

持
続
可
能
な
行
財
政
運
営
02 

03 組織管理 

01 職員研修事業 04 人材育成と能力・実績を重視した人事管理 

01 安全安心街づくり事業 05 危機管理の取り組み 

06 持続可能な財政運営 

07 財政の健全化 

01 自治体運営 01 外部評価制度の実施事業 

02 中心市街地活性化基本計画推進事業 

01 窓口休日開設推進事業 02 行政改革の推進 

02 外部評価制度の実施事業（再掲） 

03 総合計画策定事業 
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■外部評価制度の実施事業 
担当部課係名 企画部 

行政改革課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5293 【事業№06020101】 行政改革係 
 

事業概要 
●限られた財源や人的資源の中で、諸事業を効率的かつ効果的に推進するため、「甲府市事務事業外部評価委員会」に

おいて、事業の内容やその進め方などについて、第三者の視点から意見を聴取するとともに、事業評価の客観性や透

明性を高めながら、市民との協働による評価を実施する。 
 

現況と課題 
●評価に用いる指標の適切な設定 

●外部評価委員の事業評価に対する理解度の向上 

●より多くの市民参画を得るための方策 

●評価結果や市民の意見、考え方などを反映する取組 
 

今後の事業展開 
●外部評価委員に事業評価についての理解を深めていただくため、事前学習会を実施する。 

●公開評価の傍聴者の増加及び事業の周知を図るため、各種媒体等を活用し積極的なＰＲに努める。 

●公開評価の傍聴者に配慮したわかりやすい事業説明に努める。 

●新採用職員の「外部評価研修」を実施し、アンケートや研修レポートにより、意見等を募る。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 評価結果の予算へのシフト率 

（％） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

13 25 100    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

1,091 813    

 

■中心市街地活性化基本計画推進事業 
担当部課係名 企画部 

まちづくり課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5319 【事業№06020102】 まちづくり係 
 

事業概要 
●中心市街地を再生し、喜びと賑わいを感じられるコンパクトで効率的なまちづくりを進めるため、「甲府市中心市街

地活性化基本計画」を着実に推進する。 
 

現況と課題 
●商店街や商店主、市民、各種団体等のまちづくりへの参加及び意識の醸成と共有。 

 

今後の事業展開 
●新たな「中心市街地活性化基本計画」（平成 26 年 10 月認定）に基づき、掲載事業を推進するとともに、新規事業の

具体化を図る。 

●合同会社まちづくり甲府と連携し、幅広い参画を得ながらまちづくりの気運を高め、まちの姿を変えていく取組を進

める。 

●まちなか不動産バンク事業の推進により、遊休不動産の活用を図る。 

●駐車場に係る課題の解決に向けた検討を行う。 

●庁内各部局と連携した計画の進行管理や成果等のフォローアップ、「中心市街地まちづくり会議」等による的確な検

証を行う。 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 
空き店舗数（店舗） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

231 193 189    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

4,733 2,437    

 

01 自治体運営  
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■総合計画策定事業 
担当部課係名 企画部 

総合計画課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5119 【事業№06020103】 計画係 
  

事業概要 
●本市が目指す将来の姿とそれを実現するための目標を明らかにし、環境変化に的確に対応しながら計画的に施策の推

進を行うため、市政運営の指針として総合計画を策定する。 

 
 

現況と課題 
●現在の本市の最上位計画である第五次甲府市総合計画は、平成 18 年度から平成 27 年度までが計画期間であることか

ら、平成 28 年度を初年度とする次期総合計画の策定に、平成 26 年度から着手している。策定に際しては、現計画の

検証結果やアンケート調査結果などによる市民意向の反映、また、地方創生や地方分権などへの対応が課題となる。 

 
 

今後の事業展開 
●平成 27 年度は、総合計画審議会での審議や総合計画策定委員会などの庁内組織での協議を行う中で次期総合計画を

策定する。 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
総合計画の策定（進捗率％） 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

－ 50 100    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

16,671 15,682    
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■窓口休日開設推進事業 
担当部課係名 市民部 

総務課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5294 【事業№06020201】 庶務係 
 

事業概要 
●働く人や生活者のリズムに合わせた行政サービスの展開として、週休二日制の浸透などによる市民生活のリズムと市

役所の業務時間のズレを解消し、生活者本位のサービスの実現を図るとともに、市役所も中心市街地で行政サービス

を提出する一店舗であるとの認識に立ち、中心商店街に賑わいを呼び込む一助として貢献できるよう、日曜窓口を開

設している。 

 
 

現況と課題 
●平成 22 年 3 月末で医療費助成の申請受付が終了し、また、平成 22 年 5 月から市税等のコンビニ収納導入により市税

等の収納業務を終了するなど、取扱業務が減少しており、来庁者も横ばい傾向にあるため、今後の窓口業務のあり方

を検討する必要がある。 

 
 

今後の事業展開 
●開設曜日・場所・時間等について、市民サービスの観点と費用対効果を鑑みつつ、事業の継続や必要性を含め窓口サ

ービスのあり方を再検討していく。 

 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
来庁者延べ人数 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

14,910 15,963 15,000    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

－ －    

 

 

■外部評価制度の実施事業 
担当部課係名 企画部 

行政改革課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5293 【事業№06020202←06020101】再掲 行政改革係 

 

02 行政改革の推進  
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■職員研修事業 
担当部課係名 総務部 

研修厚生課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

227- 

5293 【事業№06020401】 研修係 
 

事業概要 
●分権型社会の進展する中、新たな行政課題に的確かつ柔軟に対応するとともに、直面する行政課題だけでなく、自ら

が課題を発見・抽出し、その解決に向けて行動して成果を挙げていく高い能力や専門知識を身につけ、積極的に職務

に取り組む意欲を持った職員を育成する。 

 また、親切丁寧で明るく市民に接し、市民の信頼に応える職員を目指し、より一層、職員の意識改革を推進する。 

 
 

現況と課題 
●「新甲府市人材育成基本方針（改訂版）」及び「第 2 次甲府市人材育成実施計画」の方針等を組織内に定着させ、よ

り実効性を持たせることが必要である。 

また、時代の要請や市民の期待に的確に対応できるよう、「個人」「職場」「組織」の各育成レベルにおいて、それぞ

れの役割を認識して職員の能力開発と資質向上を図ることが必要である。 

 
 

今後の事業展開 
●求められる職員像の実現に向けて、成長ステージ及び職位に必要な役割や能力の育成をするための階層別研修の充実

を図り、複雑化・高度化する行政実務に対応するための専門研修機関へ職員を派遣し、能力開発と資質の向上を図る。 

●新たに策定した資格取得助成制度や自己啓発助成制度を活用し、職員の専門的な能力の向上や職務意欲の向上を図

り、人材育成を支援する。 

●職場研修（業務研修）の定着化を図り、職場でのコミュニケーションの活性化や職場における課題の共有化及びその

解決を図りつつ、「学ぶ組織風土」の醸成を進める。 

●異動に伴う職場研修（業務研修）や各課における繁忙期前の職場研修を行うことにより、事務手順やリスクを共有化

し、コミュニケーションを円滑にし不適切な対応や怠慢な事務執行の防止を図る。 
 

成果指標 
実績値 実績値 目標値 目標値合計 

（H27～29） 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

職場研修 

開催数 
322 272 280    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

14,708 15,579    

 

 

04 人材育成と能力・実績を重視した人事管理  
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■安全安心街づくり事業（特別職給与費含む） 
担当部課係名 企画部 

危機管理課 
ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

237- 

5247 【事業№06020501】 危機管理係 
 

事業概要 
●安全で安心な地域社会の実現のため、防犯ボランティア活動等の促進と犯罪が発生しにくいまちづくりを推進する。

また、国民保護事案や新型インフルエンザ等の感染症発生など、緊急事態に備え、平素から体制の整備を図る。 

 
 

現況と課題 
●安全で安心して暮らすことのできるまちづくりは、市民一人ひとりが地域の安全に関心を持ち、「地域の安全は地域

で守る」という自主防犯意識と地域の連帯感を深め、地域防犯活動への積極的な参加等を促し、地域防犯力を高める

必要がある。 

 
 

今後の事業展開 

●関係機関との連携をより一層強化するとともに、自主防犯団体リーダー研修会や各地域ボランティア団体等の会合に

出向き、ボランティア活動の必要性を訴える中で、地域防犯活動の向上と自主防犯活動意識の醸成に努める。 

●市民等の緊急事態に備え、引き続き、医療職を除く全職員を対象に普通救命講習会をローリング方式により実施し、

心肺蘇生法とＡＥＤの使用方法についての技能や知識の更なる向上を目指す。 

●青色回転灯を装備した公用車（10 台）とパトロールカーの巡回警備により、犯罪抑止に努める。 

●「甲府市暴力団排除条例」の普及に努める。 

●国民保護事案発生時に迅速かつ的確に対応を行うため、図上訓練を継続的に実施する中で、体制の整備を図る。 

●新型インフルエンザ等特別措置法に定められている感染症の発生に備え、甲府市新型インフルエンザ等対策行動計画

に基づく業務継続計画（ＢＣＰ）を策定する。 
 

成果指標 実績値 実績値 目標値 目標値 

（H27～29） 
甲府市安全・安心ボランティ

ア新規登録者数 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

678 258 200    

事 業 費 

（千円） 

当初予算額（千円） 計画額（千円） 計画額合計 

（H27～29） 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

6,320 10,134    

 

05 危機管理の取り組み  



 

 

 ＊のついた用語は用語解説をご参照ください。  
164 

 

 

施策の基本的考え方 

 

● 甲府盆地一帯の広域的地域連携を担う責任自治体として、盆地の一体的な発展と自主・自立した

自治体をめざし、中核市＊の実現に向けた取り組みを進めます。 

● 福祉・生活環境・文化教育、防災などの広域的な行政課題について、行政サービスが総合的、一

元的に提供され行政サービスの水準の向上が図られるよう条件整備を進めます。 

● 県内外との交流連携を促進し、多様な分野での地域の活性化を図ります。 

施策・事業の体系 

 

 

３.地方分権への対応 

区分 施策 事業 

01 中核市構想の推進 

02 広域行政の推進 

03 地域連携の推進 

地
方
分
権
へ
の
対
応
03 

 



 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用 語 解 説 

 

 

 

 

 

 

 



 



 

 
165 

用語解説（第１編） 
 

か行 

コミュニティ 人々が共同体意識を持って共同生活を営む一定の地域、およびその人々の集団。地域社

会。共同体。アメリカの社会学者マッキーバー（R. M. MacIver）が定式化した社会類

型の一。血縁・地縁など自然的結合により共同生活を営む社会集団。 

 

さ行 

生涯学習 学習者の自由な意志に基づいて、それぞれにあった方法で生涯にわたって学習していく

こと。平成2年生涯学習振興法で法制化。 

 

循環型社会 廃棄物の発生抑制、循環資源の利用および適正な処分が確保されることで、資源の消費

を抑制し、環境への負荷ができる限り低減される社会。 

 

た行 

都市計画マスタープラン 都市計画法第 18 条の 2 に定める「市町村の都市計画に関する基本的な方針」のこと

であり、市町村がその創意工夫のもとで住民の意見を反映させて、都市づくりの具体性

のある将来ビジョンを定めるもの。甲府市では、平成20 年3月に策定。 

 

都市基盤 

 

 

都市の骨格を形成し、円滑な都市活動を確保し、良好な環境を維持するための施設。一

般には道路、鉄道、公園などといった公共施設をいう。 

 

ま行 

まちづくり三法 改正都市計画法と中心市街地活性化法、大規模小売店舗立地法の総称。 

 

マネジメントサイクル 計画（Plan）→実行（Do）→評価（Check）→改善（Action）のPDCAサイクルを

いう。PDCAサイクルとは、プロジェクトの実行に際し、「計画をたて（Plan）、実行

し（Do）、その評価（Check）にもとづいて改善（Action）を行う、という工程を継

続的に繰り返す」仕組み（考え方）のことである。評価を次の計画に活かしてプロジェ

クトをより高いレベルにもっていくことで、民間企業では品質向上や経費削減などに広

く用いられてきた方法で、近年では「行政評価」が盛んに導入されている。 

 

ら行 

ローリング方式 ローリングとは、転がること、回転する（させる）ことの意。ローリング方式とは、現

実と長期計画のズレを埋めるために、施策・事業を見直しや部分的な修正を、毎年転が

すように定期的に行っていく手法。 

 

A～ 
ＮＰＯ 非営利組織。政府や私企業とは独立した存在として、市民・民間の支援のもとで社会的

な公益活動を行う組織・団体。 
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用語解説（第２編）  

あ行 
一般財源 使途が特定されず、どのような経費にも使用することのできる財源。この財源の比率が

高いほど、自主判断のもとに地域の実態に即応した施策が可能となる。 

 

 

か行 

各種交付金 県から徴収した税の一定部分を市町村に交付されるものと、国から市町村に交付される

ものがある。 

○県から交付されるもの：利子割交付金・配当割交付金・株式等譲渡所得割交付金 

地方消費税交付金・自動車取得税交付金 

○国から交付されるもの：地方特例交付金・交通安全対策特別交付金 

 

起債制限比率 地方債の発行制限に用いる比率で、14％以上になると公債費負担適正化計画の策定が

必要となり、起債制限比率が次に該当する団体については、原則として次に掲げる地方

債を許可しないものとされている。 

○20％以上30％未満の団体:一般単独事業債  ○30％以上の団体：一般事業債 

 

義務的経費 地方公共団体の歳出のうち、その支出が義務づけられ任意に削減できない経費、人件費、

扶助費、公債費などが義務的経費に属するが、この財政推計では、人件費、公債費、債

務負担行為償還金を義務的経費としてとらえている。 

 

経常事業経費 実施計画事業に位置づけられた事業以外の施設の維持管理経費等の経常的な事業経費。 

 

 

経常収支比率 地方公共団体が標準的な水準で行政を行なう場合に要する経費を、標準的に収入しうる

と考えられる地方税などによりどのくらいまかなえるかを表す指数。 

 

公債費 地方公共団体が、地方債の発行の際に定められた条件により、毎年度必要とする元金の

償還及び利子の支払いに必要とする経費。公債費の増加は、将来の住民に負担を強いる

ことになるので、法律又は国の地方債許可方針において、公債費の比率が高い団体につ

いては、その程度に応じて、起債を許可しないとか、制限を加えるとかの方法がとられ

ている。 

 

  

さ行 

債務負担行為償還金 債務負担行為とは、数年度にまたがって行われる事業などにおいて、契約は当該年度に

おいて行うが、支払いは将来にわたって約束する行為のこと。財政推計の中の債務負担

行為償還金は、土地開発公社が先行取得した土地を一般会計が再取得した用地費の元利

償還金。 

 

財政力指数 普通交付税算定上の基準財政需要額を基準財政収入額で割った値の 3 か年平均値。1

を超える団体は、普通交付税の不交付団体であり、1 に近くあるいは 1 を超えるほど

財源に余裕があることを表す。 

 

市債 市が道路、公園や学校などの公共施設を整備するために発行する債券。 

 

 

実施計画事業 第五次甲府市総合計画の基本構想に掲げる｢都市像｣と｢基本目標｣の実現に向け、施策の

基本的考え方を明らかにし具体化していくための主要な事業。 
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実質公債費比率 

 

 

 

 

 

準元利償還金 

自治体財政の健全度をはかるために導入された財政指標で、標準的な収入に対する地方

債償還金の割合。 

一般会計の地方債償還金のほか、下水道事業会計や病院事業会計が支出する企業債償還

金に対する一般会計からの繰出金などを加えることで、自治体の連結債務の考え方を導

入した指標になっている。 

 

一般会計等から特別会計への繰出金のうち地方債の償還の財源に充てられたものや 

一部事務組合への負担金補助金のうち組合が起こした地方債の償還の財源に充てられ

たもの。 

 

人件費 職員などに対して、勤労の対価、報酬として支払われる一切の経費。 

 

将来負担比率 特別会計、公営企業会計も含む全ての会計及び第三セクター等において、借入金（地方

債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高の程度を指標化し、将来

財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示すものである。 

 

た行 

他会計繰出金 一般会計から、国民健康保険事業・老人保健事業･介護保険事業などの特別会計及び水

道事業･下水道事業･病院事業などの企業会計に対して、国が示す繰出ルールなどの基準

に基づき、必要額を拠出するもの。 

 

地方交付税 地域によって地方税などの収入額に差があるため、標準的な行政を行うための支出に比

べ、収入が不足する地方公共団体に対し、その差額を補うために交付される。 

 

地方債残高 地方債の元金の未償還額。 

 

地方譲与税 国が徴収した税金を客観的な基準により地方公共団体に譲与するもの。地方揮発油譲与

税、自動車重量譲与税、地方道路譲与税がある。 

 

地方税 

 

 

 

 

地域の住民に直結した仕事をする地方公共団体の費用として納められている税金のこ

とで、都道府県税と市町村税がある。市町村民税には、市町村民税、固定資産税、軽自

動車税など使い道が限定されない普通税と、入湯税、都市計画税などの使い道が限定さ

れている目的税がある。 

 

は行 

標準財政規模 地方公共団体が標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模。 
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用語解説（第３編）  

１．互いに支え合い健やかに暮らせるまち（福祉・健康への支援） 

あ行 
医療圏 地域の医療需要に対応して医療資源の適正な配置と医療供給体制の体系化を図るため

の地域的単位のこと。 

 

か行 
ケアマネジメント 保健・医療・福祉の専門家や機関が，相互に協力し合い，総合的な福祉サービスを施す

こと。ケース-マネジメント。介護保険制度下で，個々人の要求に対応し，各種サービ

スを調整して適切で効果的なケアを提供する一連の援助の方法のこと。 

 

さ行 
ジェネリック医薬品 先発医薬品（新薬）の特許が切れた後に販売される先発医薬品と同じ有効成分、同じ効

能・効果をもつ医薬品のこと。 

 

た行 

地域包括支援センター 公正・中立な立場から、地域における高齢者の総合相談支援、虐待防止等の権利擁護事

業、介護予防マネジメント、包括的・継続的マネジメントを担う中核機関。 

 

  

な行 

認知症 「痴呆症」に替わる用語。脳や身体の疾患を原因 として、記憶・認識・判断・学習な

どの知的機能が低下し、自立した生活に支障が生じる状態のこと。 

 

人間ドック 病気の予防や早期発見、早期治療のために行う総合健康診断のこと。 

 

ノーマライゼーション 

障害の有無に関わらず、誰もが普通に暮らせる社会こそがノーマルな社会であるとし、

その実現に向けて様々な社会条件を整えていこうとする考え方。 

 

ら行 

レセプト点検 保険医療機関などが療養の給付などに関する費用を請求する際に用いる診療報酬明細

書（レセプト）が適正であるかどうか点検すること。 

 

A～ 

ＮＰＯ 再掲。（用語解説 第１編） 
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２．夢にあふれ心豊かに人と文化が輝くまち（教育・文化の振興） 

か行 

学習指導要領 国が定めた教育課程の基準のこと。文部科学大臣が告示し、それぞれの学校は教育課程

の編成や実施にあたって基準として従わなければならないとしている。ほぼ10年ごと

に改訂され、平成23年度から実施された改訂が戦後8回目。 

 

きょういくの日 

 

すべての市民が「教え育て、共に育ち、郷土を育む」ため、そして、思い遣る心と生き

る力をもった人となるため、市民に親しみのある市制施行記念日の10月17日を「甲

府 きょういくの日（教育・共育・郷育）」として市制施行 120 周年記念式典におい

て宣言し制定。 

 

甲府市生涯学習ビジョン いつでもどこでもだれもが学べる環境づくりを行うとともに、「まなび」によって習得

した知識を地域社会に活かすことのできる仕組みづくりを推進し、生涯学習を通じて、

市民だれもが生きる喜びと希望を持ち、人と地域がつながり、未来に向かって人生の充

実を感じて暮らすことのできるまちづくりを推進するための本市の構想。 

 

こうふ男女共同参画プラン 平成１９年３月に策定した第２次の計画。(平成１９年度～平成２８年度) 

 

子どもクラブ 地域の異年齢集団を対象とした育成組織。 

 

さ行 

指定文化財 文化財保護法・文化財保護条例で保護の対象として指定されている文化財。有形文化

財・無形文化財・民俗文化財・記念物・文化的景観・伝統的建造物群の六種で、学術的・

歴史的に貴重なもの。 

 

生涯学習 再掲。（用語解説 第１編） 

 

女性総合相談室 DV（ドメスティック・バイオレンス）やセクシュアル・ハラスメントを始めとする様々

な女性の悩みに対応する相談室。 

 

食缶方式 保温性の高いステンレス製の容器に、おかずや汁物を入れて各学校に給食を届ける方

式。 

 

新甲府市標準教材 教育課程の実施上及び学校運営上、望ましい範囲内で必要とされる教材等の品目リスト

及び質量的な整備の目安を示した基準。 

 

青少年ジュニアリーダー 中学生・高校生・青年を対象とする同年代の指導者。 

 

た行 

登録文化財 指定は受けていないが保存及び活用の措置が特に必要とされるものを「文化財登録原

簿」に登録する国の制度。指定より緩やかな保護措置。 

 

地産地消 

 

地元でとれた生産物を地元で消費すること。〔食料に対する安全志向の高まりを背景に、

消費者と生産者の相互理解を深める取り組みとして期待されている。〕 

 

図書館サービスネットワーク 

 

「図書館サービスネットワーク」とは、ネットワークを結んだ市内の公共施設において、

市立図書館の図書や資料を貸出・返却ができるシステムのこと。 
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な行 

ニュースポーツ 近年になってわが国で考案されたり、諸外国から導入された比較的新しいスポーツ種目

の総称。体力、技術、性別、年齢に左右されず、誰もが手軽に楽しめるとともに、ルー

ルに弾力性があるなどの特長を持つ。 

 

ネイティブスピーカー 自分が生まれ育った地域で話される方言を基盤としながら、母国語の会話において、相

手の言葉に即座に反応できる言語能力を身につけた話し手。 

ま行 

まなび奨励ポイント制度 

 

市民のさらなる生涯学習活動への参加意識の向上を図るため、生涯学習の活動成果とし

て「まなび奨励ポイント」を付与し、ポイント数に応じて、まなび奨励賞を授与する。

まなび奨励賞受賞者は広報等へ氏名を掲載し、いつまでも学び続ける生涯学習活動を支

援する制度。 

 

マモルメール 希望した保護者や安全ボランティアがインターネットを通じて、学校からの緊急情報等

を携帯電話やパソコンのあらかじめ登録したメールアドレスで受け取ることができる

システムのこと。 

 

や行 

有害環境浄化活動 成人向けの本やビデオを扱っている店舗・遊戯施設等の状況把握調査。白ポストの管理。

有害図書追放や有害な広告、チラシ等の撤去活動。 
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３．次代に引き継ぐ快適で美しい安らぎのまち（生活・自然環境の向上） 

か行 

合流式下水道 汚水と雨水を同一の管きょで排除する方式。これに対し、汚水と雨水を別の管きょで排

除する方式を分流式といい、現在では分流式が一般的。 

 

さ行 

自主防災組織 

 

 

しんぶんコンポスト 

 

 

 

その他プラスチック製容器包装 

主に町内会・自治会が母体となって地域住民が連帯して自主的に防災活動を行う任意団

体。 

 

新聞紙とレジカゴを使って、生ごみを投入する容器を作り、その容器の中に基材（ピー

トモスともみ殻くん炭の混合材）を入れて生ごみを投入すると、生ごみが分解されて堆

肥化できる生ごみの減量方法。 

 

プラスチック製の容器包装であって、ペットボトル・白色トレイ以外のプラスチック製

容器包装物。 

 

た行 

耐震化率 

 

建築物総数に対する建築基準法の耐震基準に適合している建築物数の割合。 

 

第二次甲府市環境基本計画 甲府市の環境に配慮した行政を展開していくうえで最も基本となる計画であり、平成

15年3月に策定した「甲府市環境基本計画」を平成25 年3月に改定した新計画。 

 

地球温暖化対策実行計画（区域

施策編） 

地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき、甲府市域から排出される温室効果ガスの

排出削減目標を定め、その目標を達成するために実行する取り組みや、その取り組みで

市民、事業者、ＮＰＯ及び甲府市が担うそれぞれの役割についても示した計画。平成

24年３月に策定。 

 

特例市 地方分権一括法により新たに設けられた制度で、人口20万人以上の都市に対して都市

計画法に基づく開発行為の許可等の事務が権限移譲される。 

 

ま行 

ミックスペーパー 有価物回収・資源物回収で回収を行っている紙類（新聞・雑誌・本・段ボール・牛乳パ

ック・その他紙製容器包装等）以外の汚れていない雑紙類。 

 

ら行 

リサイクル推進員連絡協議会 甲府市リサイクル推進員の各地区代表者である甲府市自治会連合会の役員、及び甲府市

職員で構成された組織。リサイクル推進員とは、市内のごみ減量化及びリサイクル化の

推進を図るため委嘱された自治会長又は自治会長が推薦する者。 

 

A～ 

ＮＰＯ 再掲。（用語解説 第１編） 
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４．にぎわいと豊かさを創りだす風格のあるまち（産業の振興） 

あ行 

異業種協業化 異なる産業分類・分野又は事業が連携し、協同や協力して商品の生産や技術開発を行う

こと。 

 

インターンシップ 学生が在学中に、企業、商店などのさまざまな職場で、一定期間就業体験を行う制度。

実際に社会活動を経験することで、本当に自分のやりたいことができるか、また自分に

あっているかなどを知ることができる。 

 

か行 

キャリア教育 子どもたちが、主体的に自己の進路を選択・決定できる能力やしっかりとした勤労観、

職業観を身に付け、社会人・職業人として自立していくことができるようにする教育。 

 

甲府市森林整備計画 地域森林計画の対象となる民有林が所在する市町村が５年ごとに作成する１０年間の

計画。市町村における森林関連施策の方向や森林所有者が行う伐採や造林等の森林施業

に関する指針等を定めている。 

 

コンベンション 特定の目的をもった多数の人間が、目的に関する活動を一定の場所に集まって行うこ

と。 

 

さ行 

水源かん養林 雨水を吸収して水源の枯渇を防ぎ、併せて水流が一時に河川へ集中して洪水を起こすこ

とを防ぐための森林。 

 

セーフティネット保証 

 

取引先等の再生手続等の申請や事業活動の制限、災害、取引金融機関の破綻等により経

営の安定に支障を生じている中小企業者について、事業所の所在地の市町村長の認定を

受けることにより、信用保証協会の保証限度額の別枠化を行う制度 

 

小規模企業者 

 

中小企業者のうち常時使用する従業員の数が２０人（商業又はサービス業（宿泊業及び

娯楽業を除く。）を主たる事業とする事業者については5人）以下の事業を営む者をい

う。 

 

小規模企業者小口資金 

 

小規模企業者の事業の安定のため、担保及び保証人を要しないで融資する運転資金及び

設備資金をいう。 

 

た行 

地産地消 再掲。（用語解説第３編 ２ 夢にあふれ心豊かに人と文化が輝くまち） 

 

中山間地域等直接支払い制度 農業生産条件が不利な状況にある（平野の外縁部から山間地までの）中山間地域等にお

ける農業生産の維持を図りながら、自然環境保全や景観など、農地の持つ多面的な機能

を確保するため、集落協定などにより国が補助金を交付する制度。 

 

な行 

農地銀行 自治体の農業委員会が地域の農地貸借についての意向をつかみ、公的立場で調整して、

円滑に貸し借りできるようにする制度。 
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ま行 

マッチング 種類の異なったものを組み合わせること。  

 

  

や行 

遊休農地 耕作されておらず、かつ、引き続き耕作されないと見込まれる農地。 

 

優良農地 一団のまとまりのある農地や農業生産基盤整備事業の対象となった農地等の良好な営

農条件を備えている農地。 

ら行 

リピーター 買い物・食事・宿泊・旅行などで、同じ店やホテルや観光地を何度も利用したり訪れた

りする人のこと。 
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５．魅力と活気のある誰もが住みたい楽しいまち （都市基盤の整備） 

あ行 

新たな交通システム 既存の交通手段に関する環境上、経営上の問題点を克服し、また既存手段ではカバーで

きないような交通需要に応じるために、新しく開発された交通手段、あるいは新しいサ

ービスの総称。主にモノレール等を指す。 

 

か行 

甲府市景観形成基本計画 景観法の施行や景観に関する市民意識の高まりを受け、今後の景観形成の基本方針など

を定めた計画。平成20年2月策定。 

 

甲府市景観条例 美しく風格のある郷土の形成、潤いのある豊かな生活環境の創造及び個性的で活力ある

地域社会を実現していくため、景観法の規定に基づく景観計画の策定その他良好な景観

形成に必要な事項を定めた条例。平成20年12月制定。 

 

甲府市公共交通体系基本構想 持続可能な公共交通体系を実現していくため、行政、交通事業者、市民等の役割を明確

にする中で、本市の公共交通のあるべき姿や施策の方向性を示した構想。平成２４年３

月策定。 

 

国土軸 第５次の全国総合開発計画「２１世紀の国土のグランドデザイン」においては、「北東

国土軸」「日本海国土軸」「太平洋新国土軸」「西日本国土軸」の４つの国土軸が示され

ている。 

 

甲府市地域情報化計画 住民情報化と行政情報化により市民サービスの向上を図ると共に、効率的・効果的な行

政運営を目指すため本市が策定した計画。 

３年間を計画実施期間とし、計画実施期間の最終年度に新たな計画を策定している。 

 

さ行 

情報通信技術（ICT） インフォメーション・アンド・コミュニケーション・テクノロジー。 

「情報通信技術」の略。（Information and Communication Technology） 

コンピュータやデータ通信に関する技術を総称的に表す語としてこれまで「IT」が用い

られてきたが、欧米では ICT と称されるのが一般的であるため、政府や情報関連企業

なども「IT」の代わりに「ICT」と呼称するようになった。 

 

た行 

地域高規格道路 高規格幹線道路と一体となって高速ネットワークを形成し、地域相互の交流促進や空

港・港湾等のアクセス等に資する路線。 

 

地区計画 都市計画法に基づき、比較的小規模の地区を対象に建築物の建築形態、公共施設の配置

などから見て、一体としてそれぞれの区域の特性に相応しい態様を備えた良好な環境を

整備し、保全するために施行される計画を言う。 

 

電子自治体                   IＣT を活用し、住民の利便性、満足度の向上、行政運営の効率化などを実現するため

の自治体の取り組み。 

 

電線類の地中化 安全で快適な歩行空間の確保と都市景観の向上などを目指して、電信柱などを撤去し、

電線類を歩道の地下に埋設する整備事業のこと。歩行者交通の多い通りなどが対象とな

る。 

 

都市計画道路 都市計画法に基づいて、あらかじめ位置・ルート・幅員などが決められた、都市の骨格

となり、まちづくりに大きく関わる道路。 
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土地区画整理事業 都市計画区域内の市街地を面的に整備する代表的な市街地開発事業。土地の換地と減歩

により、公共施設を平等に出し合うことで良好な宅地を造成し、これを従前の土地の価

値に応じて公平に分配する事業。 

 

は行 

バリアフリー 

 

再掲。（用語解説第３編 １ 互いに支え合い健やかに暮らせるまち） 

 

フリースポット 

 

公衆無線LANの利用を無料で開放しているエリアや場所。 
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６．計画の推進  

か行 

コミュニティ 人々が共同体意識を持って共同生活を営む一定の地域、およびその人々の集団。地域社

会。共同体。アメリカの社会学者マッキーバー（R. M. MacIver）が定式化した社会類

型の一。血縁・地縁など自然的結合により共同生活を営む社会集団。 

 

た行 

中核市 政令指定都市以外の都市で、人口30万人以上の市に、都道府県の事務権限の一部を移

譲する制度。 

 

は行 

パートナーシップ 友好的な協力関係。 

 

パブリックビューイング 

 

 

スポーツ競技において、スタジアムや街頭などにある大型の映像装置を利用して観戦を

行うイベントのこと。 

ま行 

マネジメントサイクル 再掲。（用語解説第１編） 
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事業名 基本区分 施策名 頁番号 

『あ』 

明るくきれいなまちづくり基金事業 循環型社会の構築 循環型社会の構築 100 

アスベスト飛散防止対策事業 住宅・住環境・定住促進 良好な居住環境の誘導 93 

新しい時代を担う人づくり基金事業 義務教育等 教育内容の充実（豊かな心） 60 

安全安心街づくり事業 

（特別職給与費含む） 
持続可能な行財政運営 危機管理の取り組み 163 

生きがい対策事業 高齢者支援 生きがいづくりの推進 41 

一般河川改修事業 河川・水路 河川の改修 98 

『か』 

外国人講師による英語指導事業（中学校） 義務教育等 教育内容の充実（確かな学力） 57 

外国人講師による英語指導事業 

（高等学校） 
高等学校教育 甲府商業高校の充実 68 

介護保険対策事業 介護保険 介護サービスの充実 51 

外部評価制度の実施事業 持続可能な行財政運営 自治体運営 159 

街路灯助成事業 防犯対策 
地域防犯力の向上 

（地域防犯活動の促進・支援） 
110 

各種スポーツ施設管理事業 スポーツ・レクリエーション 施設の整備 74 

学校安全安心推進事業 義務教育等 安全な教育環境の整備 62 

学校開放管理事業 スポーツ・レクリエーション 生涯スポーツの推進 74 

学校給食事業（小学校） 義務教育等 教育内容の充実（健やかな体） 61 

学校給食事業（中学校） 義務教育等 教育内容の充実（健やかな体） 61 

環境リサイクルフェア事業 循環型社会の構築 循環型社会の構築 100 

観光開発事業 観光 都市観光の推進 127 

きめ細かな教育推進事業 義務教育等 教育内容の充実（確かな学力） 58 

救急医療体制整備事業 医療・救急・救助 救急医療体制の充実 48 

教育支援ボランティア活用事業（小学校） 義務教育等 教育内容の充実（確かな学力） 58 

教育支援ボランティア活用事業（中学校） 義務教育等 教育内容の充実（確かな学力） 59 

教育・保育施設等整備事業 子育て支援 子育て支援サービスの整備と推進 37 

教材・情報環境整備事業（小学校） 義務教育等 教材及び教育環境の整備・充実 65 
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事業名 基本区分 施策名 頁番号 

教材・情報環境整備事業（中学校） 義務教育等 教材及び教育環境の整備・充実 65 

橋りょう長寿命化修繕事業 生活道路 道路の維持・管理 147 

勤労者融資対策事業 勤労者 勤労者の生活支援 132 

国玉通り線整備事業 生活道路 市道等の整備 144 

敬老対策事業 高齢者支援 生活支援サービスの推進 41 

建築物耐震化支援事業 住宅・住環境・定住促進 建築物の安全性の確保 94 

公営住宅整備事業 住宅・住環境・定住促進 公営住宅ストックの有効活用 93 

高等学校老朽化リニューアル事業 高等学校教育 甲府商業高校の充実 68 

交通安全施設整備事業 交通安全対策 交通環境の整備・向上 114 

交通安全対策事業 交通安全対策 交通安全意識の向上 113 

甲府駅周辺土地区画整理事業（特別職給

与費含む） 
都市拠点整備・再開発 甲府駅周辺地区の整備 136 

「子育て・お助け隊」派遣事業 子育て支援 
地域と職場における子育て家庭

への支援の促進 
39 

子育て短期支援事業 子育て支援 子育て支援サービスの整備と推進 36 

ごみ減量と資源リサイクル事業 循環型社会の構築 循環型社会の構築 101 

ごみ処理施設建設事業 循環型社会の構築 ごみ処理体制の整備 102 

コミュニティ施設建設事業 協働の推進 コミュニティの展開・推進 156 

雇用促進対策事業 勤労者 雇用対策の推進 133 

『さ』 

最終処分場建設事業 循環型社会の構築 ごみ処理体制の整備 102 

史跡武田氏館跡整備事業 文化・芸術 文化財の保護と活用 76 

シティプロモーション事業 協働の推進 公平・透明な行政の推進 157 

自転車対策事業（特別職給与費含む） 交通安全対策 交通環境の整備・向上 114 

市道新設改良事業 生活道路 市道等の整備 144 

地場産業振興対策事業 工業 産業基盤の整備 121 

住宅リフォーム助成事業 住宅・住環境・定住促進 
市民の居住環境の向上及び地

域経済の活性化 
94 

重度心身障害者医療費助成事業 障がい者支援 地域における生活支援の充実 44 
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事業名 基本区分 施策名 頁番号 

生涯学習振興事業 生涯学習 生涯学習の推進 72 

障害者のすみよいまちづくり事業 障がい者支援 社会参加の促進 44 

消火栓設置事業 消防 非常備消防の充実 108 

小学校外国語活動推進事業 義務教育等 教育内容の充実（確かな学力） 57 

小学校給食室整備事業 義務教育等 学校施設等の整備 63 

小学校校舎整備拡充事業 義務教育等 学校施設等の整備 62 

小学校適正規模化推進事業 義務教育等 小学校の適正規模化の推進 66 

小学校老朽化リニューアル事業 義務教育等 学校施設等の整備 63 

商業推進事業 商業 活力ある商業の育成 117 

城東三丁目敷島線整備事業 生活道路 市道等の整備 145 

消防施設等整備事業 消防 非常備消防の充実 108 

職員研修事業 持続可能な行財政運営 
人材育成と能力・実績を重視し

た人事管理 
162 

すこやか子育て医療費助成事業 子育て支援 心身の健やかな成長の支援 38 

生活排水対策事業 自然環境保全 自然環境の保全・再生と創出 85 

総合計画策定事業 持続可能な行財政運営 自治体運営 160 

『た』  

男女共同参画推進事業 

（特別職給与費含む） 
男女共同参画 

こうふ男女共同参画プランの推

進 
79 

地域集会施設整備助成事業 協働の推進 コミュニティの展開・推進 155 

地域振興複合施設等整備事業 協働の推進 コミュニティの展開・推進 155 

地球温暖化対策事業 自然環境保全 自然環境の保全・再生と創出 84 

地籍調査事業 地籍調査 事業の推進 149 

中学校校舎整備拡充事業 義務教育等 学校施設等の整備 64 

中学校老朽化リニューアル事業 義務教育等 学校施設等の整備 64 

中心市街地活性化基本計画推進事業 持続可能な行財政運営 自治体運営 159 

中心市街地商業等活性化事業 商業 中心市街地商業等の活性化 118 

中心市街地定住促進事業 住宅・住環境・定住促進 まちなか居住の再生 92 
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事業名 基本区分 施策名 頁番号 

電子自治体推進事業 地域情報化の推進 電子自治体の推進 151 

動物園整備事業 公園・緑地緑化の推進 公園・緑地の創出 87 

道路照明灯改修事業（省エネ・グリーン化

推進事業） 
生活道路 道路環境の整備 146 

都市基本計画推進事業 市街地の整備 計画的なまちづくりの推進 138 

都市公園等照明灯改修事業（省エネ・グリ

ーン化推進事業） 
公園・緑地緑化の推進 公園・緑地の創出 87 

図書館資料整備・サービスネットワーク事業 生涯学習 図書館の充実 72 

『な』 

入学準備金融資事業 大学教育等 教育内容の充実と就学支援 70 

農業経営基盤強化促進対策事業 農業 経営の自立・安定 123 

『は』 

バス利用促進対策事業 交通 公共交通機関の利用促進 140 

ひとり親家庭等医療費助成事業 子育て支援 
要保護・要支援児童への取組の

推進 
38 

ファミリー・サポート・センター事業 子育て支援 子育て支援サービスの整備と推進 36 

福祉関係計画推進事業 社会福祉 各種福祉計画の推進 34 

福祉センター建設事業 高齢者支援 生きがいづくりの推進 42 

文化振興基金事業 文化・芸術 文化・芸術活動の振興 76 

平和都市宣言事業 協働の推進 コミュニティの展開・推進 154 

防災対策整備事業 防災対策 災害応急対策 106 

『ま』 

舞鶴公園北通線整備事業 生活道路 市道等の整備 145 

まちづくり計画推進事業 協働の推進 市民自治の推進 154 

まちなか回遊道路整備事業 都市拠点整備・再開発 甲府駅周辺地区の整備 136 

まちなか健やかｻﾛﾝ運営事業 健康づくり 健康づくり推進体制の整備 46 

まつり推進事業 観光 資源を活かした観光まちづくり 128 

窓口休日開設推進事業 持続可能な行財政運営 行政改革の推進 161 

みどり豊かなまちづくり基金事業 公園・緑地緑化の推進 緑化の推進 88 
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事業名 基本区分 施策名 頁番号 

森づくり推進事業 林業 森林の保全 125 

『や』 

融資対策事業 商業 経営の近代化 119 

幼稚園就園奨励事業 義務教育等 幼児教育の充実 56 

『わ』 

和戸町竜王線整備事業 幹線道路 広域・地域交通道路の整備 142 
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